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 議案第１号 
   南アルプス市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の制定につ

いて 
 

 南アルプス市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例を次のように定

める。 
  令和６年２月２２日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプス市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例 
 
南アルプス市会計年度任用職員の報酬等に関する条例（令和元年南アルプス市条

例第１４号）の全部を改正する。 
目次 
第１章 総則（第１条―第４条） 
第２章 フルタイム会計年度任用職員の給与（第５条―第１９条） 
第３章 パートタイム会計年度任用職員の給与（第２０条―第３３条） 
第４章 雑則（第３４条―第３７条） 
附則 

第１章 総則 
（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０３条の２第５

項及び第２０４条第３項並びに地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下

「法」という。）第２４条第５項に基づき、法第２２条の２第１項に規定する会

計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」という。）の給与及び費用弁償につ

いて定めるものとする。 
（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 
（１）フルタイム会計年度任用職員 法第２２条の２第１項第２号に掲げる職員を

いう。 
（２）パートタイム会計年度任用職員 法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員

をいう。 
（会計年度任用職員の給与） 

第３条 この条例において給与とは、フルタイム会計年度任用職員にあっては、給
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料、地域手当、通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、宿日

直手当、期末手当及び勤勉手当をいい、パートタイム会計年度任用職員にあって

は、報酬、期末手当及び勤勉手当をいう。 
２ 公務について生じた実費の弁償は、給与には含まれない。 
（給与の支払） 

第４条 南アルプス市職員給与条例（平成１５年南アルプス市条例第５２号。以下

「給与条例」という。）第２条の２の規定は、会計年度任用職員について準用す

る。 
第２章 フルタイム会計年度任用職員の給与 

（給料） 
第５条 フルタイム会計年度任用職員の給料は、給与条例第４条第２項に規定する

給料表を準用する。 
２ 前項の規定により準用する給料表の適用範囲は、規則で定める。 
（職務の級） 

第６条 フルタイム会計年度任用職員の職務は、その職種ごとに、その複雑、困難

及び責任の程度に基づき、これを前条の給料表に定める職務の級に分類するもの

とし、その分類の基準となるべき職務の内容は、別表第１に定める等級別基準職

務表によるものとする。 
２ フルタイム会計年度任用職員の職務の級は、前項の規定に基づく基準に従い任

命権者（法第６条第１項に規定する任命権者及びその委任を受けた者をいう。以

下同じ。）が決定する。 
（号給） 

第７条 新たに給料表の適用を受けるフルタイム会計年度任用職員となった者の号

給は、規則で定める基準に従い任命権者が決定する。 
（給料の支給） 

第８条 給与条例第６条及び第７条の規定は、フルタイム会計年度任用職員につい

て準用する。この場合において、同条第４項中「職員勤務時間条例第３条第１項、

第４条及び第５条の規定による週休日」とあるのは、「当該フルタイム会計年度

任用職員について定められた週休日」と読み替えるものとする。 
（地域手当） 

第９条 給与条例第１１条の２の規定は、フルタイム会計年度任用職員について準

用する。 
（通勤手当） 

第１０条 給与条例第１３条の規定は、フルタイム会計年度任用職員について準用

する。 
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（特殊勤務手当） 
第１１条 フルタイム会計年度任用職員の特殊勤務手当は、その職務の特殊性に基

づいて、規則で定める基準により支給する。 
（時間外勤務手当） 

第１２条 給与条例第１６条第１項、第２項及び第５項の規定は、フルタイム会計

年度任用職員について準用する。この場合において、同条第１項中「正規の勤務

時間外に勤務することを命ぜられた職員」とあるのは、「当該フルタイム会計年

度任用職員について定められた勤務時間（以下この条において「正規の勤務時間」

という。）外に勤務することを命ぜられたフルタイム会計年度任用職員」と読み

替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、市長が規則で定める。 
（休日勤務手当） 

第１３条 給与条例第１７条の規定は、フルタイム会計年度任用職員について準用

する。この場合において、同条中「において正規の勤務時間」とあるのは「にお

いて当該フルタイム会計年度任用職員について定められた勤務時間（以下この条

において正規の勤務時間という。）」と読み替えるものとするほか、必要な技術的

読替えは市長が規則で定める。 
（宿日直手当） 

第１４条 給与条例第１８条の２第１項及び第２項の規定は、フルタイム会計年度

任用職員について準用する。 
２ 前項の規定により準用する給与条例第１８条の２第１項及び第２項の勤務は、

第１２条の規定により準用する給与条例第１６条及び前条の規定により準用す

る給与条例第１７条の勤務には含まれないものとする。 
（端数処理） 

第１５条 第１８条に規定する勤務１時間当たりの給与額並びに第１２条の規定に

おいて準用する給与条例第１６条及び第１３条の規定において準用する給与条

例第１７条の規定により勤務１時間につき支給する時間外勤務手当、休日勤務手

当の額を算出する場合において、５０銭未満の端数を生じたときはこれを切り捨

て、５０銭以上１円未満の端数を生じたときはこれを１円に切り上げて計算する

ものとする。 
（期末手当） 

第１６条 給与条例第２０条から第２０条の３までの規定は、任期の定めが６月以

上のフルタイム会計年度任用職員について準用する。 
（勤勉手当） 

第１７条 給与条例第２０条の４の規定は、任期の定めが６月以上のフルタイム会

計年度任用職員について準用する。 
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（勤務１時間当たりの給与額の算出） 
第１８条 第１２条の規定において準用する給与条例第１６条及び第１３条の規定

において準用する給与条例第１７条に規定する勤務時間１時間当たりの給与額

の算出に当たっては、給与条例第１９条の規定を準用する。 
（給料の減額） 

第１９条 フルタイム会計年度任用職員が定められた勤務時間中に勤務しないとき

は、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）による休日（以下「祝

日法による休日」という。）（代休日を指定されて、当該休日に割り振られた勤務

時間の全部を勤務したフルタイム会計年度任用職員にあっては、当該休日に代わ

る代休日。以下「祝日法による休日等」という。）又は１２月２９日から翌年の

１月３日までの日（祝日法による休日を除く。以下「年末年始の休日」という。）

（代休日を指定されて、当該休日に割り振られた勤務時間の全部を勤務したフル

タイム会計年度任用職員にあっては、当該休日に代わる代休日。以下「年末年始

の休日等」という。）である場合、有給の休暇による場合その他任命権者が定め

る場合を除き、その勤務しない１時間につき、前条に規定する勤務１時間当たり

の給与額を減額する。 
第３章 パートタイム会計年度任用職員の給与 

（報酬） 
第２０条 月額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員の報酬の額は、基準

月額に、当該パートタイム会計年度任用職員について定められた１週間当たりの

勤務時間を南アルプス市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１５年南ア

ルプス市条例第４１号。以下「職員勤務時間条例」という。）第２条第１項に規

定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額（１円未満の端数があるときは、

その端数を切り捨てた額。以下この条において同じ。）とする。 
２ 日額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員の報酬の額は、基準月額を

２１で除して得た額に、当該パートタイム会計年度任用職員について定められた

１日当たりの勤務時間を７．７５で除して得た数を乗じて得た額とする。 
３ 時間で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員の報酬の額は、基準月額を

１６２．７５で除して得た額とする。 
４ 前３項の「基準月額」とは、これらの規定に規定するパートタイム会計年度任

用職員の１週間当たりの通常の勤務時間が職員勤務時間条例第２条第１項に規

定する勤務時間と同一であるとした場合に、その者の職務の内容及び責任、職務

遂行上必要となる知識、技術及び職務経験等に照らして第５条から第７条までの

規定を適用して得た額に、当該額に第９条の規定により得た割合を乗じて得た額

を加算した額とする。 
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（特殊勤務に係る報酬） 
第２１条 パートタイム会計年度任用職員の特殊勤務に係る報酬は、その職務の特

殊性に基づいて、規則に定める基準により支給する。 
（地域手当に相当する報酬） 

第２２条 パートタイム会計年度任用職員には、第９条で規定する地域手当に相当

する額を報酬として支給する。 
（時間外勤務に係る報酬） 

第２３条 当該パートタイム会計年度任用職員について定められた勤務時間（以下

「正規の勤務時間」という。）外に勤務することを命ぜられたパートタイム会計

年度任用職員には、正規の勤務時間を超えて勤務した全時間について、報酬を支

給する。 
２ 前項に規定する報酬の額は、勤務１時間につき、第３０条に規定する勤務１時

間当たりの報酬額に１００分の１２５から１００分の１５０までの範囲内で規

則で定める割合（その勤務が午後１０時から翌日の午前５時までの間である場合

は、その割合に１００分の２５を加算した割合）を乗じて得た額とする。ただし、

その勤務の時間とその勤務をした日における正規の勤務時間との合計が７時間

４５分に達するまでの間又は割り振られた１週間の勤務時間を超えてした勤務

のうち、その勤務の時間と割振り変更前の勤務時間との合計が３８時間４５分に

達するまでの間の勤務に対するこの項の規定の適用については、「１００分の１

２５から１００分の１５０までの範囲内で規則で定める割合（その勤務が午後１

０時から翌日の午前５時までの間である場合には、その割合に１００分の２５を

加算した割合）」とあるのは「１００分の１００（その勤務が午後１０時から翌

日の午前５時までの間であるときは、１００分の１２５）」とする。 
（休日勤務に係る報酬） 

第２４条 祝日法による休日等及び年末年始の休日等において、正規の勤務時間中

に勤務することを命ぜられたパートタイム会計年度任用職員には、その正規の勤

務時間中に勤務した全時間に対して、休日勤務に係る報酬を支給する。 
２ 前項に規定する休日勤務に係る報酬の額は、勤務１時間につき、第３０条に規

定する勤務１時間当たりの報酬額に１００分の１２５から１００分の１５０ま

での範囲内で市長が規則で定める割合を乗じて得た額とする。 
３ 第１項の規定にかかわらず、休日に勤務することを命ぜられた勤務時間に相当

する時間を、他の日に勤務させないこととされたパートタイム会計年度任用職員

の、その休日の勤務に対しては、同項に規定する報酬を支給しない。 
（宿日直勤務に係る報酬） 

第２５条 宿日直勤務を命ぜられたパートタイム会計年度任用職員には、給与条例
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第１８条の２に定める額を宿日直手当に相当する報酬として支給する。 
（報酬の端数処理） 

第２６条 第３０条に規定する勤務１時間当たりの報酬額、第２３条及び第２４条

の規定により勤務１時間につき支給する報酬の額を算定する場合において、当該

額に、５０銭未満の端数を生じたときは、これを切り捨て、５０銭以上１円未満

の端数を生じたときは、これを１円に切り上げるものとする。 
（期末手当） 

第２７条 給与条例第２０条から第２０条の３までの規定は、任期の定めが６月以

上のパートタイム会計年度任用職員（１週間の勤務時間が１５時間３０分未満で

ある者を除く。以下この条及び次条において同じ。）について準用する。この場

合において、給与条例第２０条第４項中「それぞれその基準日現在（退職し、又

は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡した日現在）において職員が受け

るべき給料の月額（育児短時間勤務職員等にあっては、その月額を第５条の２に

規定する数で除して得た額）及び扶養手当並びにこれらに対する地域手当の月額

の合計額」とあるのは「それぞれの基準日（退職し、又は死亡した職員にあって

は、退職し、又は死亡した日）以前６月以内のパートタイム会計年度任用職員と

しての在職期間における報酬（フルタイム会計年度任用職員との権衡を考慮して

規則で定める額を除く。）の１月当たりの平均額」と読み替えるものとする。 
（勤勉手当） 

第２８条 給与条例第２０条の４の規定は、任期が６月以上のパートタイム会計年

度任用職員について準用する。この場合において、同条第３項中「それぞれその

基準日現在において職員が受けるべき給料の月額（育児短時間勤務職員等にあっ

ては、その月額を第５条の２に規定する数で除して得た額）及びこれに対する地

域手当の月額」とあるのは、「それぞれの基準日（退職し、又は死亡した職員に

あっては、退職し、又は死亡した日）以前６月以内のパートタイム会計年度任用

職員としての在職期間における報酬（フルタイム会計年度任用職員との権衡を考

慮して規則で定める額を除く。）の１月あたりの平均額」と読み替えるものとす

る。 
（報酬の支給） 

第２９条 報酬は、月の１日から末日までを計算期間とし、規則で定める期日に支

給する。 
２ 日額又は時間額により報酬が定められたパートタイム会計年度任用職員に対し

ては、その者の勤務日数又は勤務時間に応じて報酬を支給する。 
３ 月額により報酬が定められたパートタイム会計年度任用職員に対しては、職員

となった日から退職した日までの報酬を支給する。ただし、死亡により退職した
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場合は、その月の末日までの報酬を支給する。 
４ 前項の規定により報酬を支給する場合であって、月の１日から支給するとき以

外のとき、又は月の末日まで支給するとき以外のときは、その報酬額は、その月

の現日数から当該パートタイム会計年度任用職員について割り振られた週休日

の日数を差し引いた日数を基礎として日割りによって計算する。 
（勤務１時間当たりの報酬額の算出） 

第３０条 第２３条、第２４条及び次条に規定する勤務１時間当たりの報酬額は、

次の各号に掲げる報酬の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 
（１）月額による報酬 第２０条第１項の規定により計算して得た額に１２を乗じ、

その額を当該勤務の日の属する年度の現日数から当該年度の職員勤務時間条

例第３条第１項に規定する週休日又は職員勤務時間条例第９条に規定する祝

日法による休日若しくは年末年始の休日である日の日数を差し引いたものに

規則で定めるものを乗じたもので除して得た額 
（２）日額による報酬 第２０条第２項の規定により計算して得た額を当該パート

タイム会計年度任用職員について定められた１日当たりの勤務時間で除して

得た額 
（３）時間額による報酬 第２０条第３項の規定により計算して得た額 
（報酬の減額） 

第３１条 月額により報酬を定められているパートタイム会計年度任用職員が正規

の勤務時間中に勤務しないときは、祝日法による休日等又は年末年始の休日等で

ある場合、有給の休暇による場合その他任命権者が定める場合を除き、その勤務

しない１時間につき、前条第１号に定める勤務１時間当たりの報酬額を減額する。 
２ 日額により報酬を定められているパートタイム会計年度任用職員が正規の勤務

時間中に勤務しないときは、有給の休暇による場合その他任命権者が定める場合

を除き、その勤務しない１時間につき、前条第２号に定める勤務１時間当たりの

報酬額を減額する。 
（通勤に係る費用弁償） 

第３２条 パートタイム会計年度任用職員が給与条例第１３条第１項各号に定める

通勤手当の支給要件に該当するときは、通勤に係る費用弁償を支給する。 
２ 通勤に係る費用弁償の額（その支給の単位となる一定の期間における通勤の回

数が少ない者についての減額の措置を含む。）、支給日及び返納については、給与

条例第１３条第２項から第６項までの規定の例による。 
（公務のための旅行に係る費用弁償） 

第３３条 パートタイム会計年度任用職員が公務のための旅行に係る費用を負担す

るときは、その旅行に係る費用弁償を支給する。 
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２ 旅行に係る費用弁償の額は、南アルプス市職員等の旅費に関する条例（平成１

５年南アルプス市条例第５４号）の例による。 
第４章 雑則 

（給与からの控除） 
第３４条 給与条例第２条の２第３項の規定は、会計年度任用職員について準用す

る。 
（市長が特に必要と認める会計年度任用職員の給与及び費用弁償） 

第３５条 この条例の規定にかかわらず、職務の特殊性等を考慮し市長が特に必要

と認める会計年度任用職員の給与及び費用弁償については、常時勤務を要する職

を占める職員との権衡及びその職務の特殊性等を考慮し、任命権者が別に定める。 
（給与改定の実施時期等の取扱い） 

第３６条 この条例において準用する給与条例の規定について給与の額の改定に関

する改正が行われる場合における会計年度任用職員の給与の額の改定を行う時

期その他の当該改定に係る取扱いは、次項の場合を除き、給与条例の適用を受け

る職員の例による。 
２ この条例の規定について給与の額の改定に関する改正が行われ、当該改正が年

度の中途から施行される場合における次に掲げる会計年度任用職員の当該年度

中の当該改正による給与を適用する日は、市長が規則で定める。 
（１）特定の時期に任用される会計年度任用職員であって、任期が３月以内のもの 
（２）パートタイム会計年度任用職員であって、第２０条第１項に規定する１週間

当たりの勤務時間が著しく少ないものとして規則で定める者に該当するもの 
３ 条例又はこれに基づく規則に別に定めがある場合を除き、特別の事情により前

２項の規定によることができない場合又は前２項の規定によることが著しく不

適当であると認められる場合には、別に市長の定めるところにより、又はあらか

じめ市長の承認を得て、別段の取扱いをすることができる。 
（委任） 

第３７条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規

則で定める。 
 
 

附 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
 （南アルプス市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正） 
２ 南アルプス市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（平成１５年南アルプス
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市条例第３７号）の一部を次のように改正する。 
  第３条中「南アルプス市会計年度任用職員の報酬等に関する条例（令和元年南

アルプス市条例第１４号）第２条から第４条」を「南アルプス市会計年度任用職

員の給与及び費用弁償に関する条例（令和６年南アルプス市条例第 号）第２０

条」に改める。 
 （南アルプス市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 
３ 南アルプス市職員の育児休業等に関する条例（平成１５年南アルプス市条例第

４２号）の一部を次のように改正する。 
  第１９条第２項中「南アルプス市会計年度任用職員の報酬等に関する条例（令

和元年南アルプス市条例第１４号）第７条」を「南アルプス市会計年度任用職員

の給与及び費用弁償に関する条例（令和６年南アルプス市条例第 号）第１９条

又は第３１条」に改める。 
 （南アルプス市単純労務職員の給与に関する条例の一部改正） 
４ 南アルプス市単純労務職員の給与に関する条例（平成１５年南アルプス市条例

第５３号）の一部を次のように改正する。 
  第２条中「及び南アルプス市会計年度任用職員の報酬等に関する条例（令和元

年南アルプス市条例第１４号。以下「会計年度任用職員給与条例」という。）」を

削る。 
  第３条中「及び会計年度任用職員給与条例」を削る。 
 （南アルプス市職員等の旅費に関する条例の一部改正） 
５ 南アルプス市職員等の旅費に関する条例（平成１５年南アルプス市条例第５４

号）の一部を次のように改正する。 
  第２条第２項中「南アルプス市会計年度任用職員の報酬等に関する条例（令和

元年南アルプス市条例第１４号）」を「南アルプス市会計年度任用職員の給与及

び費用弁償に関する条例（令和６年南アルプス市条例第 号）」に改める。 
 
 
別表第１(第６条関係) 
ア 行政職給料表等級別基準職務表 

職務の級 基準となる職務 
１級 定型的又は補助的な業務を行う職務、相当の知識又は経験を必要と

する職務 
２級 高度の知識又は経験を必要とする職務 
イ 公安職給料表等級別基準職務表 
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職務の級 基準となる職務 
１級 定型的又は補助的な業務を行う職務、相当の知識又は経験を必要と

する職務 
２級 高度の知識又は経験を必要とする職務 
 
 
提案理由  
地方自治法の一部を改正する法律（令和５年法律第１９号）の施行に伴う会計年

度任用職員の勤勉手当の支給に関する規定及び給与改定による支給の取扱いに関す

る規定等を定める必要があるため本条例を制定したいので、この案を提出するもの

である。 
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〇南アルプス市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の制定新旧対照表 

附則第２項 南アルプス市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正 

改正案 現行 

(減給の効果) (減給の効果) 
第3条 減給の期間は、1日以上6月以下とし、この期間にお

いては、その発令の日に受ける給料の額(法第22条の2第1
項第1号に掲げる職員については、南アルプス市会計年度

任用職員の給与及び費用弁償に関する条例(令和6年南アル

プス市条例第 号)第20条 に規定する報酬の額をいう。)
の10分の1以下を減ずるものとする。この場合において、

その減ずる額が現に受ける給料の額の10分の1に相当する

額を超えるときは、当該額を減ずるものとする。 

第3条 減給の期間は、1日以上6月以下とし、この期間にお

いては、その発令の日に受ける給料の額(法第22条の2第1
項第1号に掲げる職員については、南アルプス市会計年度

任用職員の報酬等に関する条例(令和元年南アルプス市条

例第14号)第2条から第4条 に規定する報酬の額をいう。)
の10分の1以下を減ずるものとする。この場合において、

その減ずる額が現に受ける給料の額の10分の1に相当する

額を超えるときは、当該額を減ずるものとする。 

 

附則第３項 南アルプス市職員の育児休業等に関する条例の一部改正 

改正案 現行 

(部分休業をしている職員の給与の取扱い) (部分休業をしている職員の給与の取扱い) 
第19条 （略） 第19条 （略） 
2 会計年度任用職員が部分休業の承認を受けて勤務しない

場合には、南アルプス市会計年度任用職員の給与及び費用

2 会計年度任用職員が部分休業の承認を受けて勤務しない

場合には、南アルプス市会計年度任用職員の報酬等に関す
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弁償に関する条例(令和6年南アルプス市条例第 号)第19
条又は第31条の規定にかかわらず、その勤務しない1時間

につき、規則で定める額を減額して支給する。 

る条例(令和元年南アルプス市条例第14号)第7条         
            の規定にかかわらず、その勤務しない1時間

につき、規則で定める額を減額して支給する。 

 

附則第４項 南アルプス市単純労務職員の給与に関する条例の一部改正 

改正案 現行 

(給与の種類) (給与の種類) 
第2条 単純労務職員の給与の種類は、南アルプス市職員給

与条例(平成15年南アルプス市条例第52号。以下「給与条

例」という。)                                       
                                                    
                                     の適用を受ける

職員の例による。 

第2条 単純労務職員の給与の種類は、南アルプス市職員給

与条例(平成15年南アルプス市条例第52号。以下「給与条

例」という。)及び南アルプス市会計年度任用職員の報酬

等に関する条例(令和元年南アルプス市条例第14号。以下

「会計年度任用職員給与条例」という。)の適用を受ける

職員の例による。 
(給与の基準) (給与の基準) 

第3条 単純労務職員の給与の基準は、職務の特殊性及び実

態を考慮して、給与条例                            の
適用を受ける職員の給与の基準の範囲内で規則で定める。 

第3条 単純労務職員の給与の基準は、職務の特殊性及び実

態を考慮して、給与条例及び会計年度任用職員給与条例の

適用を受ける職員の給与の基準の範囲内で規則で定める。 
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附則第５項 南アルプス市職員等の旅費に関する条例の一部改正 

改正案 現行 

(定義) (定義) 
第2条 （略） 第2条 （略） 
2 この条例において「何級の職務」という場合には、南ア

ルプス市職員給与条例(平成15年南アルプス市条例第52号)
別表第3に掲げる行政職給料表及び南アルプス市会計年度

任用職員の給与及び費用弁償に関する条例(令和6年南アル

プス市条例第 号)に基づき、規則で定める給料表による

当該級の職務及びこれらの給料表の適用を受けない者につ

いて任命権者が定めるこれに相当する職務をいうものとす

る。 

2 この条例において「何級の職務」という場合には、南ア

ルプス市職員給与条例(平成15年南アルプス市条例第52号)
別表第3に掲げる行政職給料表及び南アルプス市会計年度

任用職員の報酬等に関する条例(令和元年南アルプス市条

例第14号)         に基づき、規則で定める給料表による

当該級の職務及びこれらの給料表の適用を受けない者につ

いて任命権者が定めるこれに相当する職務をいうものとす

る。 
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 議案第２号 
   南アルプス市立養護老人ホーム慈恵寮跡地における認可保育所及び児童発達

支援センター運営事業者選定委員会条例の制定について 
 
南アルプス市立養護老人ホーム慈恵寮跡地における認可保育所及び児童発達支

援センター運営事業者選定委員会条例を次のように定める。 
  令和６年２月２２日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプス市立養護老人ホーム慈恵寮跡地における認可保育所及び児童発達

支援センター運営事業者選定委員会条例 
 
（設置） 

第１条 南アルプス市立養護老人ホーム慈恵寮跡地（以下「慈恵寮跡地」という。）

における認可保育所及び児童発達支援センターを運営する事業者を誘致するに

当たり、公正かつ適正に事業者を選定するため、慈恵寮跡地における認可保育所

及び児童発達支援センター運営事業者選定委員会（以下「選定委員会」という。）

を置く。 
（所掌事務） 

第２条 選定委員会は、以下に掲げる事項を所掌する。 
（１）慈恵寮跡地に誘致する認可保育所及び児童発達支援センター運営事業者の審

査及び選定に関する事項 
（２）前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 
（組織） 

第３条 選定委員会は、委員９人以内をもって組織する。 
２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 
（１）学識経験者 
（２）公認会計士 
（３）市職員 
（４）前３号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 
（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱され、又は任命された日から第２条に掲げる所掌事務

の結果を市長に報告するまでの間とする。 
２ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
（会長及び副会長） 
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第５条 選定委員会に会長及び副会長を置く。 
２ 会長及び副会長は、委員の互選によりこれを定める。 
３ 会長は、選定委員会を代表し、会務を総理する。 
４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。 
（会議） 

第６条 選定委員会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、その議長と

なる。 
２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 
３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。 
４ 会議は、公開しない。ただし、選定委員会が認めるときは、会議を公開するこ

とができる。 
（意見の聴取等） 

第７条 会長は、会議の運営上必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に

出席させ、説明又は意見を聴くことができる。 
（守秘義務） 

第８条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も

同様とする。 
（庶務） 

第９条 選定委員会の庶務は、保健福祉部において処理する。 
（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、選定委員会の運営に関し必要な事項は、

会長が会議に諮って定める。 
 
 

附 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、公布の日から施行する。 
 （招集の特例） 
２ この条例による最初の会議は、第６条第１項の規定にかかわらず、市長が招集

する。 
 
 
提案理由  
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南アルプス市立養護老人ホーム慈恵寮跡地における認可保育所及び児童発達支

援センターを運営する事業者を誘致するに当たり、事業者を公正かつ適正に選定す

ることを目的とした選定委員会を設置するため、本条例を制定したいので、この案

を提出するものである。 
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 議案第３号 
   南アルプス市手数料条例の一部改正について 

 
 南アルプス市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。 
  令和６年２月２２日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプス市手数料条例の一部を改正する条例 
 
南アルプス市手数料条例（平成１５年南アルプス市条例第６７号）の一部を次の

ように改正する。 
 
別表戸籍、住民基本台帳関係の手数料の表を次のように改める。 

別表（第２条、第７条関係） 
戸籍、住民基本台帳関係の手数料 

手数料を徴収する事項 単位 手数料の金額 
１ 戸籍の謄本若しくは抄本の交付又は戸籍証明

書の交付 
１通につき 円

４５０

２ 戸籍に記載した事項に関する証明書の交付 証明事項１件

につき 
３５０

３ 戸籍電子証明書提供用識別符号の発行（ただ

し、地方公共団体の手数料の標準に関する政令に

規定する総務省令で定める金額等を定める省令

（平成１２年自治省令第５号）第１条の２に該当

する場合及び同一事項を証明する戸籍の謄本若

しくは抄本又は戸籍証明書の請求と同時に発行

する場合は、手数料を徴収しない。） 

戸籍電子証明

書提供用識別

符号１件につ

き 

４００

４ 除かれた戸籍の謄本若しくは抄本の交付又は

除籍証明書の交付 
１通につき ７５０

５ 除かれた戸籍に記載した事項に関する証明書

の交付 
証明事項１件

につき 
４５０

６ 除籍電子証明書提供用識別符号の発行（ただ

し、地方公共団体の手数料の標準に関する政令に

規定する総務省令で定める金額等を定める省令

除籍電子証明

書提供用識別

符号１件につ

７００
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第１条の２に該当する場合及び同一事項を証明

する除かれた戸籍の謄本若しくは抄本又は除籍

証明書の請求と同時に発行する場合は、手数料を

徴収しない。） 

き 

７ 戸籍に関する届出若しくは申請の受理の証明

書の交付、戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）

第４８条第２項（同法第１１７条において準用す

る場合を含む。）若しくは第１２６条の規定に基

づく届書その他市長の受理した書類に記載した

事項の証明書の交付又は同法第１２０条の６第

１項の規定に基づく届書等情報の内容の証明書

の交付 

１通につき ３５０

１通につき １，４００

（法務省令で定

める様式による

上質紙を用いた

婚姻、離婚、養

子縁組、養子離

縁又は認知の届

出の受理証明） 
８ 戸籍法第４８条第２項（同法第１１７条におい

て準用する場合を含む。）の規定に基づく届書そ

の他市長の受理した書類の閲覧又は同法第１２

０条の６第１項の規定に基づく届出等情報の内

容を表示したものの閲覧 

１件につき ３５０

９ 身分に関する証明 １件につき ３００

１０ 印鑑に関する証明 １件につき ３００

（市が設置する

証明書の自動交

付機能を有する

機器及び民間事

業者が設置する

これに類する機

能を有する機器

による交付の場

合は、２００） 
１１ 埋火葬に関する証明 １件につき ３００

１２ 住民票の写し又は戸籍の附票の写しに関す

る証明 
１件につき ３００

（市が設置する

証明書の自動交

付機能を有する
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機器及び民間事

業者が設置する

これに類する機

能を有する機器

による交付の場

合は、２００） 
１３ 住民票記載事項の証明 １件につき ３００

１４ 不在籍、不在住に関する証明 １件につき ３００

１５ 住民基本台帳の閲覧 １件につき ３００

１６ その他公簿の写しの交付 １件につき ３００

別表その他の手数料の表３３の項中「採石法」の次に「（昭和２５年法律第２９

１号）」を加え、同表３５の項中「砂利採取法」の次に「（昭和４３年法律第７４号）」

を加える。 
 
 

附 則 
 この条例は、令和６年３月１日から施行する。 
 
 
提案理由  
 戸籍法の一部を改正する法律（令和元年法律第１７号）の施行に伴い、本籍地以

外の戸籍証明書等の交付、戸籍電子証明書提供用識別符号の発行等に係る事務の手

数料について規定するとともに、所要の改正を行う必要があることから、本条例を

改正したいので、この案を提出するものである。 
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○南アルプス市手数料条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正案 現行 

別表(第2条、第7条関係) 別表(第2条、第7条関係) 
戸籍、住民基本台帳関係の手数料 戸籍、住民基本台帳関係の手数料 
手数料を徴収する事項 単位 手数料の金額 

1 戸籍の謄本若しくは抄本の交付

又は戸籍証明書の交付 
1通につき 円 

450 
2 戸籍に記載した事項に関する証

明書の交付 
証明事項1
件につき 

350 

3 戸籍電子証明書提供用識別符号

の発行(ただし､地方公共団体の

手数料の標準に関する政令に規

定する総務省令で定める金額等

を定める省令(平成12年自治省令

第5号)第1条の2に該当する場合

及び同一事項を証明する戸籍の

謄本若しくは抄本又は戸籍証明

書の請求と同時に発行する場合

は､手数料を徴収しない｡) 

戸籍電子

証明書提

供用識別

符号1件に

つき 

400 

4 除かれた戸籍の謄本若しくは抄

本の交付又は除籍証明書の交付 
1通につき 750 

手数料を徴収する事項 単位 手数料の金額 
1 戸籍の謄本若しくは抄本の交付

又は磁気ディスクをもって調製

された戸籍に記録されている事

項の全部若しくは一部を証明し

た書面の交付 

1通につき 円

450

2 戸籍に記載した事項に関する証

明書の交付 
証明事項1
件につき 

350

3 除かれた戸籍の謄本若しくは抄

本の交付又は磁気ディスクをも

って調製された除かれた戸籍に

記録されている事項の全部若し

くは一部を証明した書面の交付 

1通につき 750

4 除かれた戸籍に記載した事項に

関する証明書の交付 
証明事項1
件につき 

450

5 戸籍に関する届出若しくは申請

の受理の証明書の交付又は戸籍

1通につき 350
1通につき 1,400
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5 除かれた戸籍に記載した事項に

関する証明書の交付 
証明事項1
件につき 

450 

6 除籍電子証明書提供用識別符号

の発行(ただし､地方公共団体の

手数料の標準に関する政令に規

定する総務省令で定める金額等

を定める省令第1条の2に該当す

る場合及び同一事項を証明する

除かれた戸籍の謄本若しくは抄

本又は除籍証明書の請求と同時

に発行する場合は､手数料を徴収

しない｡) 

除籍電子

証明書提

供用識別

符号1件に

つき 

700 

7 戸籍に関する届出若しくは申請

の受理の証明書の交付、  戸籍法

(昭和22年法律第224号)第48条第

2項(同法第117条において準用す

る場合を含む。)若しくは第126
条の規定に基づく届書その他市

長の受理した書類に記載した事

項の証明書の交付又は同法第120
条の6第1項の規定に基づく届書

等情報の内容の証明書の交付 

1通につき 350 
1通につき 1,400 

(法務省令で定

める様式によ

る上質紙を用

いた婚姻、離

婚、養子縁組、

養子離縁又は

認知の届出の

受理証明) 
8 戸籍法第48条第2項(同法第117     1件に 350 

法(昭和22年法律第224号)第48条
第2項(同法第117条において準用

する場合を含む。)若しくは第12
6条の規定に基づく届書その他市

長の受理した書類に記載した事

項の証明書の交付 

(法務省令で定

める様式によ

る上質紙を用

いた婚姻、離

婚、養子縁組、

養子離縁又は

認知の届出の

受理証明) 
6 戸籍法第48条第2項(同法第117
条において準用する場合を含

む。)の規定に基づく届書その他

市長の受理した書類の閲覧 

書類1件に

つき 
350

7 身分に関する証明 1件につき 300
8 印鑑に関する証明 1件につき 300

(市が設置する

証明書の自動

交付機能を有

する機器及び

民間事業者が

設置するこれ

に類する機能

を有する機器

による交付の
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条において準用する場合を含

む。)の規定に基づく届書その他

市長の受理した書類の閲覧又は

同法第120条の6第1項の規定に

基づく届出等情報の内容を表示

したものの閲覧 

つき 

9 身分に関する証明 1件につき 300 
10 印鑑に関する証明 1件につき 300 

(市が設置する

証明書の自動

交付機能を有

する機器及び

民間事業者が

設置するこれ

に類する機能

を有する機器

による交付の

場合は、200) 
11 埋火葬に関する証明 1件につき 300 
12 住民票の写し又は戸籍の附票

の写しに関する証明 
1件につき 300 

(市が設置する

証明書の自動

交付機能を有

場合は、200) 
9 埋火葬に関する証明 1件につき 300
10 住民票の写し又は戸籍の附票

の写しに関する証明 
1件につき 300

(市が設置する

証明書の自動

交付機能を有

する機器及び

民間事業者が

設置するこれ

に類する機能

を有する機器

による交付の

場合は、200) 
11 住民票記載事項の証明 1件につき 300
12 不在籍、不在住に関する証明 1件につき 300
13 住民基本台帳の閲覧 1件につき 300
14 その他公簿の写しの交付 1件につき 300
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する機器及び

民間事業者が

設置するこれ

に類する機能

を有する機器

による交付の

場合は、200) 
13 住民票記載事項の証明 1件につき 300 
14 不在籍、不在住に関する証明 1件につき 300 
15 住民基本台帳の閲覧 1件につき 300 
16 その他公簿の写しの交付 1件につき 300 

 

その他の手数料 
手数料を徴収する事項 単位 手数料の金額 

1～32 （略） 

33 岩石採取計画認可申請手数料

(採石法(昭和25年法律第291号)第
33条の規定に基づく岩石の採取計

画の認可の申請に対する審査) 

1件につ

き 
52,000

34 岩石採取計画変更認可申請手数

料(採石法第33条の5第1項の規定

に基づく岩石の採取計画の変更の

1件につ

き 
33,000

その他の手数料 
手数料を徴収する事項 単位 手数料の金額 

1～32 （略） 

33 岩石採取計画認可申請手数料

(採石法                     第
33条の規定に基づく岩石の採取計

画の認可の申請に対する審査) 

1件につ

き 
52,000

34 岩石採取計画変更認可申請手数

料(採石法第33条の5第1項の規定

に基づく岩石の採取計画の変更の

1件につ

き 
33,000
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認可の申請に対する審査) 
35 砂利採取計画認可申請手数料

(砂利採取法(昭和43年法律第74号)
第16条の規定に基づく砂利の採取

の認可の申請に対する審査、河川

管理者として行うものを除く。) 

1件につ

き 
33,900

36～45 （略） 
 

認可の申請に対する審査) 
35 砂利採取計画認可申請手数料

(砂利採取法                   
第16条の規定に基づく砂利の採取

の認可の申請に対する審査、河川

管理者として行うものを除く。) 

1件につ

き 
33,900

36～45 （略） 
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 議案第４号 
   南アルプス市職員定数条例の一部改正について 

 
 南アルプス市職員定数条例の一部を改正する条例を次のように定める。 
  令和６年２月２２日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプス市職員定数条例の一部を改正する条例 
 
南アルプス市職員定数条例（平成１５年南アルプス市条例第３２号）の一部を次

のように改正する。 
 
第２条第１項第１号中「４４２人」を「４５９人」に改め、同項第７号中「７０

人」を「７５人」に改め、同項第８号中「９４人」を「１０４人」に改め、同項第

９号中「４８人」を「４５人」に改める。 
 
 

附 則 
 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
 
 
提案理由  
本市の職員数を適正に管理するため、本条例を改正したいので、この案を提出す

るものである。 
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〇南アルプス市職員定数条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正案 現行 

(職員の定数) (職員の定数) 
第2条 前条の職員の定数は、次に掲げるとおりとする。 第2条 前条の職員の定数は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 市長の事務部局の職員 459人 (1) 市長の事務部局の職員 442人 
(2)～(6) （略） (2)～(6) （略） 
(7) 教育委員会の事務部局及び教育委員会の所管に属す

る学校その他の教育機関の職員 75人 
(7) 教育委員会の事務部局及び教育委員会の所管に属す

る学校その他の教育機関の職員 70人 
(8) 消防職員 104人 (8) 消防職員 94人  
(9) 上下水道局職員 45人 (9) 上下水道局職員 48人 

2 （略） 2 （略） 
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 議案第５号 
   南アルプス市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

 
 南アルプス市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のように

定める。 
  令和６年２月２２日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプス市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 
 
南アルプス市職員の育児休業等に関する条例（平成１５年南アルプス市条例第４

２号）の一部を次のように改正する。 
 
第７条第２項中「（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第

１項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」という。）を除く。）」

を削る。 
第８条中「会計年度任用職員」を「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）

第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」とい

う。）」に改める。 
 
 

附 則 
 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
 
 
提案理由  
地方自治法の一部を改正する法律（令和５年法律第１９号）の施行に伴い、令和

６年度から会計年度任用職員に勤勉手当を支給するため、育児休業をしている職員

の勤勉手当の支給の規定を改める等の必要があることから、本条例を改正したいの

で、この案を提出するものである。 
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○南アルプス市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正案 現行 

(育児休業をしている職員の期末手当等の支給) (育児休業をしている職員の期末手当等の支給) 
第7条 （略） 第7条 （略） 
2 南アルプス市職員給与条例第20条の4第1項に規定するそ

れぞれの基準日に育児休業をしている職員              
                                                    
                                                   
のうち、基準日以前6箇月以内の期間において勤務した期間

がある職員には、当該基準日に係る勤勉手当を支給する。 

2 南アルプス市職員給与条例第20条の4第1項に規定するそ

れぞれの基準日に育児休業をしている職員(地方公務員法

(昭和25年法律第261号)第22条の2第1項に規定する会計年

度任用職員(以下「会計年度任用職員」という。)を除く。)
のうち、基準日以前6箇月以内の期間において勤務した期間

がある職員には、当該基準日に係る勤勉手当を支給する。 
(育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調整) (育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調整) 

第8条 育児休業をした職員(地方公務員法(昭和25年法律第2
61号)第22条の2第1項に規定する会計年度任用職員(以下

「会計年度任用職員」という。)を除く。)が職務に復帰し

た場合において、部内の他の職員との権衡上必要があると

認められるときは、当該育児休業をした期間を100分の100
以下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務した

ものとみなして、規則の定めるところにより、号給を調整

する。 

第8条 育児休業をした職員(会計年度任用職員            
                                                    
                           を除く。)が職務に復帰した

場合において、部内の他の職員との権衡上必要があると認

められるときは、当該育児休業をした期間を100分の100以
下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務したも

のとみなして、規則の定めるところにより、号給を調整す

る。 
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 議案第６号 
   南アルプスインターチェンジ周辺開発南アルプス１２ｈａ整備事業区域にお

ける固定資産税の免除に関する条例の一部改正について 
 

 南アルプスインターチェンジ周辺開発南アルプス１２ｈａ整備事業区域における

固定資産税の免除に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 
  令和６年２月２２日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプスインターチェンジ周辺開発南アルプス１２ｈａ整備事業区域にお

ける固定資産税の免除に関する条例の一部を改正する条例 
 
南アルプスインターチェンジ周辺開発南アルプス１２ｈａ整備事業区域におけ

る固定資産税の免除に関する条例（平成２９年南アルプス市条例第２８号）の一部

を次のように改正する。 
 
第２条中「区域内において」の次に「、本事業の参入事業者が開業までに取得、

建築又は導入した」を、「土地」の次に「、家屋及び償却資産（以下「固定資産」と

いう。）」を加える。 
第３条中「土地」を「固定資産」に、「平成３０年度から令和５年度までの６年

度分」を「これを最初に課すべきこととなる年度以後３年度分に限り」に改める。 
第４条第１号中「課税免除」を「固定資産が土地の場合にあっては、課税免除」

に改め、同条第２号中「前号」を「前２号」に改め、同号を同条第３号とし、同条

第１号の次に次の１号を加える。 
（２）固定資産が家屋又は償却資産の場合にあっては、課税免除の対象となる家屋

又は償却資産の取得年月日、取得価格の明細及びこれらを当該事業の用に供し

た日 
 
 

附 則 
 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
 
 
提案理由 
南アルプスインターチェンジ周辺開発南アルプス１２ｈａ整備事業の参入事業

-33-



者に対して課すべき当該事業の区域内に係る固定資産税について、課税免除を実施

したいため、本条例を改正したいので、この案を提出するものである。 
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〇南アルプスインターチェンジ周辺開発南アルプス12ha整備事業区域における固定資産税の免除に関する条例の一部を改正

する条例新旧対照表 

改正案 現行 

(適用範囲) (適用範囲) 
第2条 この条例は、規則で定める区域内において、本事業の

参入事業者が開業までに取得、建築又は導入した本事業の

用に供する土地、家屋及び償却資産(以下「固定資産」とい

う。)に対して適用する。 

第2条 この条例は、規則で定める区域内において          
                                            本事業の

用に供する土地                                      
      に対して適用する。 

(課税免除の期間) (課税免除の期間) 
第3条 市長は、前条に規定する固定資産に対して課する固定

資産税について、これを最初に課すべきこととなる年度以

後3年度分に限り免除するものとする。 

第3条 市長は、前条に規定する土地    に対して課する固定

資産税について、平成30年度から令和5年度までの6年度分

               免除するものとする。 
(課税免除の申請) (課税免除の申請) 

第4条 前条の規定による課税免除を受けようとする者は、次

に掲げる事項を記載した固定資産税免除申請書を市長に提

出しなければならない。 

第4条 前条の規定による課税免除を受けようとする者は、次

に掲げる事項を記載した固定資産税免除申請書を市長に提

出しなければならない。 
(1) 固定資産が土地の場合にあっては、課税免除の対象と

なる土地の面積及び評価額の明細 
(1) 課税免除                                の対象

となる土地の面積及び評価額の明細 
(2) 固定資産が家屋又は償却資産の場合にあっては、課税

免除の対象となる家屋又は償却資産の取得年月日、取得
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価格の明細及びこれらを当該事業の用に供した日 
(3) 前2号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 (2) 前号 に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 
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 議案第７号 
   南アルプス市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部改正

について 
 

 南アルプス市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改正す

る条例を次のように定める。 
  令和６年２月２２日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプス市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改

正する条例 
 
南アルプス市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例（平成１５年南

アルプス市条例第２２６号）の一部を次のように改正する。 
 
第２条中「８００人」を「７３１人」に改める。 
第１６条第２項中「別に定める」を「山梨県市町村総合事務組合消防団員退職報

奨金条例（昭和５３年山梨県市町村総合事務組合条例第２号）の定めるところによ

る」に改める。 
 
 

附 則 
 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
 
 
提案理由  
地域の実情に合わせて、消防団員の定数の適正化を図る必要があることから、消

防組織法（昭和２２年法律第２２６号）第１９条第２項の規定により本条例を改正

したいので、この案を提出するものである。 
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○南アルプス市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正案 現行 

(定員) (定員) 
第2条 団員の定数は、731人とする。 第2条 団員の定数は、800人とする。 

(退職報償金) (退職報償金) 
第16条 （略） 第16条 （略） 
2 退職報償金の額及び支給方法については、山梨県市町村総

合事務組合消防団員退職報奨金条例(昭和53年山梨県市町

村総合事務組合条例第2号)の定めるところによる。 

2 退職報償金の額及び支給方法については、別に定める    
                                                    
                                            。 
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 議案第８号 
   南アルプス市介護保険条例の一部改正について 

 
 南アルプス市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 
  令和６年２月２２日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプス市介護保険条例の一部を改正する条例 
 
南アルプス市介護保険条例（平成１５年南アルプス市条例第１４５号）の一部を

次のように改正する。 
 
第４条第１項中「令和３年度」を「令和６年度」に、「令和５年度」を「令和８

年度」に改め、同項第１号中「３５，４００円」を「３０，８４９円」に改め、同

項第２号中「５３，１００円」を「４６，４４３円」に改め、同項第３号中「５３，

１００円」を「４６，７８２円」に改め、同項第４号中「６３，７２０円」を「６

１，０２０円」に改め、同項第５号中「７０，８００円」を「６７，８００円」に

改め、同項第６号中「８４，９６０円」を「８１，３６０円」に改め、同号イ中「又

は」を「、」に改め、「第１０号イ」の次に「、第１１号イ又は第１２号イ」を加え、

同項第７号中「９２，０４０円」を「８８，１４０円」に改め、同号イ中「又は」

を「、」に改め、「第１０号イ」の次に「、第１１号イ又は第１２号イ」を加え、同

項第８号中「１０６，２００円」を「１０１，７００円」に改め、同号イ中「又は」

を「、」に改め、「第１０号イ」の次に「、第１１号イ又は第１２号イ」を加え、同

項第９号中「１２０，３６０円」を「１１５，２６０円」に改め、同号ア中「４，

０００，０００円」を「４，２００，０００円」に改め、同号イ中「又は」を「、」

に改め、「次号イ」の次に「、第１１号イ又は第１２号イ」を加え、同項第１０号中

「１２３，９００円」を「１２８，８２０円」に改め、同号ア中「４，０００，０

００円」を「４，２００，０００円」に、「５，０００，０００円」を「５，２００，

０００円」に改め、同号イ中「部分を除く。）」の次に「、次号イ又は第１２号イ」

を加え、同項第１１号中「１３６，６４４円」を「１６２，７２０円」に改め、同

号を同項第１３号とし、同項第１０号の次に次の２号を加える。 
（１１）次のいずれかに該当する者 １４２，３８０円 

ア 合計所得金額が５，２００，０００円以上６，２００，０００円未満であ

り、かつ、前各号のいずれにも該当しない者 
イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分によ
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る割合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条

第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）又は次号イに該当する者を除く。） 
（１２）次のいずれかに該当する者 １５５，９４０円 

ア 合計所得金額が６，２００，０００円以上７，２００，０００円未満であ

り、かつ、前各号のいずれにも該当しない者 
イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分によ

る割合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条

第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）に該当する者を除く。） 
第４条第２項中「令和３年度」を「令和６年度」に、「令和５年度」を「令和８

年度」に、「２１，２４０円」を「１９，３２３円」に改め、同条第３項中「令和３

年度」を「令和６年度」に、「令和５年度」を「令和８年度」に、「２１，２４０円」

を「１９，３２３円」に、「３５，４００円」を「３２，８８３円」に改め、同条第

４項中「令和３年度」を「令和６年度」に、「令和５年度」を「令和８年度」に、「２

１，２４０円」を「１９，３２３円」に、「４９，５６０円」を「４６，４４３円」

に改める。 
第１１条第１項に次の１号を加える。 

（５）第１号被保険者が、刑事施設、労役場その他これらに準ずる施設に拘禁され

たこと。 
第１１条第２項に次のただし書を加える。 
ただし、災害その他特別な事情により、当該期日までに申請書を提出すること

が著しく困難であると市長が認める場合は、この限りでない。 
 
 

附 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
 （経過措置） 
２ この条例による改正後の南アルプス市介護保険条例第４条の規定は、令和６年

度以後の年度分の保険料について適用し、令和５年度分までの保険料については、

なお従前の例による。 
 
提案理由  
介護保険法施行令の一部を改正する政令（令和６年政令第１３号）の施行に伴い、

第９期南アルプス市介護保険事業計画における第１号被保険者の所得段階並びに介

護保険料の改定及び減免に関し必要な事項を定めるため、本条例を改正したいので、
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この案を提出するものである。 
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〇南アルプス市介護保険条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正案 現行 

(保険料率) (保険料率) 
第4条 令和6年度から令和8年度までの各年度における保険

料率は、次の各号に掲げる第1号被保険者の区分に応じ、当

該各号に定める額とする。 

第4条 令和3年度から令和5年度までの各年度における保険

料率は、次の各号に掲げる第1号被保険者の区分に応じ、当

該各号に定める額とする。 
(1) 介護保険法施行令(平成10年政令第412号。以下「令」

という。)第39条第1項第1号に掲げる者 30,849円 
(1) 介護保険法施行令(平成10年政令第412号。以下「令」

という。)第39条第1項第1号に掲げる者 35,400円 
(2) 令第39条第1項第2号に掲げる者 46,443円 (2) 令第39条第1項第2号に掲げる者 53,100円 
(3) 令第39条第1項第3号に掲げる者 46,782円 (3) 令第39条第1項第3号に掲げる者 53,100円 
(4) 令第39条第1項第4号に掲げる者 61,020円 (4) 令第39条第1項第4号に掲げる者 63,720円 
(5) 令第39条第1項第5号に掲げる者 67,800円 (5) 令第39条第1項第5号に掲げる者 70,800円 
(6) 次のいずれかに該当する者 81,360円 (6) 次のいずれかに該当する者 84,960円 
ア 地方税法(昭和25年法律第226号)第292条第1項第13
号に規定する合計所得金額(以下「合計所得金額」とい

う。)(租税特別措置法(昭和32年法律第26号)第33条の4
第1項若しくは第2項、第34条第1項、第34条の2第1項、

第34条の3第1項、第35条第1項、第35条の2第1項、第

35条の3第1項又は第36条の規定の適用がある場合に

は、当該合計所得金額から令第22条の2第2項に規定す

る特別控除額を控除して得た額とし、当該合計所得金

ア 地方税法(昭和25年法律第226号)第292条第1項第13
号に規定する合計所得金額(以下「合計所得金額」とい

う。)(租税特別措置法(昭和32年法律第26号)第33条の4
第1項若しくは第2項、第34条第1項、第34条の2第1項、

第34条の3第1項、第35条第1項、第35条の2第1項、第

35条の3第1項又は第36条の規定の適用がある場合に

は、当該合計所得金額から令第22条の2第2項に規定す

る特別控除額を控除して得た額とし、当該合計所得金
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額が零を下回る場合には、零とする。以下この項にお

いて同じ。)が1,200,000円未満であり、かつ、前各号

のいずれにも該当しない者 

額が零を下回る場合には、零とする。以下この項にお

いて同じ。)が1,200,000円未満であり、かつ、前各号

のいずれにも該当しない者 
イ 生活保護法(昭和25年法律第144号)第6条第2項に規

定する要保護者(以下「要保護者」という。)であって、

その者が課される保険料額についてこの号の区分によ

る割合を適用されたならば保護を必要としない状態と

なるもの(令第39条第1項第1号イ((1)に係る部分を除

く。)、次号イ、第8号イ、第9号イ、  第10号イ、第1
1号イ又は第12号イに該当する者を除く。) 

イ 生活保護法(昭和25年法律第144号)第6条第2項に規

定する要保護者(以下「要保護者」という。)であって、

その者が課される保険料額についてこの号の区分によ

る割合を適用されたならば保護を必要としない状態と

なるもの(令第39条第1項第1号イ((1)に係る部分を除

く。)、次号イ、第8号イ、第9号イ又は第10号イ      
                に該当する者を除く。) 

(7) 次のいずれかに該当する者 88,140円 (7) 次のいずれかに該当する者 92,040円 
ア 合計所得金額が1,200,000円以上2,100,000円未満で

あり、かつ、前各号のいずれにも該当しない者 
ア 合計所得金額が1,200,000円以上2,100,000円未満で

あり、かつ、前各号のいずれにも該当しない者 
イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につ

いてこの号の区分による割合を適用されたならば保護

を必要としない状態となるもの(令第39条第1項第1号
イ((1)に係る部分を除く。)、次号イ、第9号イ、  第1
0号イ、第11号イ又は第12号イに該当する者を除く。) 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につ

いてこの号の区分による割合を適用されたならば保護

を必要としない状態となるもの(令第39条第1項第1号
イ((1)に係る部分を除く。)、次号イ、第9号イ又は第1
0号イ                      に該当する者を除く。) 

(8) 次のいずれかに該当する者 101,700円 (8) 次のいずれかに該当する者 106,200円 
ア 合計所得金額が2,100,000円以上3,200,000円未満で

あり、かつ、前各号のいずれにも該当しない者 
ア 合計所得金額が2,100,000円以上3,200,000円未満で

あり、かつ、前各号のいずれにも該当しない者 
イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につ イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につ
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いてこの号の区分による割合を適用されたならば保護

を必要としない状態となるもの(令第39条第1項第1号
イ((1)に係る部分を除く。)、次号イ、  第10号イ、第1
1号イ又は第12号イに該当する者を除く。) 

いてこの号の区分による割合を適用されたならば保護

を必要としない状態となるもの(令第39条第1項第1号
イ((1)に係る部分を除く。)、次号イ又は第10号イ     
                 に該当する者を除く。) 

(9) 次のいずれかに該当する者 115,260円 (9) 次のいずれかに該当する者 120,360円 
ア 合計所得金額が3,200,000円以上4,200,000円未満で

あり、かつ、前各号のいずれにも該当しない者 
ア 合計所得金額が3,200,000円以上4,000,000円未満で

あり、かつ、前各号のいずれにも該当しない者 
イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につ

いて、この号の区分による割合を適用されたならば保

護を必要としない状態となるもの(令第39条第1項第1
号イ((1)に係る部分を除く。)、  次号イ、第11号イ又

は第12号イに該当する者を除く。) 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につ

いて、この号の区分による割合を適用されたならば保

護を必要としない状態となるもの(令第39条第1項第1
号イ((1)に係る部分を除く。)又は次号イ             
         に該当する者を除く。) 

(10) 次のいずれかに該当する者 128,820円 (10) 次のいずれかに該当する者 123,900円 
ア 合計所得金額が4,200,000円以上5,200,000円未満で

あり、かつ、前各号のいずれにも該当しない者 
ア 合計所得金額が4,000,000円以上5,000,000円未満で

あり、かつ、前各号のいずれにも該当しない者 
イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につ

いてこの号の区分による割合を適用されたならば保護

を必要としない状態となるもの(令第39条第1項第1号
イ((1)に係る部分を除く。)、次号イ又は第12号イに該

当する者を除く。) 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につ

いてこの号の区分による割合を適用されたならば保護

を必要としない状態となるもの(令第39条第1項第1号
イ((1)に係る部分を除く。)                    に該

当する者を除く。) 
(11) 次のいずれかに該当する者 142,380円 
ア 合計所得金額が5,200,000円以上6,200,000円未満で
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あり、かつ、前各号のいずれにも該当しない者 
イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につ

いてこの号の区分による割合を適用されたならば保護

を必要としない状態となるもの(令第39条第1項第1号
イ((1)に係る部分を除く。)又は次号イに該当する者を

除く。) 
(12) 次のいずれかに該当する者 155,940円 
ア 合計所得金額が6,200,000円以上7,200,000円未満で

あり、かつ、前各号のいずれにも該当しない者 
イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につ

いてこの号の区分による割合を適用されたならば保護

を必要としない状態となるもの(令第39条第1項第1号
イ((1)に係る部分を除く。)に該当する者を除く。) 

 

(13) 前各号のいずれにも該当しない者 162,720円 (11) 前各号のいずれにも該当しない者 136,644円 
2 前項第1号に掲げる第1号被保険者についての保険料の減

額賦課に係る令和6年度から令和8年度までの各年度にお

ける保険料率は、同号の規定にかかわらず、19,323円とす

る。 

2 前項第1号に掲げる第1号被保険者についての保険料の減

額賦課に係る令和3年度から令和5年度までの各年度にお

ける保険料率は、同号の規定にかかわらず、21,240円とす

る。 
3 前項の規定は、第1項第2号に掲げる第1号被保険者につい

ての保険料の減額賦課に係る令和6年度から令和8年度ま

での各年度における保険料率について準用する。この場合

において、前項中「19,323円」とあるのは、「32,883円」

3 前項の規定は、第1項第2号に掲げる第1号被保険者につい

ての保険料の減額賦課に係る令和3年度から令和5年度ま

での各年度における保険料率について準用する。この場合

において、前項中「21,240円」とあるのは、「35,400円」
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と読み替えるものとする。 と読み替えるものとする。 
4 第2項の規定は、第1項第3号に掲げる第1号被保険者につ

いての保険料の減額賦課に係る令和6年度から令和8年度

までの各年度における保険料率について準用する。この場

合において、第2項中「19,323円」とあるのは、「46,443
円」と読み替えるものとする。 

4 第2項の規定は、第1項第3号に掲げる第1号被保険者につ

いての保険料の減額賦課に係る令和3年度から令和5年度

までの各年度における保険料率について準用する。この場

合において、第2項中「21,240円」とあるのは、「49,560
円」と読み替えるものとする。 

(保険料の減免) (保険料の減免) 
第11条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者のうち必

要があると認められる者に対し、保険料を減免する。 
第11条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者のうち必

要があると認められる者に対し、保険料を減免する。 
(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 
(5) 第1号被保険者が、刑事施設、労役場その他これらに

準ずる施設に拘禁されたこと。 
 

2 前項の規定により保険料の減免を受けようとする者は、普

通徴収の方法により保険料を徴収されている者については

納期限前7日までに、特別徴収の方法により保険料を徴収さ

れている者については特別徴収対象年金給付の支払に係る

月の前前月の15日までに、次に掲げる事項を記載した申請

書に減免を受けようとする理由を証明する書類を添付し

て、市長に提出しなければならない。ただし、災害その他

特別な事情により、当該期日までに申請書を提出すること

が著しく困難であると市長が認める場合は、この限りでな

い。 

2 前項の規定により保険料の減免を受けようとする者は、普

通徴収の方法により保険料を徴収されている者については

納期限前7日までに、特別徴収の方法により保険料を徴収さ

れている者については特別徴収対象年金給付の支払に係る

月の前前月の15日までに、次に掲げる事項を記載した申請

書に減免を受けようとする理由を証明する書類を添付し

て、市長に提出しなければならない。                   
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(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 
3 （略） 3 （略） 
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 議案第９号 
   南アルプス市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する

基準を定める条例の一部改正について 
 

 南アルプス市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例を次のように定める。 
  令和６年２月２２日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプス市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例 
 
南アルプス市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準

を定める条例（平成２５年南アルプス市条例第２号）の一部を次のように改正する。 
 
第６条第５項第５号中「第６５条」を「第６５条第１項」に改め、同項中第１１

号を削り、第１２号を第１１号とし、同条第６項ただし書中「当該」の次に「指定」

を加え、「施設」を「敷地」に改める。 
第７条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 
第９条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ず

る方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒

体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識すること

ができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供され

るものをいう。第２０４条第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改め

る。 
第２４条中第９号を第１１号とし、第８号を第１０号とし、第７号の次に次の２

号を加える。 
（８）指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、当該利用者又

は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、

身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）

を行ってはならない。 
（９）前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 
第３４条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項」

という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、「同項」
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を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 
３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、原則として、重要事項をウ

ェブサイトに掲載しなければならない。 
第４２条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第７号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第８号とし、同項第６号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第７号とし、同項第５号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号

の次に次の１号を加える。 
（５）第２４条第９号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 
第４７条第３項ただし書中「当該夜間対応型訪問介護事業所」を「当該指定夜間

対応型訪問介護事業所」に改め、同条第４項中第１１号を削り、第１２号を第１１

号とし、同条第５項ただし書及び第６項中「当該夜間対応型訪問介護事業所」を「当

該指定夜間対応型訪問介護事業所」に改める。 
第４８条ただし書中「同一敷地内の」を削る。 
第５１条中第７号を第９号とし、第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第

４号の次に次の２号を加える。 
（５）指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等

の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を

行ってはならない。 
（６）前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 
第５８条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第５号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号

の次に次の１号を加える。 
（３）第５１条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 
第５９条の４ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 
第５９条の９中第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第４号の次に次の２

号を加える。 
（５）指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等

の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を

行ってはならない。 
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（６）前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 
第５９条の１９第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項

第６号を同項第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、

同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、

同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、

同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 
（３）第５９条の９第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 
第５９条の２０の３中「同項第３号」を「同項第４号」に、「同項第４号」を「同

項第５号」に改める。 
第５９条の２４第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 
第５９条の３０中第５号を第７号とし、第４号を第６号とし、第３号を第５号と

し、第２号の次に次の２号を加える。 
（３）指定療養通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命

又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行って

はならない。 
（４）前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 
第５９条の３７第２項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項

第７号を同項第８号とし、同項第６号中「に規定する」を「の規定による」に改め、

同号を同項第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、

同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、

同号を同項第５号とし、同項第３号の次に次の１号を加える。 
（４）第５９条の３０第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 
第６２条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 
第６５条第２項中「若しくは指定介護療養型医療施設」を「若しくは健康保険法

等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）第２６条の規定による改正前

の法第４８条第１項第３号に規定する指定介護療養型医療施設」に改める。 
第６６条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 
第７０条中第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第４号の次に次の２号を

加える。 
（５）指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等
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を行ってはならない。 
（６）前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 
第７９条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第６号

を同項第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号

を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号

を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号

を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 
（３）第７０条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 
第８２条第６項の表中「、指定介護療養型医療施設（医療法（昭和２３年法律第

２０５号）第７条第２項第４号に規定する療養病床を有する診療所であるものに限

る。）」を削る。 
第８３条第１項ただし書中「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に併設する

前条第６項の表の当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等の

いずれかが併設されている場合の項の中欄に掲げる施設等の職務若しくは同一敷地

内の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務（当該指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業者が、指定夜間対応型訪問介護事業者、指定訪問介護事

業者又は指定訪問看護事業者の指定を併せて受け、一体的な運営を行っている場合

には、これらの事業に係る職務を含む。）若しくは法第１１５条の４５第１項に規定

する介護予防・日常生活支援総合事業（同項第１号ニに規定する第１号介護予防支

援事業を除く。）」を「他の事業所、施設等の職務」に改め、同条第３項中「第１１

２条」の次に「、第１９２条第３項」を加える。 
第９２条第５号中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体

的拘束等」という。）」を「身体的拘束等」に改め、同条中第８号を第９号とし、第

７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。 
（７）指定小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、

次に掲げる措置を講じなければならない。 
ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等

を活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとと

もに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 
イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 
ウ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定

期的に実施すること。 
第１０６条の次に次の１条を加える。 
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（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方

策を検討するための委員会の設置） 
第１０６条の２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定小規模多機能型

居宅介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性

の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所

における利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資

する方策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができ

るものとする。）を定期的に開催しなければならない。 
第１０７条第２項第３号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規定によ

る」に改める。 
第１１１条第１項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは併設する指定

小規模多機能型居宅介護事業所若しくは指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」

を削る。 
第１２１条ただし書中「これらの事業所、施設等が同一敷地内にあること等によ

り」を削る。 
第１２５条中第３項を第８項とし、第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項

を加える。 
２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療機関を

定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるように努め

なければならない。 
（１）利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う

体制を、常時確保していること。 
（２）当該指定認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあった場合に

おいて診療を行う体制を、常時確保していること。 
３ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療機関との

間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関

の名称等を、市長に届け出なければならない。 
４ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の患者に対

する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する

第２種協定指定医療機関（以下「第２種協定指定医療機関」という。）との間で、

新興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に

規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。以下同じ。）の

発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 
５ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第２種協定指定医療

機関である場合においては、当該第２種協定指定医療機関との間で、新興感染症
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の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 
６ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他の医療

機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場合にお

いては、再び当該指定認知症対応型共同生活介護事業所に速やかに入居させるこ

とができるように努めなければならない。 
第１２７条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定によ

る」に改める。 
第１２８条中「及び第１０４条」を「、第１０４条及び第１０６条の２」に改め

る。 
第１３０条第７項中第２号を削り、第３号を第２号とし、同条に次の１項を加え

る。 
１１ 次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第１項第２号アの規定の

適用については、当該規定中「１」とあるのは、「０．９」とする。 
（１）第１４９条において準用する第１０６条の２に規定する委員会において、利

用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るための

取組に関する次に掲げる事項について必要な検討を行い、及び当該事項の実施

を定期的に確認していること。 
ア 利用者の安全及びケアの質の確保 
イ 地域密着型特定施設従業者の負担軽減及び勤務状況への配慮 
ウ 緊急時の体制整備 
エ 業務の効率化、介護サービスの質の向上等に資する機器（次号において「介

護機器」という。）の定期的な点検 
オ 地域密着型特定施設従業者に対する研修 

（２）介護機器を複数種類活用していること。 
（３） 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るため、

地域密着型特定施設従業者間の適切な役割分担を行っていること。 
（４）利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図る取組

による介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われていると認めら

れること。 
第１３１条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 
第１４７条中第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加える。 

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医

療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるよ

うに努めなければならない。 
（１）利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う
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体制を、常時確保していること。 
（２）当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者からの診療の求めがあっ

た場合において診療を行う体制を、常時確保していること。 
３ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療

機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力

医療機関の名称等を、市長に届け出なければならない。 
４ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、第２種協定指定医療機関と

の間で、新興感染症の発生時等の対応を取り決めるよう努めなければならない。 
５ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、協力医療機関が第２種協定

指定医療機関である場合においては、当該第２種協定指定医療機関との間で、新

興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 
６ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その

他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった

場合においては、再び当該指定地域密着型特定施設に速やかに入居させることが

できるように努めなければならない。 
第１４８条第２項第２号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規定によ

る」に改める。 
第１４９条中「及び第９９条」を「、第９９条及び第１０６条の２」に改める。 
第１５１条に見出しとして「（従業員の員数）」を付し、同条第８項第３号中「若

しくは」を「又は」に改め、「又は介護支援専門員（指定介護療養型医療施設の場合

に限る。）」を削る。 
第１５２条に見出しとして「（設備）」を付し、同条第１項第６号中「医療法」の

次に「（昭和２３年法律第２０５号）」を加える。 
第１６５条の２中「医師」の次に「及び協力医療機関の協力を得て、当該医師及

び当該協力医療機関」を加え、同条に次の１項を加える。 
２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、前項の医師及び協力医療機関の協力を得

て、１年に１回以上、緊急時等における対応方法の見直しを行い、必要に応じて

緊急時等における対応方法の変更を行わなければならない。 
第１６６条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 
第１６７条第５号中「に規定する」を「の規定による」に、「を記録する」を「の

記録を行う」に改め、同条第６号中「に規定する」を「の規定による」に、「を記録

する」を「の記録を行う」に改め、同条第７号中「に規定する」を「の規定による」

に、「記録する」を「の記録を行う」に改める。 
第１７２条の見出し中「協力病院等」を「協力医療機関等」に改め、同条第１項

中「入院治療を必要とする入所者のために」を「入所者の病状の急変等に備えるた
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め」に、「協力病院」を「次の各号に掲げる要件を満たす協力医療機関（第３号の要

件を満たす協力医療機関にあっては、病院に限る。）」に改め、同項に次のただし書

を加える。 
ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該各号の要

件を満たすこととしても差し支えない。 
第１７２条第１項に次の各号を加える。 

（１）入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う

体制を、常時確保していること。 
（２）当該指定地域密着型介護老人福祉施設からの診療の求めがあった場合におい

て診療を行う体制を、常時確保していること。 
（３）入所者の病状が急変した場合等において、当該指定地域密着型介護老人福祉

施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要

すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保している

こと。 
第１７２条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、１年に１回以上、協力医療機関との間で、

入所者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称

等を、市長に届け出なければならない。 
３ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、第２種協定指定医療機関との間で、新興

感染症の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 
４ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、協力医療機関が第２種協定指定医療機関

である場合においては、当該第２種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発

生時等の対応について協議を行わなければならない。 
５ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者が協力医療機関その他の医療機関

に入院した後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合において

は、再び当該指定地域密着型介護老人福祉施設に速やかに入所させることができ

るように努めなければならない。 
第１７６条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定によ

る」に改める。 
第１７７条中「及び第５９条の１７第１項から第４項まで」を「、第５９条の１

７第１項から第４項まで及び第１０６条の２」に改める。 
第１８７条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、ユニット型施設の管

理等に係る研修を受講するよう努めなければならない。 
第１８９条中「第５９条の１７第１項から第４項まで」の次に「、第１０６条の
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２」を加える。 
第１９１条第１項中「指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成２５年南アルプス市条例第３

号）」を「指定地域密着型介護予防サービス基準条例」に改め、同条第７項中第４号

を削り、第５号を第４号とする。 
第１９２条第１項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは当該指定看護

小規模多機能型居宅介護事業所に併設する前条第７項各号に掲げる施設等」を削る。 
第１９７条第１号中「療養上の管理の下で」を「当該利用者の居宅において、又

はサービスの拠点に通わせ、若しくは短期間宿泊させ、日常生活上の世話及び機能

訓練並びに療養上の世話又は必要な診療の補助を」に改め、同条中第１１号を第１

２号とし、第７号から第１０号までを１号ずつ繰り下げ、第６号の次に次の１号を

加える。 
（７）指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るた

め、次に掲げる措置を講じなければならない。 
ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等

を活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとと

もに、その結果について、看護小規模多機能型居宅介護従業者に周知徹底を

図ること。 
イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 
ウ 看護小規模多機能型居宅介護従事者に対し、身体的拘束等の適正化のため

の研修を定期的に実施すること。 
第２０１条第２項各号列記以外の部分中「次」の次に「の各号」を加え、同項第

３号及び第６号から第９号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改め

る。 
第２０２条中「第５９条の１６、第５９条の１７」を「第５９条の１５から第５

９条の１７まで」に、「及び第１０６条」を「、第１０６条及び第１０６条の２」に

改める。 
第２０４条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用

に供されるものをいう。）」を削る。 
附則第３条中「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基

準（平成１８年厚生労働省令第３４号）」を「指定地域密着型サービス省令」に改め

る。 
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附 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
 （重要事項の掲示に係る経過措置） 
２ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間は、改正後の南アルプス

市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条

例（以下「新地域密着型サービス基準条例」という。）第３４条第３項（新地域

密着型サービス基準条例第５９条、第５９条の２０、第５９条の２０の３、第５

９条の３８、第８０条、第１０８条、第１２８条、第１４９条、第１７７条、第

１８９条及び第２０２条において準用する場合を含む。）の規定の適用について

は、同項中「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、原則として、重

要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは「削除」とする。 
 （身体的拘束等の適正化に係る経過措置） 
３ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間は、新地域密着型サービ

ス基準条例第９２条第７号及び第１９７条第７号の規定の適用については、これ

らの規定中「講じなければ」とあるのは、「講じるよう努めなければ」とする。 
 （利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策

を検討するための委員会の設置に係る経過措置） 
４ この条例の施行の日から令和９年３月３１日までの間は、新地域密着型サービ

ス基準条例第１０６条の２（新地域密着型サービス基準条例第１２８条、第１４

９条、第１７７条、第１８９条、第２０２条において準用する場合を含む。）の

規定の適用については、同条の規定中「しなければ」とあるのは、「するよう努

めなければ」とする。 
 （協力医療機関との連携に関する経過措置） 
５ この条例の施行の日から令和９年３月３１日までの間は、新地域密着型サービ

ス基準条例第１７２条第１項（新地域密着型サービス基準条例第１８９条におい

て準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項の規定中「定めておか

なければ」とあるのは、「定めておくよう努めなければ」とする。 
 
 
提案理由  
指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年

厚生労働省令第３４号）の一部改正に伴い、同基準の規定に基づく本条例を改正し

たいので、この案を提出するものである。 
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〇南アルプス市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例新旧対

照表 

改正案 現行 

(定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の員数) (定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の員数) 
第6条 （略） 第6条 （略） 
2～4 （略） 2～4 （略） 
5 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の同一敷地

内に次に掲げるいずれかの施設等がある場合において、当

該施設等の入所者等の処遇に支障がない場合は、前項本文

の規定にかかわらず、当該施設等の職員をオペレーターと

して充てることができる。 

5 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の同一敷地

内に次に掲げるいずれかの施設等がある場合において、当

該施設等の入所者等の処遇に支障がない場合は、前項本文

の規定にかかわらず、当該施設等の職員をオペレーターと

して充てることができる。 
(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 
(5) 指定認知症対応型共同生活介護事業所(第110条第1項
に規定する指定認知症対応型共同生活介護事業所をい

う。第47条第4項第5号、第64条第1項、第65条第1項、

第82条第6項、第83条第3項及び第84条において同じ。) 

(5) 指定認知症対応型共同生活介護事業所(第110条第1項
に規定する指定認知症対応型共同生活介護事業所をい

う。第47条第4項第5号、第64条第1項、第65条     、第

82条第6項、第83条第3項及び第84条において同じ。) 
(6)～(10) （略） (6)～(10) （略） 

 (11) 健康保険法等の一部を改正する法律(平成18年法律

第83号)附則第130条の2第1項の規定によりなおその効

力を有するものとされた同法第26条の規定による改正
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前の介護保険法(以下「平成18年旧介護保険法」という。)
第48条第1項第3号に規定する指定介護療養型医療施設

(以下「指定介護療養型医療施設」という。) 
(11) （略） (12) （略） 

6 随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、専ら当該随時訪

問サービスの提供に当たる者でなければならない。ただし、

利用者の処遇に支障がない場合は、当該指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業所の定期巡回サービス又は同一

敷地内にある指定訪問介護事業所若しくは指定夜間対応型

訪問介護事業所の職務に従事することができる。 

6 随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、専ら当該随時訪

問サービスの提供に当たる者でなければならない。ただし、

利用者の処遇に支障がない場合は、当該    定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業所の定期巡回サービス又は同一

施設内にある指定訪問介護事業所若しくは指定夜間対応型

訪問介護事業所の職務に従事することができる。 
7～12 （略） 7～12 （略） 

(管理者) (管理者) 
第7条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所ごとに専らそ

の職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。

ただし、当該管理者は、指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所の他の職務に従事し、

又は                他の事業所、施設等の職務に従事す

ることができるものとする。 

第7条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所ごとに専らそ

の職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。

ただし、当該管理者は、指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所の他の職務に従事し、

又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事す

ることができるものとする。 
(内容及び手続の説明及び同意) (内容及び手続の説明及び同意) 

第9条 （略） 第9条 （略） 

-59-



2 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利用

申込者又はその家族からの申出があった場合には、前項の

規定による文書の交付に代えて、第5項で定めるところに

より、当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文

書に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用する方法

その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げ

るもの(以下この条において「電磁的方法」という。)によ

り提供することができる。この場合において、当該指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、当該文書を交

付したものとみなす。 

2 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利用

申込者又はその家族からの申出があった場合には、前項の

規定による文書の交付に代えて、第5項で定めるところに

より、当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文

書に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用する方法

その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げ

るもの(以下この条において「電磁的方法」という。)によ

り提供することができる。この場合において、当該指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、当該文書を交

付したものとみなす。 
(1) （略） (1) （略） 
(2) 電磁的記録媒体(電磁的記録(電子的方式、磁気的方式

その他人の知覚によっては認識することができない方式

で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の

用に供されるものをいう。第204条第1項において同じ。)
に係る記録媒体をいう。)をもって調製するファイルに前

項に規定する重要事項を記録したものを交付する方法 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準

ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことが

できる物                                          
                                                  
                        をもって調製するファイルに

前項に規定する重要事項を記録したものを交付する方法 
3～6 （略） 3～6 （略） 
(指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の具体的取扱方

針) 
(指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の具体的取扱方

針) 
第24条 定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の行う指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の方針は、次に掲げ

第24条 定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の行う指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の方針は、次に掲げ
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るところによるものとする。 るところによるものとする。 
(1)～(7) （略） (1)～(7) （略） 
(8) 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当た

っては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を

保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束

その他利用者の行動を制限する行為(以下「身体的拘束

等」という。)を行ってはならない。 

 

(9) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由を記録しなければならない。 

 

(10) （略） (8) （略） 
(11) （略） (9) （略） 
(掲示) (掲示) 

第34条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の見やすい

場所に、運営規程の概要、定期巡回・随時対応型訪問介護

看護従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの

選択に資すると認められる重要事項(以下この条において

単に「重要事項」という。)を掲示しなければならない。 

第34条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の見やすい

場所に、運営規程の概要、定期巡回・随時対応型訪問介護

看護従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの

選択に資すると認められる重要事項                    
                        を掲示しなければならない。 

2 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、重要事

項          を記載した書面を当該指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業所に備え付け、かつ、これをいつで

2 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、前項に

規定する事項を記載した書面を当該指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業所に備え付け、かつ、これをいつで
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も関係者に自由に閲覧させることにより、前項の規定によ

る掲示に代えることができる。 
も関係者に自由に閲覧させることにより、同項の規定によ

る掲示に代えることができる。 
3 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、原則と

して、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。 
 

(記録の整備) (記録の整備) 
第42条 （略） 第42条 （略） 
2 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利用者

に対する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に

関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から5年間保

存しなければならない。 

2 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利用者

に対する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に

関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から5年間保

存しなければならない。 
(1) （略） (1) （略） 
(2) 第20条第2項の規定による提供した具体的なサービス

の内容等の記録 
(2) 第20条第2項に規定する  提供した具体的なサービス

の内容等の記録 
(3)・(4) （略） (3)・(4) （略） 
(5) 第24条第9号の規定による身体的拘束等の態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由の記録 

 

(6) 第28条の規定による市への通知に係る記録 (5) 第28条に規定する  市への通知に係る記録 
(7) 第38条第2項の規定による苦情の内容等の記録 (6) 第38条第2項に規定する  苦情の内容等の記録 
(8) 第40条第2項の規定による事故の状況及び事故に際し

て採った処置についての記録 
(7) 第40条第2項に規定する  事故の状況及び事故に際し

て採った処置についての記録 
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(訪問介護員等の員数) (訪問介護員等の員数) 
第47条 （略） 第47条 （略） 
2 （略） 2 （略） 
3 オペレーターは専らその職務に従事する者でなければな

らない。ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、当該

指定夜間対応型訪問介護事業所の定期巡回サービス、同一

敷地内の指定訪問介護事業所若しくは指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業所の職務又は利用者以外の者から

の通報を受け付ける業務に従事することができる。 

3 オペレーターは専らその職務に従事する者でなければな

らない。ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、当該

夜間対応型訪問介護事業所    の定期巡回サービス、同一

敷地内の指定訪問介護事業所若しくは指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業所の職務又は利用者以外の者から

の通報を受け付ける業務に従事することができる。 
4 指定夜間対応型訪問介護事業所の同一敷地内に次に掲げ

るいずれかの施設等がある場合において、当該施設等の入

所者等の処遇に支障がない場合は、前項本文の規定にかか

わらず、当該施設等の職員をオペレーターとして充てるこ

とができる。 

4 指定夜間対応型訪問介護事業所の同一敷地内に次に掲げ

るいずれかの施設等がある場合において、当該施設等の入

所者等の処遇に支障がない場合は、前項本文の規定にかか

わらず、当該施設等の職員をオペレーターとして充てるこ

とができる。 
(1)～(10) （略） (1)～(10) （略） 

 (11) 指定介護療養型医療施設 
(11) （略） (12) （略） 

5 随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、専ら当該随時訪

問サービスの提供に当たる者でなければならない。ただし、

利用者の処遇に支障がない場合は、当該指定夜間対応型訪

問介護事業所の定期巡回サービス又は同一敷地内にある指

定訪問介護事業所若しくは指定定期巡回・随時対応型訪問

5 随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、専ら当該随時訪

問サービスの提供に当たる者でなければならない。ただし、

利用者の処遇に支障がない場合は、当該夜間対応型訪問介

護事業所    の定期巡回サービス又は同一敷地内にある指

定訪問介護事業所若しくは指定定期巡回・随時対応型訪問
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介護看護事業所の職務に従事することができる。 介護看護事業所の職務に従事することができる。 
6 当該指定夜間対応型訪問介護事業所の利用者に対するオ

ペレーションセンターサービスの提供に支障がない場合

は、第3項本文及び前項本文の規定にかかわらず、オペレー

ターは、随時訪問サービスに従事することができる。 

6 当該夜間対応型訪問介護事業所    の利用者に対するオ

ペレーションセンターサービスの提供に支障がない場合

は、第3項本文及び前項本文の規定にかかわらず、オペレー

ターは、随時訪問サービスに従事することができる。 
7 （略） 7 （略） 

(管理者) (管理者) 
第48条 指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜間対応型

訪問介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理

者を置かなければならない。ただし、当該管理者は、指定

夜間対応型訪問介護事業所の管理上支障がない場合は、当

該指定夜間対応型訪問介護事業所の他の職務又は        
    他の事業所、施設等(当該指定夜間対応型訪問介護事業

者が、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の指

定を併せて受け、かつ、当該            他の事業所、施

設等と一体的に運営している場合に限る。)の職務に従事す

ることができるものとし、日中のオペレーションセンター

サービスを実施する場合であって、指定訪問介護事業者(居
宅サービス条例第5条第1項に規定する指定訪問介護事業

者をいう。)の指定を併せて受けて、一体的に運営するとき

は、指定訪問介護事業所の職務に従事することができるも

のとする。 

第48条 指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜間対応型

訪問介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理

者を置かなければならない。ただし、当該管理者は、指定

夜間対応型訪問介護事業所の管理上支障がない場合は、当

該指定夜間対応型訪問介護事業所の他の職務又は同一敷地

内の他の事業所、施設等(当該指定夜間対応型訪問介護事業

者が、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の指

定を併せて受け、かつ、当該同一敷地内の他の事業所、施

設等と一体的に運営している場合に限る。)の職務に従事す

ることができるものとし、日中のオペレーションセンター

サービスを実施する場合であって、指定訪問介護事業者(居
宅サービス条例第5条第1項に規定する指定訪問介護事業

者をいう。)の指定を併せて受けて、一体的に運営するとき

は、指定訪問介護事業所の職務に従事することができるも

のとする。 

-64-



(指定夜間対応型訪問介護の具体的取扱方針) (指定夜間対応型訪問介護の具体的取扱方針) 
第51条 夜間対応型訪問介護従業者の行う指定夜間対応型

訪問介護の方針は、次に掲げるところによるものとする。 
第51条 夜間対応型訪問介護従業者の行う指定夜間対応型

訪問介護の方針は、次に掲げるところによるものとする。 
(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 
(5) 指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては、当該利

用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊

急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはな

らない。 

 

(6) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由を記録しなければならない。 

 

(7) （略） (5) （略） 
(8) （略） (6) （略） 
(9) （略） (7) （略） 
(記録の整備) (記録の整備) 

第58条 （略） 第58条 （略） 
2 指定夜間対応型訪問介護事業者は、利用者に対する指定夜

間対応型訪問介護の提供に関する次に掲げる記録を整備

し、その完結の日から5年間保存しなければならない。 

2 指定夜間対応型訪問介護事業者は、利用者に対する指定夜

間対応型訪問介護の提供に関する次に掲げる記録を整備

し、その完結の日から5年間保存しなければならない。 
(1) （略） (1) （略） 
(2) 次条において準用する第20条第2項の規定による提供 (2) 次条において準用する第20条第2項に規定する  提供
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した具体的なサービスの内容等の記録 した具体的なサービスの内容等の記録 
(3) 第51条第6号の規定による身体的拘束等の態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由の記録 

 

(4) 次条において準用する第28条の規定による市への通

知に係る記録 
(3) 次条において準用する第28条に規定する  市への通

知に係る記録 
(5) 次条において準用する第38条第2項の規定による苦情

の内容等の記録 
(4) 次条において準用する第38条第2項に規定する  苦情

の内容等の記録 
(6) 次条において準用する第40条第2項の規定による事故

の状況及び事故に際して採った処置についての記録 
(5) 次条において準用する第40条第2項に規定する  事故

の状況及び事故に際して採った処置についての記録 
(管理者) (管理者) 

第59条の4 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密

着型通所介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の

管理者を置かなければならない。ただし、指定地域密着型

通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定地域

密着型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は         
       他の事業所、施設等の職務に従事することができる

ものとする。 

第59条の4 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密

着型通所介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の

管理者を置かなければならない。ただし、指定地域密着型

通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定地域

密着型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地

内にある他の事業所、施設等の職務に従事することができ

るものとする。 
(指定地域密着型通所介護の具体的取扱方針) (指定地域密着型通所介護の具体的取扱方針) 

第59条の9 指定地域密着型通所介護の方針は、次に掲げる

ところによるものとする。 
第59条の9 指定地域密着型通所介護の方針は、次に掲げる

ところによるものとする。 
(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 
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(5) 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、当該利

用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊

急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはな

らない。 

 

(6) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由を記録しなければならない。 

 

(7) （略） (5) （略） 
(8) （略） (6) （略） 
(記録の整備) (記録の整備) 

第59条の19 （略） 第59条の19 （略） 
2 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地

域密着型通所介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を

整備し、その完結の日から5年間保存しなければならない。 

2 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地

域密着型通所介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を

整備し、その完結の日から5年間保存しなければならない。 
(1) （略） (1) （略） 
(2) 次条において準用する第20条第2項の規定による提供

した具体的なサービスの内容等の記録 
(2) 次条において準用する第20条第2項に規定する  提供

した具体的なサービスの内容等の記録 
(3) 第59条の9第6号の規定による身体的拘束等の態様及

び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを

得ない理由の記録 

 

(4) 次条において準用する第28条の規定による市への通

知に係る記録 
(3) 次条において準用する第28条に規定する  市への通

知に係る記録 
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(5) 次条において準用する第38条第2項の規定による苦情

の内容等の記録 
(4) 次条において準用する第38条第2項に規定する  苦情

の内容等の記録 
(6) 前条第2項の規定による事故の状況及び事故に際して

採った処置についての記録 
(5) 前条第2項に規定する  事故の状況及び事故に際して

採った処置についての記録 
(7) （略） (6) （略） 
(準用) (準用) 

第59条の20の3 第9条から第13条まで、第15条から第18条
まで、第20条、第22条、第28条、第32条の2、第34条から

第38条まで、第40条の2、第41条、第53条及び第59条の2、
第59条の4、第59条の5第4項並びに前節(第59条の20を除

く。)の規定は、共生型地域密着型通所介護の事業について

準用する。この場合において、第9条第1項中「第31条に規

定する運営規程」とあるのは「運営規程(第59条の12に規定

する運営規程をいう。第34条第1項において同じ。)」と、

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは

「共生型地域密着型通所介護の提供に当たる従業者(以下

「共生型地域密着型通所介護従業者」という。)」と、第3
2条の2第2項、第34条第1項並びに第40条の2第1号及び第3
号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とある

のは「共生型地域密着型通所介護従業者」と、第59条の5
第4項中「前項ただし書の場合(指定地域密着型通所介護事

業者が第1項に掲げる設備を利用し、夜間及び深夜に指定地

第59条の20の3 第9条から第13条まで、第15条から第18条
まで、第20条、第22条、第28条、第32条の2、第34条から

第38条まで、第40条の2、第41条、第53条及び第59条の2、
第59条の4、第59条の5第4項並びに前節(第59条の20を除

く。)の規定は、共生型地域密着型通所介護の事業について

準用する。この場合において、第9条第1項中「第31条に規

定する運営規程」とあるのは「運営規程(第59条の12に規定

する運営規程をいう。第34条第1項において同じ。)」と、

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは

「共生型地域密着型通所介護の提供に当たる従業者(以下

「共生型地域密着型通所介護従業者」という。)」と、第3
2条の2第2項、第34条第1項並びに第40条の2第1号及び第3
号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とある

のは「共生型地域密着型通所介護従業者」と、第59条の5
第4項中「前項ただし書の場合(指定地域密着型通所介護事

業者が第1項に掲げる設備を利用し、夜間及び深夜に指定地
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域密着型通所介護以外のサービスを提供する場合に限

る。)」とあるのは「共生型地域密着型通所介護事業者が共

生型地域密着型通所介護事業所の設備を利用し、夜間及び

深夜に共生型地域密着型通所介護以外のサービスを提供す

る場合」と、第59条の9第4号、第59条の10第5項、第59条
の13第3項及び第4項並びに第59条の16第2項第1号及び第

3号中「指定地域密着型通所介護従業者」とあるのは「共生

型地域密着型通所介護従業者」と、第59条の19第2項第2号
中「次条において準用する第20条第2項」とあるのは「第2
0条第2項」と、同項第4号中「次条において準用する第28
条」とあるのは「第28条」と、同項第5号中「次条におい

て準用する第38条第2項」とあるのは「第38条第2項」と読

み替えるものとする。 

域密着型通所介護以外のサービスを提供する場合に限

る。)」とあるのは「共生型地域密着型通所介護事業者が共

生型地域密着型通所介護事業所の設備を利用し、夜間及び

深夜に共生型地域密着型通所介護以外のサービスを提供す

る場合」と、第59条の9第4号、第59条の10第5項、第59条
の13第3項及び第4項並びに第59条の16第2項第1号及び第

3号中「指定地域密着型通所介護従業者」とあるのは「共生

型地域密着型通所介護従業者」と、第59条の19第2項第2号
中「次条において準用する第20条第2項」とあるのは「第2
0条第2項」と、同項第3号中「次条において準用する第28
条」とあるのは「第28条」と、同項第4号中「次条におい

て準用する第38条第2項」とあるのは「第38条第2項」と読

み替えるものとする。 
(管理者) (管理者) 

第59条の24 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護

事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置か

なければならない。ただし、指定療養通所介護事業所の管

理上支障がない場合は、当該指定療養通所介護事業所の他

の職務に従事し、又は                他の事業所、施設

等の職務に従事することができるものとする。 

第59条の24 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護

事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置か

なければならない。ただし、指定療養通所介護事業所の管

理上支障がない場合は、当該指定療養通所介護事業所の他

の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設

等の職務に従事することができるものとする。 
2・3 （略） 2・3 （略） 

(指定療養通所介護の具体的取扱方針) (指定療養通所介護の具体的取扱方針) 
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第59条の30 指定療養通所介護の方針は、次に掲げるところ

によるものとする。 
第59条の30 指定療養通所介護の方針は、次に掲げるところ

によるものとする。 
(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 
(3) 指定療養通所介護の提供に当たっては、当該利用者又

は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむ

を得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

 

(4) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由を記録しなければならない。 

 

(5) （略） (3) （略） 
(6) （略） (4) （略） 
(7) （略） (5) （略） 
(記録の整備) (記録の整備) 

第59条の37 （略） 第59条の37 （略） 
2 指定療養通所介護事業者は、利用者に対する指定療養通所

介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その

完結の日から5年間保存しなければならない。 

2 指定療養通所介護事業者は、利用者に対する指定療養通所

介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その

完結の日から5年間保存しなければならない。 
(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 
(3) 次条において準用する第20条第2項の規定による提供

した具体的なサービスの内容等の記録 
(3) 次条において準用する第20条第2項に規定する  提供

した具体的なサービスの内容等の記録 
(4) 第59条の30第4号の規定による身体的拘束等の態様及  
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び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを

得ない理由の記録 
(5) 次条において準用する第28条の規定による市への通

知に係る記録 
(4) 次条において準用する第28条に規定する  市への通

知に係る記録 
(6) 次条において準用する第38条第2項の規定による苦情

の内容等の記録 
(5) 次条において準用する第38条第2項に規定する  苦情

の内容等の記録 
(7) 次条において準用する第59条の18第2項の規定による

事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 
(6) 次条において準用する第59条の18第2項に規定する  
事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

(8) （略） (7) （略） 
(管理者) (管理者) 

第62条 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者

は、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所ごと

に専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければな

らない。ただし、当該管理者は、単独型・併設型指定認知

症対応型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該

単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の他の職

務に従事し、又は                他の事業所、施設等の

職務に従事することができるものとする。 

第62条 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者

は、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所ごと

に専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければな

らない。ただし、当該管理者は、単独型・併設型指定認知

症対応型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該

単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の他の職

務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の

職務に従事することができるものとする。 
2 （略） 2 （略） 

(利用定員等) (利用定員等) 
第65条 （略） 第65条 （略） 
2 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、指定居宅サー 2 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、指定居宅サー
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ビス(法第41条第1項に規定する指定居宅サービスをいう。

以下同じ。)、指定地域密着型サービス、指定居宅介護支援

(法第46条第1項に規定する指定居宅介護支援をいう。以下

同じ。)、指定介護予防サービス(法第53条第1項に規定する

指定介護予防サービスをいう。以下同じ。)、指定地域密着

型介護予防サービス(法第54条の2第1項に規定する指定地

域密着型介護予防サービスをいう。以下同じ。)若しくは指

定介護予防支援(法第58条第1項に規定する指定介護予防支

援をいう。)の事業又は介護保険施設(法第8条第25項に規定

する介護保険施設をいう。以下同じ。)若しくは健康保険法

等の一部を改正する法律(平成18年法律第83号)第26条の規

定による改正前の法第48条第1項第3号に規定する指定介

護療養型医療施設の運営(第82条第7項、第110条第9項及び

第191条第8項において「指定居宅サービス事業等」という。)
について3年以上の経験を有する者でなければならない。 

ビス(法第41条第1項に規定する指定居宅サービスをいう。

以下同じ。)、指定地域密着型サービス、指定居宅介護支援

(法第46条第1項に規定する指定居宅介護支援をいう。以下

同じ。)、指定介護予防サービス(法第53条第1項に規定する

指定介護予防サービスをいう。以下同じ。)、指定地域密着

型介護予防サービス(法第54条の2第1項に規定する指定地

域密着型介護予防サービスをいう。以下同じ。)若しくは指

定介護予防支援(法第58条第1項に規定する指定介護予防支

援をいう。)の事業又は介護保険施設(法第8条第25項に規定

する介護保険施設をいう。以下同じ。)若しくは指定介護療

養型医療施設                                        
                                                    
               の運営(第82条第7項、第110条第9項及び

第191条第8項において「指定居宅サービス事業等」という。)
について3年以上の経験を有する者でなければならない。 

(管理者) (管理者) 
第66条 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、共用型

指定認知症対応型通所介護事業所ごとに専らその職務に従

事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、当

該管理者は、共用型指定認知症対応型通所介護事業所の管

理上支障がない場合は、当該共用型指定認知症対応型通所

介護事業所の他の職務に従事し、又は                他
の事業所、施設等の職務に従事することができるものとす

第66条 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、共用型

指定認知症対応型通所介護事業所ごとに専らその職務に従

事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、当

該管理者は、共用型指定認知症対応型通所介護事業所の管

理上支障がない場合は、当該共用型指定認知症対応型通所

介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他

の事業所、施設等の職務に従事することができるものとす
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る。なお、共用型指定認知症対応型通所介護事業所の管理

上支障がない場合は、当該共用型指定認知症対応型通所介

護事業所の他の職務に従事し、かつ、                他
の本体事業所等の職務に従事することとしても差し支えな

い。 

る。なお、共用型指定認知症対応型通所介護事業所の管理

上支障がない場合は、当該共用型指定認知症対応型通所介

護事業所の他の職務に従事し、かつ、同一敷地内にある他

の本体事業所等の職務に従事することとしても差し支えな

い。 
2 （略） 2 （略） 

(指定認知症対応型通所介護の具体的取扱方針) (指定認知症対応型通所介護の具体的取扱方針) 
第70条 指定認知症対応型通所介護の方針は、次に掲げると

ころによるものとする。 
第70条 指定認知症対応型通所介護の方針は、次に掲げると

ころによるものとする。 
(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 
(5) 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該

利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため

緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行っては

ならない。 

 

(6) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由を記録しなければならない。 

 

(7) （略） (5) （略） 
(8) （略） (6) （略） 
(記録の整備) (記録の整備) 

第79条 （略） 第79条 （略） 
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2 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定

認知症対応型通所介護の提供に関する次に掲げる記録を整

備し、その完結の日から5年間保存しなければならない。 

2 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定

認知症対応型通所介護の提供に関する次に掲げる記録を整

備し、その完結の日から5年間保存しなければならない。 
(1) （略） (1) （略） 
(2) 次条において準用する第20条第2項の規定による提供

した具体的なサービスの内容等の記録 
(2) 次条において準用する第20条第2項に規定する  提供

した具体的なサービスの内容等の記録 
(3) 第70条第6号の規定による身体的拘束等の態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由の記録 

 

(4) 次条において準用する第28条の規定による市への通

知に係る記録 
(3) 次条において準用する第28条に規定する  市への通

知に係る記録 
(5) 次条において準用する第38条第2項の規定による苦情

の内容等の記録 
(4) 次条において準用する第38条第2項に規定する  苦情

の内容等の記録 
(6) 次条において準用する第59条の18第2項の規定による

事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 
(5) 次条において準用する第59条の18第2項に規定する  
事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

(7) （略） (6) （略） 
(従業者の員数等) (従業者の員数等) 

第82条 （略） 第82条 （略） 
2～5 （略） 2～5 （略） 
6 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員

に関する基準を満たす小規模多機能型居宅介護従業者を置

6 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員

に関する基準を満たす小規模多機能型居宅介護従業者を置
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くほか、同表の中欄に掲げる施設等の人員に関する基準を

満たす従業者を置いているときは、同表の右欄に掲げる当

該小規模多機能型居宅介護従業者は、同表の中欄に掲げる

施設等の職務に従事することができる。 

くほか、同表の中欄に掲げる施設等の人員に関する基準を

満たす従業者を置いているときは、同表の右欄に掲げる当

該小規模多機能型居宅介護従業者は、同表の中欄に掲げる

施設等の職務に従事することができる。 
当該指定小規模多

機能型居宅介護事

業所に中欄に掲げ

る施設等のいずれ

かが併設されてい

る場合 

指定認知症対応型共

同生活介護事業所、

指定地域密着型特定

施設、指定地域密着

型介護老人福祉施

設、指定介護老人福

祉施設、介護老人保

健施設            
                  
                  
                  
                  
                  
                又
は介護医療院 

介護職員 

当該指定小規模多

機能型居宅介護事

業所の同一敷地内

に中欄に掲げる施

前項中欄に掲げる施

設等、指定居宅サー

ビスの事業を行う事

業所、指定定期巡

看護師又は准看護師 

当該指定小規模多

機能型居宅介護事

業所に中欄に掲げ

る施設等のいずれ

かが併設されてい

る場合 

指定認知症対応型共

同生活介護事業所、

指定地域密着型特定

施設、指定地域密着

型介護老人福祉施

設、指定介護老人福

祉施設、介護老人保

健施設、指定介護療

養型医療施設(医療

法(昭和23年法律第2
05号)第7条第2項第4
号に規定する療養病

床を有する診療所で

あるものに限る。)又
は介護医療院 

介護職員 

当該指定小規模多

機能型居宅介護事

業所の同一敷地内

に中欄に掲げる施

前項中欄に掲げる施

設等、指定居宅サー

ビスの事業を行う事

業所、指定定期巡

看護師又は准看護師 
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設等のいずれかが

ある場合 
回・随時対応型訪問

介護看護事業所、指

定地域密着型通所介

護事業所又は指定認

知症対応型通所介護

事業所 
 

設等のいずれかが

ある場合 
回・随時対応型訪問

介護看護事業所、指

定地域密着型通所介

護事業所又は指定認

知症対応型通所介護

事業所 
 

7～13 （略） 7～13 （略） 
(管理者) (管理者) 

第83条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模

多機能型居宅介護事業所ごとに専らその職務に従事する常

勤の管理者を置かなければならない。ただし、当該管理者

は、指定小規模多機能型居宅介護事業所の管理上支障がな

い場合は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の他の

職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務           
                                                    
                                                    
                                                    
                                                    
                                                    
                                                    
                                                    
                                                    

第83条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模

多機能型居宅介護事業所ごとに専らその職務に従事する常

勤の管理者を置かなければならない。ただし、当該管理者

は、指定小規模多機能型居宅介護事業所の管理上支障がな

い場合は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の他の

職務に従事し、又は当該指定小規模多機能型居宅介護事業

所に併設する前条第6項の表の当該指定小規模多機能型居

宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいずれかが併設され

ている場合の項の中欄に掲げる施設等の職務若しくは同一

敷地内の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の

職務(当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者

が、指定夜間対応型訪問介護事業者、指定訪問介護事業者

又は指定訪問看護事業者の指定を併せて受け、一体的な運

営を行っている場合には、これらの事業に係る職務を含
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              に従事することができるものとする。 

む。)若しくは法第115条の45第1項に規定する介護予防・

日常生活支援総合事業(同項第1号ニに規定する第1号介護

予防支援事業を除く。)に従事することができるものとす

る。 
2 （略） 2 （略） 
3 前2項の管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービ

スセンター(老人福祉法第20条の2の2に規定する老人デイ

サービスセンターをいう。以下同じ。)、介護老人保健施設、

介護医療院、指定小規模多機能型居宅介護事業所、指定認

知症対応型共同生活介護事業所、指定複合型サービス事業

所(第193条に規定する指定複合型サービス事業所をいう。

次条において同じ。)等の従業者又は訪問介護員等(介護福

祉士又は法第8条第2項に規定する政令で定める者をいう。

次条、第111条第3項、第112条、第192条第3項及び第193
条において同じ。)として3年以上認知症である者の介護に

従事した経験を有する者であって、指定地域密着型サービ

ス省令第64条第3項に規定する厚生労働大臣が定める研修

を修了しているものでなければならない。 

3 前2項の管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービ

スセンター(老人福祉法第20条の2の2に規定する老人デイ

サービスセンターをいう。以下同じ。)、介護老人保健施設、

介護医療院、指定小規模多機能型居宅介護事業所、指定認

知症対応型共同生活介護事業所、指定複合型サービス事業

所(第193条に規定する指定複合型サービス事業所をいう。

次条において同じ。)等の従業者又は訪問介護員等(介護福

祉士又は法第8条第2項に規定する政令で定める者をいう。

次条、第111条第3項、第112条              及び第193
条において同じ。)として3年以上認知症である者の介護に

従事した経験を有する者であって、指定地域密着型サービ

ス省令第64条第3項に規定する厚生労働大臣が定める研修

を修了しているものでなければならない。 
(指定小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針) (指定小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針) 

第92条 指定小規模多機能型居宅介護の方針は、次に掲げる

ところによるものとする。 
第92条 指定小規模多機能型居宅介護の方針は、次に掲げる

ところによるものとする。 
(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 
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(5) 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多

機能型居宅介護の提供に当たっては、当該利用者又は他

の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得

ない場合を除き、身体的拘束等                       
                                     を行ってはな

らない。 

(5) 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多

機能型居宅介護の提供に当たっては、当該利用者又は他

の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得

ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限

する行為(以下「身体的拘束等」という。)を行ってはな

らない。 
(6) （略） (6) （略） 
(7) 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等

の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければな

らない。 
ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員

会(テレビ電話装置等を活用して行うことができるも

のとする。)を3月に1回以上開催するとともに、その結

果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図

ること。 
イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備するこ

と。 
ウ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適

正化のための研修を定期的に実施すること。 

 

(8) （略） (7) （略） 
(9) （略） (8) （略） 
(利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の  
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負担軽減に資する方策を検討するための委員会の設置) 
第106条の2 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指

定小規模多機能型居宅介護事業所における業務の効率化、

介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取

組の促進を図るため、当該指定小規模多機能型居宅介護事

業所における利用者の安全並びに介護サービスの質の確保

及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会

(テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとす

る。)を定期的に開催しなければならない。 
(記録の整備) (記録の整備) 

第107条 （略） 第107条 （略） 
2 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指

定小規模多機能型居宅介護の提供に関する次に掲げる記録

を整備し、その完結の日から5年間保存しなければならな

い。 

2 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指

定小規模多機能型居宅介護の提供に関する次に掲げる記録

を整備し、その完結の日から5年間保存しなければならな

い。 
(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 
(3) 次条において準用する第20条第2項の規定による提供

した具体的なサービスの内容等の記録 
(3) 次条において準用する第20条第2項に規定する  提供

した具体的なサービスの内容等の記録 
(4) 第92条第6号の規定による身体的拘束等の態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由の記録 

(4) 第92条第6号に規定する  身体的拘束等の態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由の記録 
(5) 次条において準用する第28条の規定による市への通 (5) 次条において準用する第28条に規定する  市への通
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知に係る記録 知に係る記録 
(6) 次条において準用する第38条第2項の規定による苦情

の内容等の記録 
(6) 次条において準用する第38条第2項に規定する  苦情

の内容等の記録 
(7) 次条において準用する第40条第2項の規定による事故

の状況及び事故に際して採った処置についての記録 
(7) 次条において準用する第40条第2項に規定する  事故

の状況及び事故に際して採った処置についての記録 
(8) （略） (8) （略） 
(管理者) (管理者) 

第111条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、共同生

活住居ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置か

なければならない。ただし、当該管理者は、共同生活住居

の管理上支障がない場合は、当該共同生活住居の他の職務

に従事し、又は                他の事業所、施設等     
                                                    
                                   の職務に従事する

ことができるものとする。 

第111条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、共同生

活住居ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置か

なければならない。ただし、当該管理者は、共同生活住居

の管理上支障がない場合は、当該共同生活住居の他の職務

に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等若し

くは併設する指定小規模多機能型居宅介護事業所若しくは

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の職務に従事する

ことができるものとする。 
2・3 （略） 2・3 （略） 

(管理者による管理) (管理者による管理) 
第121条 共同生活住居の管理者は、同時に介護保険施設、

指定居宅サービス、指定地域密着型サービス(サテライト型

指定認知症対応型共同生活介護事業所の場合は、本体事業

所が提供する指定認知症対応型共同生活介護を除く。)、指

定介護予防サービス若しくは指定地域密着型介護予防サー

第121条 共同生活住居の管理者は、同時に介護保険施設、

指定居宅サービス、指定地域密着型サービス(サテライト型

指定認知症対応型共同生活介護事業所の場合は、本体事業

所が提供する指定認知症対応型共同生活介護を除く。)、指

定介護予防サービス若しくは指定地域密着型介護予防サー
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ビスの事業を行う事業所、病院、診療所又は社会福祉施設

を管理する者であってはならない。ただし、             
                                       当該共同生活

住居の管理上支障がない場合は、この限りでない。 

ビスの事業を行う事業所、病院、診療所又は社会福祉施設

を管理する者であってはならない。ただし、これらの事業

所、施設等が同一敷地内にあること等により当該共同生活

住居の管理上支障がない場合は、この限りでない。 
(協力医療機関等) (協力医療機関等) 

第125条 （略） 第125条 （略） 
2 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基

づき協力医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件

を満たす協力医療機関を定めるように努めなければならな

い。 
(1) 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看

護職員が相談対応を行う体制を、常時確保していること。 
(2) 当該指定認知症対応型共同生活介護事業者からの診

療の求めがあった場合において診療を行う体制を、常時

確保していること。 

 

3 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、1年に1回以上、

協力医療機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の

対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を、市長

に届け出なければならない。 

 

4 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及

び感染症の患者に対する医療に関する法律(平成10年法律

第114号)第6条第17項に規定する第2種協定指定医療機関
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(以下「第2種協定指定医療機関」という。)との間で、新興

感染症(同条第7項に規定する新型インフルエンザ等感染

症、同条第8項に規定する指定感染症又は同条第9項に規定

する新感染症をいう。以下同じ。)の発生時等の対応を取り

決めるように努めなければならない。 
5 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が

第2種協定指定医療機関である場合においては、当該第2種
協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応

について協議を行わなければならない。 

 

6 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医

療機関その他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病

状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当

該指定認知症対応型共同生活介護事業所に速やかに入居さ

せることができるように努めなければならない。 

 

7 （略） 2 （略） 
8 （略） 3 （略） 

(記録の整備) (記録の整備) 
第127条 （略） 第127条 （略） 
2 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対する

指定認知症対応型共同生活介護の提供に関する次に掲げる

記録を整備し、その完結の日から5年間存しなければならな

い。 

2 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対する

指定認知症対応型共同生活介護の提供に関する次に掲げる

記録を整備し、その完結の日から5年間存しなければならな

い。 
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(1) （略） (1) （略） 
(2) 第115条第2項の規定による提供した具体的なサービ

スの内容等の記録 
(2) 第115条第2項に規定する  提供した具体的なサービ

スの内容等の記録 
(3) 第117条第6項の規定による身体的拘束等の態様及び

時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得

ない理由の記録 

(3) 第117条第6項に規定する  身体的拘束等の態様及び

時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得

ない理由の記録 
(4) 次条において準用する第28条の規定による市への通

知に係る記録 
(4) 次条において準用する第28条に規定する  市への通

知に係る記録 
(5) 次条において準用する第38条第2項の規定による苦情

の内容等の記録 
(5) 次条において準用する第38条第2項に規定する  苦情

の内容等の記録 
(6) 次条において準用する第40条第2項の規定による事故

の状況及び事故に際して採った処置についての記録 
(6) 次条において準用する第40条第2項に規定する  事故

の状況及び事故に際して採った処置についての記録 
(7) （略） (7) （略） 
(準用) (準用) 

第128条 第9条、第10条、第12条、第13条、第22条、第28
条、第32条の2、第34条から第36条まで、第38条、第40条
から第41条まで、第59条の11、第59条の15から第59条の1
7第4項まで、第99条、第104条及び第106条の2の規定は、

指定認知症対応型共同生活介護の事業について準用する。

この場合において、第9条第1項中「第31条に規定する運営

規程」とあるのは「第122条に規定する重要事項に関する

規程」と、同項、第32条の2第2項、第34条第1項並びに第4

第128条 第9条、第10条、第12条、第13条、第22条、第28
条、第32条の2、第34条から第36条まで、第38条、第40条
から第41条まで、第59条の11、第59条の15から第59条の1
7第4項まで、第99条及び第104条            の規定は、

指定認知症対応型共同生活介護の事業について準用する。

この場合において、第9条第1項中「第31条に規定する運営

規程」とあるのは「第122条に規定する重要事項に関する

規程」と、同項、第32条の2第2項、第34条第1項並びに第4
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0条の2第1号及び第3号中「定期巡回・随時対応型訪問介護

看護従業者」とあるのは「介護従業者」と、第59条の11第
2項中「この節」とあるのは「第6章第4節」と、第59条の1
6第2項第1号及び第3号中「地域密着型通所介護従業者」と

あるのは「介護従業者」と、第59条の17第1項中「地域密

着型通所介護について知見を有する者」とあるのは「認知

症対応型共同生活介護について知見を有する者」と、「6
月」とあるのは「2月」と、第99条中「小規模多機能型居

宅介護従業者」とあるのは「介護従業者」と読み替えるも

のとする。 

0条の2第1号及び第3号中「定期巡回・随時対応型訪問介護

看護従業者」とあるのは「介護従業者」と、第59条の11第
2項中「この節」とあるのは「第6章第4節」と、第59条の1
6第2項第1号及び第3号中「地域密着型通所介護従業者」と

あるのは「介護従業者」と、第59条の17第1項中「地域密

着型通所介護について知見を有する者」とあるのは「認知

症対応型共同生活介護について知見を有する者」と、「6
月」とあるのは「2月」と、第99条中「小規模多機能型居

宅介護従業者」とあるのは「介護従業者」と読み替えるも

のとする。 
(従業者の員数) (従業者の員数) 

第130条 （略） 第130条 （略） 
2～6 （略） 2～6 （略） 
7 第1項第1号、第3号及び第4号並びに前項の規定にかかわ

らず、サテライト型特定施設の生活相談員、機能訓練指導

員又は計画作成担当者については、次に掲げる本体施設の

場合には、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る職員により当該サテライト型特定施設の入居者の処遇が

適切に行われると認められるときは、これを置かないこと

ができる。 

7 第1項第1号、第3号及び第4号並びに前項の規定にかかわ

らず、サテライト型特定施設の生活相談員、機能訓練指導

員又は計画作成担当者については、次に掲げる本体施設の

場合には、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る職員により当該サテライト型特定施設の入居者の処遇が

適切に行われると認められるときは、これを置かないこと

ができる。 
(1) （略） (1) （略） 

 (2) 病院 介護支援専門員(指定介護療養型医療施設の場
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合に限る。) 
(2) （略） (3) （略） 

8～10 （略） 8～10 （略） 
11 次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第1
項第2号アの規定の適用については、当該規定中「1」とあ

るのは、「0.9」とする。 
(1) 第149条において準用する第106条の2に規定する委

員会において、利用者の安全並びに介護サービスの質の

確保及び職員の負担軽減を図るための取組に関する次に

掲げる事項について必要な検討を行い、及び当該事項の

実施を定期的に確認していること。 
ア 利用者の安全及びケアの質の確保 
イ 地域密着型特定施設従業者の負担軽減及び勤務状況

への配慮 
ウ 緊急時の体制整備 
エ 業務の効率化、介護サービスの質の向上等に資する

機器(次号において「介護機器」という。)の定期的な

点検 
オ 地域密着型特定施設従業者に対する研修 

(2) 介護機器を複数種類活用していること。 
(3) 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職

員の負担軽減を図るため、地域密着型特定施設従業者間
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の適切な役割分担を行っていること。 
(4) 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職

員の負担軽減を図る取組による介護サービスの質の確保

及び職員の負担軽減が行われていると認められること。 
(管理者) (管理者) 

第131条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者

は、指定地域密着型特定施設ごとに専らその職務に従事す

る管理者を置かなければならない。ただし、当該管理者は、

指定地域密着型特定施設の管理上支障がない場合は、当該

指定地域密着型特定施設における他の職務に従事し、又は 
               他の事業所、施設等若しくは本体施設の職

務(本体施設が病院又は診療所の場合は、管理者としての職

務を除く。)若しくは併設する指定小規模多機能型居宅介護

事業所若しくは指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の

職務に従事することができるものとする。 

第131条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者

は、指定地域密着型特定施設ごとに専らその職務に従事す

る管理者を置かなければならない。ただし、当該管理者は、

指定地域密着型特定施設の管理上支障がない場合は、当該

指定地域密着型特定施設における他の職務に従事し、又は

同一敷地内にある他の事業所、施設等若しくは本体施設の

職務(本体施設が病院又は診療所の場合は、管理者としての

職務を除く。)若しくは併設する指定小規模多機能型居宅介

護事業所若しくは指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

の職務に従事することができるものとする。 
(協力医療機関等) (協力医療機関等) 

第147条 （略） 第147条 （略） 
2 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、前項の

規定に基づき協力医療機関を定めるに当たっては、次に掲

げる要件を満たす協力医療機関を定めるように努めなけれ

ばならない。 
(1) 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看
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護職員が相談対応を行う体制を、常時確保していること。 
(2) 当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者

からの診療の求めがあった場合において診療を行う体制

を、常時確保していること。 
3 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、1年に

1回以上、協力医療機関との間で、利用者の病状が急変した

場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等

を、市長に届け出なければならない。 

 

4 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、第2種
協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応

を取り決めるよう努めなければならない。 

 

5 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、協力医

療機関が第2種協定指定医療機関である場合においては、当

該第2種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等

の対応について協議を行わなければならない。 

 

6 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者

が協力医療機関その他の医療機関に入院した後に、当該利

用者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、

再び当該指定地域密着型特定施設に速やかに入居させるこ

とができるように努めなければならない。 

 

7 （略） 2 （略） 
(記録の整備) (記録の整備) 
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第148条 （略） 第148条 （略） 
2 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者

に対する指定地域密着型特定施設入居者生活介護の提供に

関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から5年間保

存しなければならない。 

2 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者

に対する指定地域密着型特定施設入居者生活介護の提供に

関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から5年間保

存しなければならない。 
(1) （略） (1) （略） 
(2) 第136条第2項の規定による提供した具体的なサービ

スの内容等の記録 
(2) 第136条第2項に規定する  提供した具体的なサービ

スの内容等の記録 
(3) 第138条第5項の規定による身体的拘束等の態様及び

時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得

ない理由の記録 

(3) 第138条第5項に規定する  身体的拘束等の態様及び

時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得

ない理由の記録 
(4) 第146条第3項の規定による結果等の記録 (4) 第146条第3項に規定する  結果等の記録 
(5) 次条において準用する第28条の規定による市への通

知に係る記録 
(5) 次条において準用する第28条に規定する  市への通

知に係る記録 
(6) 次条において準用する第38条第2項の規定による苦情

の内容等の記録 
(6) 次条において準用する第38条第2項に規定する  苦情

の内容等の記録 
(7) 次条において準用する第40条第2項の規定による事故

の状況及び事故に際して採った処置についての記録 
(7) 次条において準用する第40条第2項に規定する  事故

の状況及び事故に際して採った処置についての記録 
(8) （略） (8) （略） 
(準用) (準用) 

第149条 第12条、第13条、第22条、第28条、第32条の2、 第149条 第12条、第13条、第22条、第28条、第32条の2、
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第34条から第38条まで、第40条から第41条まで、第59条
の11、第59条の15から第59条の17第4項まで、第99条及び

第106条の2の規定は、指定地域密着型特定施設入居者生活

介護の事業について準用する。この場合において、第32条
の2第2項、第34条第1項並びに第40条の2第1号及び第3号
中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるの

は「地域密着型特定施設従業者」と、第59条の11第2項中

「この節」とあるのは「第7章第4節」と、第59条の16第2
項第1号及び第3号中「地域密着型通所介護従業者」とある

のは「地域密着型特定施設従業者」と、第59条の17第1項
中「地域密着型通所介護について知見を有する者」とある

のは「地域密着型特定施設入居者生活介護について知見を

有する者」と、「6月」とあるのは「2月」と読み替えるも

のとする。 

第34条から第38条まで、第40条から第41条まで、第59条
の11、第59条の15から第59条の17第4項まで及び第99条  
          の規定は、指定地域密着型特定施設入居者生活

介護の事業について準用する。この場合において、第32条
の2第2項、第34条第1項並びに第40条の2第1号及び第3号
中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるの

は「地域密着型特定施設従業者」と、第59条の11第2項中

「この節」とあるのは「第7章第4節」と、第59条の16第2
項第1号及び第3号中「地域密着型通所介護従業者」とある

のは「地域密着型特定施設従業者」と、第59条の17第1項
中「地域密着型通所介護について知見を有する者」とある

のは「地域密着型特定施設入居者生活介護について知見を

有する者」と、「6月」とあるのは「2月」と読み替えるも

のとする。 
(従業員の員数)  

第151条 （略） 第151条 （略） 
2～7 （略） 2～7 （略） 
8 第1項第2号及び第4号から第6号までの規定にかかわら

ず、サテライト型居住施設の生活相談員、栄養士若しくは

管理栄養士、機能訓練指導員又は介護支援専門員について

は、次に掲げる本体施設の場合には、次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める職員により当該サテライト型

8 第1項第2号及び第4号から第6号までの規定にかかわら

ず、サテライト型居住施設の生活相談員、栄養士若しくは

管理栄養士、機能訓練指導員又は介護支援専門員について

は、次に掲げる本体施設の場合には、次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める職員により当該サテライト型
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居住施設の入所者の処遇が適切に行われると認められると

きは、これを置かないことができる。 
居住施設の入所者の処遇が適切に行われると認められると

きは、これを置かないことができる。 
(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 
(3) 病院 栄養士又は    管理栄養士(病床数100以上の

病院の場合に限る。)                                
                         

(3) 病院 栄養士若しくは管理栄養士(病床数100以上の

病院の場合に限る。)又は介護支援専門員(指定介護療養

型医療施設の場合に限る。) 
(4) （略） (4) （略） 

9～17 （略） 9～17 （略） 
(設備)  

第152条 指定地域密着型介護老人福祉施設の設備の基準

は、次のとおりとする。 
第152条 指定地域密着型介護老人福祉施設の設備の基準

は、次のとおりとする。 
(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 
(6) 医務室 医療法(昭和23年法律第205号)第1条の5第2
項に規定する診療所とすることとし、入所者を診療する

ために必要な医薬品及び医療機器を備えるほか、必要に

応じて臨床検査設備を設けること。ただし、本体施設が

指定介護老人福祉施設又は指定地域密着型介護老人福祉

施設であるサテライト型居住施設については医務室を必

要とせず、入所者を診療するために必要な医薬品及び医

療機器を備えるほか、必要に応じて臨床検査設備を設け

ることで足りるものとする。 

(6) 医務室 医療法                     第1条の5第2
項に規定する診療所とすることとし、入所者を診療する

ために必要な医薬品及び医療機器を備えるほか、必要に

応じて臨床検査設備を設けること。ただし、本体施設が

指定介護老人福祉施設又は指定地域密着型介護老人福祉

施設であるサテライト型居住施設については医務室を必

要とせず、入所者を診療するために必要な医薬品及び医

療機器を備えるほか、必要に応じて臨床検査設備を設け

ることで足りるものとする。 
(7)～(9) （略） (7)～(9) （略） 
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2 （略） 2 （略） 
(緊急時等の対応) (緊急時等の対応) 

第165条の2 指定地域密着型介護老人福祉施設は、現に指定

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供を行っ

ているときに入所者の病状の急変が生じた場合その他必要

な場合のため、あらかじめ、第151条第1項第1号に掲げる

医師及び協力医療機関の協力を得て、当該医師及び当該協

力医療機関との連携方法その他の緊急時等における対応方

法を定めておかなければならない。 

第165条の2 指定地域密着型介護老人福祉施設は、現に指定

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供を行っ

ているときに入所者の病状の急変が生じた場合その他必要

な場合のため、あらかじめ、第151条第1項第1号に掲げる

医師                                                
          との連携方法その他の緊急時等における対応方

法を定めておかなければならない。 
2 指定地域密着型介護老人福祉施設は、前項の医師及び協力

医療機関の協力を得て、1年に1回以上、緊急時等における

対応方法の見直しを行い、必要に応じて緊急時等における

対応方法の変更を行わなければならない。 

 

(管理者による管理) (管理者による管理) 
第166条 指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、専

ら当該指定地域密着型介護老人福祉施設の職務に従事する

常勤の者でなければならない。ただし、当該管理者は、当

該指定地域密着型介護老人福祉施設の管理上支障がない場

合は、                他の事業所、施設等又は本体施設

の職務(本体施設が病院又は診療所の場合は、管理者として

の職務を除く。)に従事することができる。 

第166条 指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、専

ら当該指定地域密着型介護老人福祉施設の職務に従事する

常勤の者でなければならない。ただし、当該管理者は、当

該指定地域密着型介護老人福祉施設の管理上支障がない場

合は、同一敷地内にある他の事業所、施設等又は本体施設

の職務(本体施設が病院又は診療所の場合は、管理者として

の職務を除く。)に従事することができる。 
(計画担当介護支援専門員の責務) (計画担当介護支援専門員の責務) 
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第167条 計画担当介護支援専門員は、第158条に規定する業

務のほか、次に掲げる業務を行うものとする。 
第167条 計画担当介護支援専門員は、第158条に規定する業

務のほか、次に掲げる業務を行うものとする。 
(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 
(5) 第157条第5項の規定による身体的拘束等の態様及び

時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得

ない理由の記録を行うこと。 

(5) 第157条第5項に規定する  身体的拘束等の態様及び

時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得

ない理由を記録する  こと。 
(6) 第177条において準用する第38条第2項の規定による

苦情の内容等の記録を行うこと。 
(6) 第177条において準用する第38条第2項に規定する  
苦情の内容等を記録する  こと。 

(7) 第175条第3項の規定による事故の状況及び事故に際

して採った処置についての記録を行うこと。 
(7) 第175条第3項に規定する  事故の状況及び事故に際

して採った処置について記録する    こと。 
(協力医療機関等) (協力病院等    ) 

第172条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者の病

状の急変等に備えるため  、あらかじめ、次の各号に掲げ

る要件を満たす協力医療機関(第3号の要件を満たす協力医

療機関にあっては、病院に限る。)を定めておかなければな

らない。ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定

めることにより当該各号の要件を満たすこととしても差し

支えない。 
(1) 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看

護職員が相談対応を行う体制を、常時確保していること。 

第172条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入院治療を

必要とする入所者のために、あらかじめ、協力病院       
                                                    
                              を定めておかなければな

らない。                                             
                                                    
          

(2) 当該指定地域密着型介護老人福祉施設からの診療の

求めがあった場合において診療を行う体制を、常時確保
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していること。 
(3) 入所者の病状が急変した場合等において、当該指定地

域密着型介護老人福祉施設の医師又は協力医療機関その

他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認め

られた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保

していること。 

 

2 指定地域密着型介護老人福祉施設は、1年に1回以上、協

力医療機関との間で、入所者の病状が急変した場合等の対

応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を、市長に

届け出なければならない。 

 

3 指定地域密着型介護老人福祉施設は、第2種協定指定医療

機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を取り決める

ように努めなければならない。 

 

4 指定地域密着型介護老人福祉施設は、協力医療機関が第2
種協定指定医療機関である場合においては、当該第2種協定

指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応につ

いて協議を行わなければならない。 

 

5 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者が協力医療機

関その他の医療機関に入院した後に、当該入所者の病状が

軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当該指

定地域密着型介護老人福祉施設に速やかに入所させること

ができるように努めなければならない。 

 

-93-



6 （略） 2 （略） 
(記録の整備) (記録の整備) 

第176条 （略） 第176条 （略） 
2 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者に対する指定

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供に関す

る次に掲げる記録を整備し、その完結の日から5年間保存し

なければならない。 

2 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者に対する指定

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供に関す

る次に掲げる記録を整備し、その完結の日から5年間保存し

なければならない。 
(1) （略） (1) （略） 
(2) 第155条第2項の規定による提供した具体的なサービ

スの内容等の記録 
(2) 第155条第2項に規定する  提供した具体的なサービ

スの内容等の記録 
(3) 第157条第5項の規定による身体的拘束等の態様及び

時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得

ない理由の記録 

(3) 第157条第5項に規定する  身体的拘束等の態様及び

時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得

ない理由の記録 
(4) 次条において準用する第28条の規定による市への通

知に係る記録 
(4) 次条において準用する第28条に規定する  市への通

知に係る記録 
(5) 次条において準用する第38条第2項の規定による苦情

の内容等の記録 
(5) 次条において準用する第38条第2項に規定する  苦情

の内容等の記録 
(6) 前条第3項の規定による事故の状況及び事故に際して

採った処置についての記録 
(6) 前条第3項に規定する  事故の状況及び事故に際して

採った処置についての記録 
(7) （略） (7) （略） 
(準用) (準用) 
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第177条 第9条、第10条、第12条、第13条、第22条、第28
条、第32条の2、第34条、第36条、第38条、第40条の2、
第41条、第59条の11、第59条の15、第59条の17第1項から

第4項まで及び第106条の2の規定は、指定地域密着型介護

老人福祉施設について準用する。この場合において、第9
条第1項中「第31条に規定する運営規程」とあるのは「第1
68条に規定する重要事項に関する規程」と、同項、第32条
の2第2項、第34条第1項並びに第40条の2第1号及び第3号
中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるの

は「従業者」と、第13条第1項中「指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護の提供の開始に際し、」とあるのは「入

所の際に」と、同条第2項中「指定居宅介護支援が利用者に

対して行われていない等の場合であって必要と認めるとき

は、要介護認定」とあるのは「要介護認定」と、第59条の

11第2項中「この節」とあるのは「第8章第4節」と、第59
条の17第1項中「地域密着型通所介護について知見を有す

る者」とあるのは「地域密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護について知見を有する者」と、「6月」とあるのは「2
月」と読み替えるものとする。 

第177条 第9条、第10条、第12条、第13条、第22条、第28
条、第32条の2、第34条、第36条、第38条、第40条の2、
第41条、第59条の11、第59条の15及び第59条の17第1項か

ら第4項まで            の規定は、指定地域密着型介護老

人福祉施設について準用する。この場合において、第9条第

1項中「第31条に規定する運営規程」とあるのは「第168条
に規定する重要事項に関する規程」と、同項、第32条の2
第2項、第34条第1項並びに第40条の2第1号及び第3号中「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「従

業者」と、第13条第1項中「指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護の提供の開始に際し、」とあるのは「入所の際

に」と、同条第2項中「指定居宅介護支援が利用者に対して

行われていない等の場合であって必要と認めるときは、要

介護認定」とあるのは「要介護認定」と、第59条の11第2
項中「この節」とあるのは「第8章第4節」と、第59条の17
第1項中「地域密着型通所介護について知見を有する者」と

あるのは「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に

ついて知見を有する者」と、「6月」とあるのは「2月」と

読み替えるものとする。 
(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第187条 （略） 第187条 （略） 
2～4 （略） 2～4 （略） 
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5 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、

ユニット型施設の管理等に係る研修を受講するよう努めな

ければならない。 

 

6 （略） 5 （略） 
(準用) (準用) 

第189条 第9条、第10条、第12条、第13条、第22条、第28
条、第32条の2、第34条、第36条、第38条、第40条の2、
第41条、第59条の11、第59条の15、第59条の17第1項から

第4項まで、第106条の2、第153条から第155条まで、第15
8条、第161条、第163条から第167条まで及び第171条から

第176条までの規定は、ユニット型指定地域密着型介護老

人福祉施設について準用する。この場合において、第9条第

1項中「第31条に規定する運営規程」とあるのは「第186条
に規定する重要事項に関する規程」と、同項、第32条の2
第2項、第34条第1項並びに第40条の2第1号及び第3号中「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「従

業者」と、第13条第1項中「指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護の提供の開始に際し、」とあるのは「入居の際

に」と、同条第2項中「指定居宅介護支援が利用者に対して

行われていない等の場合であって必要と認めるときは、要

介護認定」とあるのは「要介護認定」と、第59条の11第2
項中「この節」とあるのは「第8章第5節」と、第59条の17

第189条 第9条、第10条、第12条、第13条、第22条、第28
条、第32条の2、第34条、第36条、第38条、第40条の2、
第41条、第59条の11、第59条の15、第59条の17第1項から

第4項まで            、第153条から第155条まで、第15
8条、第161条、第163条から第167条まで及び第171条から

第176条までの規定は、ユニット型指定地域密着型介護老

人福祉施設について準用する。この場合において、第9条第

1項中「第31条に規定する運営規程」とあるのは「第186条
に規定する重要事項に関する規程」と、同項、第32条の2
第2項、第34条第1項並びに第40条の2第1号及び第3号中「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「従

業者」と、第13条第1項中「指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護の提供の開始に際し、」とあるのは「入居の際

に」と、同条第2項中「指定居宅介護支援が利用者に対して

行われていない等の場合であって必要と認めるときは、要

介護認定」とあるのは「要介護認定」と、第59条の11第2
項中「この節」とあるのは「第8章第5節」と、第59条の17
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第1項中「地域密着型通所介護について知見を有する者」と

あるのは「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に

ついて知見を有する者」と、「6月」とあるのは「2月」と、

第167条中「第158条」とあるのは「第189条において準用

する第158条」と、同条第5号中「第157条第5項」とあるの

は「第182条第7項」と、同条第6号中「第177条」とあるの

は「第189条」と、同条第7号中「第175条第3項」とあるの

は「第189条において準用する第175条第3項」と、第176
条第2項第2号中「第155条第2項」とあるのは「第189条に

おいて準用する第155条第2項」と、同項第3号中「第157
条第5項」とあるのは「第182条第7項」と、同項第4号及び

第5号中「次条」とあるのは「第189条」と、同項第6号中

「前条第3項」とあるのは「第189条において準用する前条

第3項」と読み替えるものとする。 

第1項中「地域密着型通所介護について知見を有する者」と

あるのは「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に

ついて知見を有する者」と、「6月」とあるのは「2月」と、

第167条中「第158条」とあるのは「第189条において準用

する第158条」と、同条第5号中「第157条第5項」とあるの

は「第182条第7項」と、同条第6号中「第177条」とあるの

は「第189条」と、同条第7号中「第175条第3項」とあるの

は「第189条において準用する第175条第3項」と、第176
条第2項第2号中「第155条第2項」とあるのは「第189条に

おいて準用する第155条第2項」と、同項第3号中「第157
条第5項」とあるのは「第182条第7項」と、同項第4号及び

第5号中「次条」とあるのは「第189条」と、同項第6号中

「前条第3項」とあるのは「第189条において準用する前条

第3項」と読み替えるものとする。 
(従業者の員数等) (従業者の員数等) 

第191条 指定看護小規模多機能型居宅介護の事業を行う者

(以下「指定看護小規模多機能型居宅介護事業者」という。)
が当該事業を行う事業所(以下「指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所」という。)ごとに置くべき指定看護小規模多

機能型居宅介護の提供に当たる従業者(以下「看護小規模多

機能型居宅介護従業者」という。)の員数は、夜間及び深夜

の時間帯以外の時間帯に指定看護小規模多機能型居宅介護

の提供に当たる看護小規模多機能型居宅介護従業者につい

第191条 指定看護小規模多機能型居宅介護の事業を行う者

(以下「指定看護小規模多機能型居宅介護事業者」という。)
が当該事業を行う事業所(以下「指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所」という。)ごとに置くべき指定看護小規模多

機能型居宅介護の提供に当たる従業者(以下「看護小規模多

機能型居宅介護従業者」という。)の員数は、夜間及び深夜

の時間帯以外の時間帯に指定看護小規模多機能型居宅介護

の提供に当たる看護小規模多機能型居宅介護従業者につい
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ては、常勤換算方法で、通いサービス(登録者(指定看護小

規模多機能型居宅介護を利用するために指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所に登録を受けた者をいう。以下同

じ。)を指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に通わせて

行う指定看護小規模多機能型居宅介護をいう。以下同じ。)
の提供に当たる者をその利用者の数が3又はその端数を増

すごとに1以上及び訪問サービス(看護小規模多機能型居宅

介護従業者が登録者の居宅を訪問し、当該居宅において行

う指定看護小規模多機能型居宅介護(第82条第7項に規定す

る本体事業所である指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所にあっては当該本体事業所に係るサテライト型指定小規

模多機能型居宅介護事業所及び南アルプス市指定地域密着

型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指

定地域密着型介護予防サービス基準条例                
                                                    
                   第44条第7項に規定するサテライト

型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所(第6項にお

いて「サテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護

事業所」という。)の登録者、第8項に規定する本体事業所

である指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあって

は、当該本体事業所に係る同項に規定するサテライト型指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所の登録者並びに同項

に規定するサテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護

ては、常勤換算方法で、通いサービス(登録者(指定看護小

規模多機能型居宅介護を利用するために指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所に登録を受けた者をいう。以下同

じ。)を指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に通わせて

行う指定看護小規模多機能型居宅介護をいう。以下同じ。)
の提供に当たる者をその利用者の数が3又はその端数を増

すごとに1以上及び訪問サービス(看護小規模多機能型居宅

介護従業者が登録者の居宅を訪問し、当該居宅において行

う指定看護小規模多機能型居宅介護(第82条第7項に規定す

る本体事業所である指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所にあっては当該本体事業所に係るサテライト型指定小規

模多機能型居宅介護事業所及び南アルプス市指定地域密着

型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指

定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準を定める条例(平成25年南

アルプス市条例第3号)第44条第7項に規定するサテライト

型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所(第6項にお

いて「サテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護

事業所」という。)の登録者、第8項に規定する本体事業所

である指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあって

は、当該本体事業所に係る同項に規定するサテライト型指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所の登録者並びに同項

に規定するサテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護
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事業所にあっては、当該サテライト型指定看護小規模多機

能型居宅介護事業所に係る同項に規定する本体事業所、当

該本体事業所に係る他の同項に規定するサテライト型指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所及び当該本体事業所に

係る第82条第7項に規定するサテライト型指定小規模多機

能型居宅介護事業所の登録者の居宅において行う指定看護

小規模多機能型居宅介護を含む。)をいう。以下この章にお

いて同じ。)の提供に当たる者を2以上とし、夜間及び深夜

の時間帯を通じて指定看護小規模多機能型居宅介護の提供

に当たる看護小規模多機能型居宅介護従業者については、

夜間及び深夜の勤務(夜間及び深夜の時間帯に行われる勤

務(宿直勤務を除く。)をいう。第6項において同じ。)に当た

る者を1以上及び宿直勤務に当たる者を当該宿直勤務に必

要な数以上とする。 

事業所にあっては、当該サテライト型指定看護小規模多機

能型居宅介護事業所に係る同項に規定する本体事業所、当

該本体事業所に係る他の同項に規定するサテライト型指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所及び当該本体事業所に

係る第82条第7項に規定するサテライト型指定小規模多機

能型居宅介護事業所の登録者の居宅において行う指定看護

小規模多機能型居宅介護を含む。)をいう。以下この章にお

いて同じ。)の提供に当たる者を2以上とし、夜間及び深夜

の時間帯を通じて指定看護小規模多機能型居宅介護の提供

に当たる看護小規模多機能型居宅介護従業者については、

夜間及び深夜の勤務(夜間及び深夜の時間帯に行われる勤

務(宿直勤務を除く。)をいう。第6項において同じ。)に当た

る者を1以上及び宿直勤務に当たる者を当該宿直勤務に必

要な数以上とする。 
2～6 （略） 2～6 （略） 
7 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に次の各号のい

ずれかに掲げる施設等が併設されている場合において、前

各項に定める人員に関する基準を満たす看護小規模多機能

型居宅介護従業者を置くほか、当該各号に掲げる施設等の

人員に関する基準を満たす従業者を置いているときは、当

該看護小規模多機能型居宅介護従業者は、当該各号に掲げ

る施設等の職務に従事することができる。 

7 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に次の各号のい

ずれかに掲げる施設等が併設されている場合において、前

各項に定める人員に関する基準を満たす看護小規模多機能

型居宅介護従業者を置くほか、当該各号に掲げる施設等の

人員に関する基準を満たす従業者を置いているときは、当

該看護小規模多機能型居宅介護従業者は、当該各号に掲げ

る施設等の職務に従事することができる。 
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(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 
 (4) 指定介護療養型医療施設(医療法第7条第2項第4号に

規定する療養病床を有する診療所であるものに限る。) 
(4) （略） (5) （略） 

8～14 （略） 8～14 （略） 
(管理者) (管理者) 

第192条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所ごとに専らその職務に

従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、

当該管理者は、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の

管理上支障がない場合は、当該指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所の他の職務に従事し、又は                
他の事業所、施設等                                   
                                                  の
職務に従事することができるものとする。 

第192条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所ごとに専らその職務に

従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、

当該管理者は、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の

管理上支障がない場合は、当該指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある

他の事業所、施設等若しくは当該指定看護小規模多機能型

居宅介護事業所に併設する前条第7項各号に掲げる施設等

の職務に従事することができるものとする。 
2・3 （略） 2・3 （略） 

(指定看護小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針) (指定看護小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針) 
第197条 指定看護小規模多機能型居宅介護の方針は、次に

掲げるところによるものとする。 
第197条 指定看護小規模多機能型居宅介護の方針は、次に

掲げるところによるものとする。 
(1) 指定看護小規模多機能型居宅介護は、利用者が住み慣

れた地域での生活を継続することができるよう、利用者

の病状、心身の状況、希望及びその置かれている環境を

(1) 指定看護小規模多機能型居宅介護は、利用者が住み慣

れた地域での生活を継続することができるよう、利用者

の病状、心身の状況、希望及びその置かれている環境を
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踏まえて、通いサービス、訪問サービス及び宿泊サービ

スを柔軟に組み合わせることにより、当該利用者の居宅

において、又はサービスの拠点に通わせ、若しくは短期

間宿泊させ、日常生活上の世話及び機能訓練並びに療養

上の世話又は必要な診療の補助を妥当適切に行うものと

する。 

踏まえて、通いサービス、訪問サービス及び宿泊サービ

スを柔軟に組み合わせることにより、療養上の管理の下

で                                                
                                                  
                              妥当適切に行うものと

する。 
(2)～(6) （略） (2)～(6) （略） 
(7) 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘

束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じなけれ

ばならない。 
ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員

会(テレビ電話装置等を活用して行うことができるも

のとする。)を3月に1回以上開催するとともに、その結

果について、看護小規模多機能型居宅介護従業者に周

知徹底を図ること。 
イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備するこ

と。 
ウ 看護小規模多機能型居宅介護従事者に対し、身体的

拘束等の適正化のための研修を定期的に実施するこ

と。 

 

(8) （略） (7) （略） 
(9) （略） (8) （略） 
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(10) （略） (9) （略） 
(11) （略） (10) （略） 
(12) （略） (11) （略） 
(記録の整備) (記録の整備) 

第201条 （略） 第201条 （略） 
2 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対す

る指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に関する次の各

号に掲げる記録を整備し、その完結の日から5年間保存しな

ければならない。 

2 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対す

る指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に関する次    
  に掲げる記録を整備し、その完結の日から5年間保存しな

ければならない。 
(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 
(3) 第197条第6号の規定による身体的拘束等の態様及び

時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得

ない理由の記録 

(3) 第197条第6号に規定する  身体的拘束等の態様及び

時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得

ない理由の記録 
(4)・(5) （略） (4)・(5) （略） 
(6) 次条において準用する第20条第2項の規定による提供

した具体的なサービスの内容等の記録 
(6) 次条において準用する第20条第2項に規定する  提供

した具体的なサービスの内容等の記録 
(7) 次条において準用する第28条の規定による市への通

知に係る記録 
(7) 次条において準用する第28条に規定する  市への通

知に係る記録 
(8) 次条において準用する第38条第2項の規定による苦情

の内容等の記録 
(8) 次条において準用する第38条第2項に規定する  苦情

の内容等の記録 
(9) 次条において準用する第40条第2項の規定による事故 (9) 次条において準用する第40条第2項に規定する  事故
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の状況及び事故に際して採った処置についての記録 の状況及び事故に際して採った処置についての記録 
(10) （略） (10) （略） 
(準用) (準用) 

第202条 第9条から第13条まで、第20条、第22条、第28条、

第32条の2、第34条から第38条まで、第40条から第41条ま

で、第59条の11、第59条の13、第59条の15から第59条の1
7まで、第87条から第90条まで、第93条から第95条まで、

第97条、第98条、第100条、第101条、第103条、第104条、

第106条及び第106条の2の規定は、指定看護小規模多機能

型居宅介護の事業について準用する。この場合において、

第9条第1項中「第31条に規定する運営規程」とあるのは「第

202条において準用する第100条に規定する重要事項に関

する規程」と、同項、第32条の2第2項、第34条第1項並び

に第40条の2第1号及び第3号中「定期巡回・随時対応型訪

問介護看護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅

介護従業者」と、第59条の11第2項中「この節」とあるの

は「第9章第4節」と、第59条の13第3項及び第4項並びに第

59条の16第2項第1号及び第3号中「地域密着型通所介護従

業者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」

と、第59条の17第1項中「地域密着型通所介護について知

見を有する者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護

について知見を有する者」と、「6月」とあるのは「2月」

第202条 第9条から第13条まで、第20条、第22条、第28条、

第32条の2、第34条から第38条まで、第40条から第41条ま

で、第59条の11、第59条の13、第59条の16、第59条の17 
     、第87条から第90条まで、第93条から第95条まで、

第97条、第98条、第100条、第101条、第103条、第104条
及び第106条            の規定は、指定看護小規模多機

能型居宅介護の事業について準用する。この場合において、

第9条第1項中「第31条に規定する運営規程」とあるのは「第

202条において準用する第100条に規定する重要事項に関

する規程」と、同項、第32条の2第2項、第34条第1項並び

に第40条の2第1号及び第3号中「定期巡回・随時対応型訪

問介護看護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅

介護従業者」と、第59条の11第2項中「この節」とあるの

は「第9章第4節」と、第59条の13第3項及び第4項並びに第

59条の16第2項第1号及び第3号中「地域密着型通所介護従

業者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」

と、第59条の17第1項中「地域密着型通所介護について知

見を有する者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護

について知見を有する者」と、「6月」とあるのは「2月」
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と、「活動状況」とあるのは「通いサービス及び宿泊サー

ビスの提供回数等の活動状況」と、第87条中「第82条第12
項」とあるのは「第191条第13項」と、第89条及び第97条
中「小規模多機能型居宅介護従業者」とあるのは「看護小

規模多機能型居宅介護従業者」と、第106条中「第82条第6
項」とあるのは「第191条第7項各号」と読み替えるものと

する。 

と、「活動状況」とあるのは「通いサービス及び宿泊サー

ビスの提供回数等の活動状況」と、第87条中「第82条第12
項」とあるのは「第191条第13項」と、第89条及び第97条
中「小規模多機能型居宅介護従業者」とあるのは「看護小

規模多機能型居宅介護従業者」と、第106条中「第82条第6
項」とあるのは「第191条第7項各号」と読み替えるものと

する。 
(電磁的記録等) (電磁的記録等) 

第204条 指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着

型サービスの提供に当たる者は、作成、保存その他これら

に類するもののうち、この条例の規定において書面(書面、

書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、

図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載

された紙その他の有体物をいう。以下この条において同

じ。)で行うことが規定されている又は想定されるもの(第1
2条第1項(第59条、第59条の20、第59条の20の3、第59条
の38、第80条、第108条、第128条、第149条、第177条、

第189条及び第202条において準用する場合を含む。)、第1
15条第1項、第136条第1項及び第155条第1項(第189条にお

いて準用する場合を含む。)並びに次項に規定するものを除

く。)については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記

録                                                  
                                                    

第204条 指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着

型サービスの提供に当たる者は、作成、保存その他これら

に類するもののうち、この条例の規定において書面(書面、

書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、

図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載

された紙その他の有体物をいう。以下この条において同

じ。)で行うことが規定されている又は想定されるもの(第1
2条第1項(第59条、第59条の20、第59条の20の3、第59条
の38、第80条、第108条、第128条、第149条、第177条、

第189条及び第202条において準用する場合を含む。)、第1
15条第1項、第136条第1項及び第155条第1項(第189条にお

いて準用する場合を含む。)並びに次項に規定するものを除

く。)については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記

録(電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録であって、電子計
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                                            により行

うことができる。 
算機による情報処理の用に供されるものをいう。)により行

うことができる。 
附 則 附 則 

(経過措置) (経過措置) 
第3条 介護保険法等の一部を改正する法律(平成17年法律第

77号。以下「平成17年改正法」という。)附則第10条第2項
の規定により指定認知症対応型共同生活介護事業者とみな

された者が指定認知症対応型共同生活介護の事業を行う事

業所であって、指定地域密着型サービス省令             
                                                 の
施行の際現に2を超える共同生活住居を有しているものは、

当分の間、第113条第1項の規定にかかわらず、当該共同生

活住居を有することができる。 

第3条 介護保険法等の一部を改正する法律(平成17年法律第

77号。以下「平成17年改正法」という。)附則第10条第2項
の規定により指定認知症対応型共同生活介護事業者とみな

された者が指定認知症対応型共同生活介護の事業を行う事

業所であって、指定地域密着型サービスの事業の人員、設

備及び運営に関する基準(平成18年厚生労働省令第34号)の
施行の際現に2を超える共同生活住居を有しているものは、

当分の間、第113条第1項の規定にかかわらず、当該共同生

活住居を有することができる。 
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 議案第１０号 
   南アルプス市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営

並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準を定める条例の一部改正について 
 

 南アルプス市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並び

に指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次のように定める。 
  令和６年２月２２日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプス市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営

並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 
 
南アルプス市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並び

に指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準を定める条例（平成２５年南アルプス市条例第３号）の一部を次のよう

に改正する。 
 
第６条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 
第９条第２項中「指定介護療養型医療施設（」、「附則第１３０条の２第１項の規

定によりなおその効力を有するものとされた同法」及び「をいう。第４４条第６項

において同じ。）」を削り、「同条第７項」を「第４４条第７項」に改める。 
第１０条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 
第１１条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準

ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録

媒体（電磁的記録（電磁的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供さ

れるものをいう。第９２条第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改め

る。 
第３２条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項」

という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、「同項」

を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 
３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則として、重要事項をウェブ
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サイトに掲載しなければならない。 
第４０条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第６号

を同項第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号

を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号

を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号

を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 
（３）第４２条第１１号の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制限する行

為（以下「身体的拘束等」という。）の態様及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 
第４２条第１４号中「第１２号」を「第１４号」に改め、同号を同条第１６号と

し、同条中第１０号から第１３号までを２号ずつ繰り下げ、第９号の次に次の２号

を加える。 
（１０）指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は

他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身

体的拘束等を行ってはならない。 
（１１）前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 
第４４条第６項の表中「、指定介護療養型医療施設（医療法（昭和２３年法律第

２０５号）第７条第２項第４号に規定する療養病床を有する診療所であるものに限

る。）」を削る。 
第４５条第１項ただし書中「当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に

併設する前条第６項の表の当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる

施設等のいずれかが併設されている場合の項の中欄に掲げる施設等の職務、同一敷

地内の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（指定地域密着型サービス基

準条例第６条第１項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所をい

う。）の職務（当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に係る指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業者（同項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業者をいう。）が、指定夜間対応型訪問介護事業者（指定地域密着型サ

ービス基準条例第４７条第１項に規定する指定夜間対応型訪問介護事業者をいう。）、

指定訪問介護事業者（山梨県指定居宅サービス等の事業に関する基準等を定める条

例（平成２４年山梨県条例第５８号。以下「居宅サービス条例」という。）第５条第

１項に規定する指定訪問介護事業者をいう。）又は指定訪問看護事業者（居宅サービ

ス条例第６４条第１項に規定する指定訪問看護事業者をいう。以下同じ。）の指定を

併せて受け、一体的な運営を行っている場合には、これらの事業に係る職務を含む。）

若しくは法第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（同
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項第１号ニに規定する第１号介護予防支援事業を除く。）」を「他の事業所、施設等

の職務」に改める。 
第５３条第１項中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体

的拘束等」という。）」を「身体的拘束等」に改め、同条に次の１項を加える。 
３ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図る

ため、次に掲げる措置を講じなければならない。 
（１）身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに、

その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 
（２）身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 
（３）介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期

的に実施すること。 
第６３条の次に次の１条を加える。 
（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方

策を検討するための委員会の設置） 
第６３条の２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定介護予防

小規模多機能型居宅介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上

その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定介護予防小規模

多機能型居宅介護事業所における利用者の安全並びに介護サービスの質の確保

及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催しなければならない。 
第６４条第２項第３号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規定による」

に改める。 
第７２条第１項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは併設する指定小

規模多機能型居宅介護事業所」を削る。 
第７９条中「若しくは」を「又は」に改め、同条ただし書中「これらの事業所、

施設等が同一敷地内にあること等により」を削る。 
第８３条中第３項を第８項とし、第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を

加える。 
２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医

療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるよ

うに努めなければならない。 
（１）利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う

体制を、常時確保していること。 
（２）当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあっ
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た場合において診療を行う体制を、常時確保していること。 
３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療

機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力

医療機関の名称等を、市長に届け出なければならない。 
４ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の

患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に

規定する第２種協定指定医療機関（次項において「第２種協定指定医療機関」と

いう。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感

染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をい

う。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるように努めなければな

らない。 
５ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第２種協定

指定医療機関である場合においては、当該第２種協定指定医療機関との間で、新

興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 
６ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その

他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった

場合においては、再び当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所に速や

かに入所させることができるように努めなければならない。 
第８５条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定による」

に改める。 
第８６条中「及び第６１条」を「、第６１条及び第６３条の２」に改める。 
第９２条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識す

ることができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に

供されるものをいう。）」を削る。 
 
 

附 則 
（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
 （重要事項の掲示に係る経過措置） 
２ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間は、改正後の南アルプス

市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域

密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する

基準を定める条例（以下「新地域密着型介護予防サービス基準条例」という。）

第３２条第３項（新地域密着型介護予防サービス基準条例第６５条及び第８６条
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において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「指定介護予

防認知症対応型通所介護事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載

しなければならない。」とあるのは「削除」とする。 
 （身体的拘束等の適正化に係る経過措置） 
３ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間は、新地域密着型介護予

防サービス基準条例第５３条第３項の規定の適用については、同項の規定中「講

じなければ」とあるのは、「講じるよう努めなければ」とする。 
 （利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策

を検討するための委員会の設置に係る経過措置） 
４ この条例の施行の日から令和９年３月３１日までの間は、新地域密着型介護予

防サービス基準条例第６３条の２（新地域密着型介護予防サービス基準条例第８

６条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同条の規定中「し

なければ」とあるのは、「するよう努めなければ」とする。 
 
 
提案理由  
指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

（平成１８年厚生労働省令第３６号）の一部改正に伴い、同基準の規定に基づく本

条例を改正したいので、この案を提出するものである。 
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○南アルプス市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正案 現行 

(管理者) (管理者) 
第6条 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事

業者は、単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介

護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置

かなければならない。ただし、当該管理者は、単独型・併

設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理上支

障がない場合は、当該単独型・併設型指定介護予防認知症

対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は         
       他の事業所、施設等の職務に従事することができる

ものとする。 

第6条 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事

業者は、単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介

護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置

かなければならない。ただし、当該管理者は、単独型・併

設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理上支

障がない場合は、当該単独型・併設型指定介護予防認知症

対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地

内にある他の事業所、施設等の職務に従事することができ

るものとする。 
2 （略） 2 （略） 

(利用定員等) (利用定員等) 
第9条 （略） 第9条 （略） 
2 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定

居宅サービス(法第41条第1項に規定する指定居宅サービス

をいう。)、指定地域密着型サービス(法第42条の2第1項に

規定する指定地域密着型サービスをいう。)、指定居宅介護

支援(法第46条第1項に規定する指定居宅介護支援をい

2 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定

居宅サービス(法第41条第1項に規定する指定居宅サービス

をいう。)、指定地域密着型サービス(法第42条の2第1項に

規定する指定地域密着型サービスをいう。)、指定居宅介護

支援(法第46条第1項に規定する指定居宅介護支援をい

-111-



う。)、指定介護予防サービス(法第53条第1項に規定する指

定介護予防サービスをいう。)、指定地域密着型介護予防サ

ービス若しくは指定介護予防支援(法第58条第1項に規定す

る指定介護予防支援をいう。)の事業又は介護保険施設(法
第8条第25項に規定する介護保険施設をいう。)若しくは   
                    健康保険法等の一部を改正する法律

(平成18年法律第83号)                                
                                      第26条の規定

による改正前の法第48条第1項第3号に規定する指定介護

療養型医療施設                                  の運

営(第44条第7項及び第71条第9項において「指定居宅サー

ビス事業等」という。)について3年以上の経験を有する者

でなければならない。 

う。)、指定介護予防サービス(法第53条第1項に規定する指

定介護予防サービスをいう。)、指定地域密着型介護予防サ

ービス若しくは指定介護予防支援(法第58条第1項に規定す

る指定介護予防支援をいう。)の事業又は介護保険施設(法
第8条第25項に規定する介護保険施設をいう。)若しくは指

定介護療養型医療施設(健康保険法等の一部を改正する法

律(平成18年法律第83号)附則第130条の2第1項の規定によ

りなおその効力を有するものとされた同法第26条の規定

による改正前の法第48条第1項第3号に規定する指定介護

療養型医療施設をいう。第44条第6項において同じ。)の運

営(同条第7項  及び第71条第9項において「指定居宅サービ

ス事業等」という。)について3年以上の経験を有する者で

なければならない。 
(管理者) (管理者) 

第10条 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者

は、共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所ごと

に専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければな

らない。ただし、当該管理者は、共用型指定介護予防認知

症対応型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該

共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の他の職

務に従事し、又は                他の事業所、施設等の

職務に従事することができるものとする。なお、共用型指

定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理上支障がな

第10条 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者

は、共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所ごと

に専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければな

らない。ただし、当該管理者は、共用型指定介護予防認知

症対応型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該

共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の他の職

務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の

職務に従事することができるものとする。なお、共用型指

定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理上支障がな
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い場合は、当該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護

事業所の他の職務に従事し、かつ、                他の

本体事業所等の職務に従事することとしても差し支えな

い。 

い場合は、当該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護

事業所の他の職務に従事し、かつ、同一敷地内にある他の

本体事業所等の職務に従事することとしても差し支えな

い。 
2 （略） 2 （略） 

(内容及び手続の説明及び同意) (内容及び手続の説明及び同意) 
第11条 （略） 第11条 （略） 
2 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用申込者

又はその家族からの申出があった場合には、前項の規定に

よる文書の交付に代えて、第5項で定めるところにより、当

該利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に記す

べき重要事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の

情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの

(以下この条において「電磁的方法」という。)により提供

することができる。この場合において、当該指定介護予防

認知症対応型通所介護事業者は、当該文書を交付したもの

とみなす。 

2 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用申込者

又はその家族からの申出があった場合には、前項の規定に

よる文書の交付に代えて、第5項で定めるところにより、当

該利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に記す

べき重要事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の

情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの

(以下この条において「電磁的方法」という。)により提供

することができる。この場合において、当該指定介護予防

認知症対応型通所介護事業者は、当該文書を交付したもの

とみなす。 
(1) （略） (1) （略） 
(2) 電磁的記録媒体(電磁的記録(電磁的方式、磁気的方式そ

の他人の知覚によっては認識することができない方式で作

られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供

されるものをいう。第92条第1項において同じ。)に係る記

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ず

る方法により一定の事項を確実に記録しておくことができ

る物                                                
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録媒体をいう。)をもって調製するファイルに前項に規定す

る重要事項を記録したものを交付する方法 
               をもって調製するファイルに前項に規定

する重要事項を記録したものを交付する方法 
3～6 （略） 3～6 （略） 

(掲示) (掲示) 
第32条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定

介護予防認知症対応型通所介護事業所の見やすい場所に、

運営規程の概要、介護予防認知症対応型通所介護従業者の

勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資する

と認められる重要事項(以下この条において単に「重要事

項」という。)を掲示しなければならない。 

第32条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定

介護予防認知症対応型通所介護事業所の見やすい場所に、

運営規程の概要、介護予防認知症対応型通所介護従業者の

勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資する

と認められる重要事項                                
            を掲示しなければならない。 

2 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、重要事項  
        を記載した書面を当該指定介護予防認知症対応型

通所介護事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者

に自由に閲覧させることにより、前項の規定による掲示に

代えることができる。 

2 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、前項に規定

する事項を記載した書面を当該指定介護予防認知症対応型

通所介護事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者

に自由に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に

代えることができる。 
3 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則とし

て、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。 
 

(記録の整備) (記録の整備) 
第40条 （略） 第40条 （略） 
2 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対

する指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に関する次

に掲げる記録を整備し、その完結の日から5年間保存しなけ

2 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対

する指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に関する次

に掲げる記録を整備し、その完結の日から5年間保存しなけ
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ればならない。 ればならない。 
(1) （略） (1) （略） 
(2) 第21条第2項の規定による提供した具体的なサービス

の内容等の記録 
(2) 第21条第2項に規定する  提供した具体的なサービス

の内容等の記録 
(3) 第42条第11号の規定による身体的拘束その他利用者

の行動を制限する行為(以下「身体的拘束等」という。)
の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由の記録 

 

(4) 第24条の規定による市への通知に係る記録 (3) 第24条に規定する  市への通知に係る記録 
(5) 第36条第2項の規定による苦情の内容等の記録 (4) 第36条第2項に規定する  苦情の内容等の記録 
(6) 第37条第2項の規定による事故の状況及び事故に際し

て採った処置についての記録 
(5) 第37条第2項に規定する  事故の状況及び事故に際し

て採った処置についての記録 
(7) （略） (6) （略） 
(指定介護予防認知症対応型通所介護の具体的取扱方針) (指定介護予防認知症対応型通所介護の具体的取扱方針) 

第42条 指定介護予防認知症対応型通所介護の方針は、第4
条に規定する基本方針及び前条に規定する基本取扱方針に

基づき、次に掲げるところによるものとする。 

第42条 指定介護予防認知症対応型通所介護の方針は、第4
条に規定する基本方針及び前条に規定する基本取扱方針に

基づき、次に掲げるところによるものとする。 
(1)～(9) （略） (1)～(9) （略） 
(10) 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっ

ては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保

護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等
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を行ってはならない。 
(11) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び

時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得

ない理由を記録しなければならない。 

 

(12) （略） (10) （略） 
(13) （略） (11) （略） 
(14) （略） (12) （略） 
(15) （略） (13) （略） 
(16) 第1号から第14号までの規定は、前号に規定する介護

予防認知症対応型通所介護計画の変更について準用す

る。 

(14) 第1号から第12号までの規定は、前号に規定する介護

予防認知症対応型通所介護計画の変更について準用す

る。 
(従業者の員数等) (従業者の員数等) 

第44条 （略） 第44条 （略） 
2～5 （略） 2～5 （略） 
6 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員

に関する基準を満たす介護予防小規模多機能型居宅介護従

業者を置くほか、同表の中欄に掲げる施設等の人員に関す

る基準を満たす従業者を置いているときは、同表の右欄に

掲げる当該介護予防小規模多機能型居宅介護従業者は、同

表の中欄に掲げる施設等の職務に従事することができる。 

6 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員

に関する基準を満たす介護予防小規模多機能型居宅介護従

業者を置くほか、同表の中欄に掲げる施設等の人員に関す

る基準を満たす従業者を置いているときは、同表の右欄に

掲げる当該介護予防小規模多機能型居宅介護従業者は、同

表の中欄に掲げる施設等の職務に従事することができる。 
当該指定介護予防 指定認知症対応型共介護職員 当該指定介護予防 指定認知症対応型共介護職員 
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小規模多機能型居

宅介護事業所に中

欄に掲げる施設等

のいずれかが併設

されている場合 

同生活介護事業所、

指定地域密着型特定

施設、指定地域密着

型介護老人福祉施

設、指定介護老人福

祉施設、介護老人保

健施設            
                  
                  
                  
                  
                  
                又
は介護医療院 

当該指定介護予防

小規模多機能型居

宅介護事業所の同

一敷地内に中欄に

掲げる施設等のい

ずれかがある場合 

前項中欄に掲げる施

設等、指定居宅サー

ビスの事業を行う事

業所、指定定期巡

回・随時対応型訪問

介護看護事業所、指

定地域密着型通所介

護事業所又は指定認

知症対応型通所介護

看護師又は准看護師 

小規模多機能型居

宅介護事業所に中

欄に掲げる施設等

のいずれかが併設

されている場合 

同生活介護事業所、

指定地域密着型特定

施設、指定地域密着

型介護老人福祉施

設、指定介護老人福

祉施設、介護老人保

健施設、指定介護療

養型医療施設(医療

法(昭和23年法律第2
05号)第7条第2項第4
号に規定する療養病

床を有する診療所で

あるものに限る。)又
は介護医療院 

当該指定介護予防

小規模多機能型居

宅介護事業所の同

一敷地内に中欄に

掲げる施設等のい

ずれかがある場合 

前項中欄に掲げる施

設等、指定居宅サー

ビスの事業を行う事

業所、指定定期巡

回・随時対応型訪問

介護看護事業所、指

定地域密着型通所介

護事業所又は指定認

知症対応型通所介護

看護師又は准看護師 
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事業所 
 

事業所 
 

7～13 （略） 7～13 （略） 
(管理者) (管理者) 

第45条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指

定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所ごとに専らその

職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。た

だし、当該管理者は、指定介護予防小規模多機能型居宅介

護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定介護予防小

規模多機能型居宅介護事業所の他の職務に従事し、又は他

の事業所、施設等の職務                               
                                                    
                                                    
                                                    
                                                    
                                                    
                                                    
                                                    
                                                    
                                                    
                                                    
                                                    
                                                    

第45条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指

定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所ごとに専らその

職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。た

だし、当該管理者は、指定介護予防小規模多機能型居宅介

護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定介護予防小

規模多機能型居宅介護事業所の他の職務に従事し、又は当

該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に併設する

前条第6項の表の当該指定小規模多機能型居宅介護事業所

に中欄に掲げる施設等のいずれかが併設されている場合の

項の中欄に掲げる施設等の職務、同一敷地内の指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所(指定地域密着型サービ

ス基準条例第6条第1項に規定する指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業所をいう。)の職務(当該指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所に係る指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護事業者(同項に規定する指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業者をいう。)が、指定夜

間対応型訪問介護事業者(指定地域密着型サービス基準条

例第47条第1項に規定する指定夜間対応型訪問介護事業者

をいう。)、指定訪問介護事業者(山梨県指定居宅サービス
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                    に従事することができるものとす

る。 

等の事業に関する基準等を定める条例(平成24年山梨県条

例第58号。以下「居宅サービス条例」という。)第5条第1
項に規定する指定訪問介護事業者をいう。)又は指定訪問看

護事業者(居宅サービス条例第64条第1項に規定する指定訪

問看護事業者をいう。以下同じ。)の指定を併せて受け、一

体的な運営を行っている場合には、これらの事業に係る職

務を含む。)若しくは法第115条の45第1項に規定する介護

予防・日常生活支援総合事業(同項第1号ニに規定する第1
号介護予防支援事業を除く。)に従事することができるもの

とする。 
2・3 （略） 2・3 （略） 

(身体的拘束等の禁止) (身体的拘束等の禁止) 
第53条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指

定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に当たっては、

当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するた

め緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等           
                                                 を
行ってはならない。 

第53条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指

定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に当たっては、

当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するた

め緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者

の行動を制限する行為(以下「身体的拘束等」という。)を
行ってはならない。 

2 （略） 2 （略） 
3 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘

束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければ

ならない。 
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(1) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員

会(テレビ電話装置等を活用して行うことができるもの

とする。)を3月に1回以上開催するとともに、その結果に

ついて、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 
(2) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 
(3) 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正

化のための研修を定期的に実施すること。 
(利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の

負担軽減に資する方策を検討するための委員会の設置) 
第63条の2 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者

は、当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所にお

ける業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産

性の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所における利用者の安全並

びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する

方策を検討するための委員会(テレビ電話装置等を活用し

て行うことができるものとする。)を定期的に開催しなけれ

ばならない。 

 

(記録の整備) (記録の整備) 
第64条 （略） 第64条 （略） 
2 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に

対する指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に関す

2 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に

対する指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に関す
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る次に掲げる記録を整備し、その完結の日から5年間保存し

なければならない。 
る次に掲げる記録を整備し、その完結の日から5年間保存し

なければならない。 
(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 
(3) 次条において準用する第21条第2項の規定による提供

した具体的なサービスの内容等の記録 
(3) 次条において準用する第21条第2項に規定する  提供

した具体的なサービスの内容等の記録 
(4) 第53条第2項の規定による身体的拘束等の態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由の記録 

(4) 第53条第2項に規定する  身体的拘束等の態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由の記録 
(5) 次条において準用する第24条の規定による市への通

知に係る記録 
(5) 次条において準用する第24条に規定する  市への通

知に係る記録 
(6) 次条において準用する第36条第2項の規定による苦情

の内容等の記録 
(6) 次条において準用する第36条第2項に規定する  苦情

の内容等の記録 
(7) 次条において準用する第37条第2項の規定による事故

の状況及び事故に際して採った処置についての記録 
(7) 次条において準用する第37条第2項に規定する  事故

の状況及び事故に際して採った処置についての記録 
(8) （略） (8) （略） 
(管理者) (管理者) 

第72条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、

共同生活住居ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者

を置かなければならない。ただし、当該管理者は、共同生

活住居の管理上支障がない場合は、当該共同生活住居の他

の職務に従事し、又は                他の事業所、施設

等                                                の

第72条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、

共同生活住居ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者

を置かなければならない。ただし、当該管理者は、共同生

活住居の管理上支障がない場合は、当該共同生活住居の他

の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設

等若しくは併設する指定小規模多機能型居宅介護事業所の
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職務に従事することができるものとする。 職務に従事することができるものとする。 
2・3 （略） 2・3 （略） 

(管理者による管理) (管理者による管理) 
第79条 共同生活住居の管理者は、同時に介護保険施設、指

定居宅サービス、指定地域密着型サービス、指定介護予防

サービス又は    地域密着型介護予防サービス(サテライ

ト型指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所の場合

は、本体事業所が提供する指定介護予防認知症対応型共同

生活介護を除く。)の事業を行う事業所、病院、診療所又は

社会福祉施設を管理する者であってはならない。ただし、 
                                                   
当該共同生活住居の管理上支障がない場合は、この限りで

ない。 

第79条 共同生活住居の管理者は、同時に介護保険施設、指

定居宅サービス、指定地域密着型サービス、指定介護予防

サービス若しくは地域密着型介護予防サービス(サテライ

ト型指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所の場合

は、本体事業所が提供する指定介護予防認知症対応型共同

生活介護を除く。)の事業を行う事業所、病院、診療所又は

社会福祉施設を管理する者であってはならない。ただし、

これらの事業所、施設等が同一敷地内にあること等により

当該共同生活住居の管理上支障がない場合は、この限りで

ない。 
(協力医療機関等) (協力医療機関等) 

第83条 （略） 第83条 （略） 
2 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の

規定に基づき協力医療機関を定めるに当たっては、次に掲

げる要件を満たす協力医療機関を定めるように努めなけれ

ばならない。 
(1) 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看

護職員が相談対応を行う体制を、常時確保していること。 
(2) 当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者
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からの診療の求めがあった場合において診療を行う体制

を、常時確保していること。 
3 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、1年に

1回以上、協力医療機関との間で、利用者の病状が急変した

場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等

を、市長に届け出なければならない。 

 

4 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症

の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律(平成1
0年法律第114号)第6条第17項に規定する第2種協定指定医

療機関(次項において「第2種協定指定医療機関」という。)
との間で、新興感染症(同条第7項に規定する新型インフル

エンザ等感染症、同条第8項に規定する指定感染症又は同条

第9項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。)の
発生時等の対応を取り決めるように努めなければならな

い。 

 

5 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医

療機関が第2種協定指定医療機関である場合においては、当

該第2種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等

の対応について協議を行わなければならない。 

 

6 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者

が協力医療機関その他の医療機関に入院した後に、当該利

用者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、
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再び当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所に

速やかに入所させることができるように努めなければなら

ない。 
7 （略） 2 （略） 
8 （略） 3 （略） 

(記録の整備) (記録の整備) 
第85条 （略） 第85条 （略） 
2 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者

に対する指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に

関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から5年間保

存しなければならない。 

2 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者

に対する指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に

関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から5年間保

存しなければならない。 
(1) （略） (1) （略） 
(2) 第76条第2項の規定による提供した具体的なサービス

の内容等の記録 
(2) 第76条第2項に規定する  提供した具体的なサービス

の内容等の記録 
(3) 第78条第2項の規定による身体的拘束等の態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由の記録 

(3) 第78条第2項に規定する  身体的拘束等の態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由の記録 
(4) 次条において準用する第24条の規定による市への通

知に係る記録 
(4) 次条において準用する第24条に規定する  市への通

知に係る記録 
(5) 次条において準用する第36条第2項の規定による苦情

の内容等の記録 
(5) 次条において準用する第36条第2項に規定する  苦情

の内容等の記録 

-124-



(6) 次条において準用する第37条第2項の規定による事故

の状況及び事故に際して採った処置についての記録 
(6) 次条において準用する第37条第2項に規定する  事故

の状況及び事故に際して採った処置についての記録 
(7) （略） (7) （略） 
(準用) (準用) 

第86条 第11条、第12条、第14条、第15条、第23条、第24
条、第26条、第28条の2、第31条から第34条まで、第36条
から第39条まで(第37条第4項及び第39条第5項を除く。)、
第56条、第59条、第61条及び第63条の2の規定は、指定介

護予防認知症対応型共同生活介護の事業について準用す

る。この場合において、第11条第1項中「第27条に規定す

る運営規程」とあるのは「第80条に規定する重要事項に関

する規程」と、同項、第28条の2第2項、第31条第2項第1
号及び第3号、第32条第1項並びに第37条の2第1号及び第3
号中「介護予防認知症対応型通所介護従業者」とあるのは

「介護従業者」と、第26条第2項中「この節」とあるのは

「第4章第4節」と、第39条第1項中「介護予防認知症対応

型通所介護について知見を有する者」とあるのは「介護予

防認知症対応型共同生活介護について知見を有する者」と、

「6月」とあるのは「2月」と、第56条中「介護予防小規模

多機能型居宅介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、

第59条中「指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者」

とあるのは「指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業

第86条 第11条、第12条、第14条、第15条、第23条、第24
条、第26条、第28条の2、第31条から第34条まで、第36条
から第39条まで(第37条第4項及び第39条第5項を除く。)、
第56条、第59条及び第61条           の規定は、指定介

護予防認知症対応型共同生活介護の事業について準用す

る。この場合において、第11条第1項中「第27条に規定す

る運営規程」とあるのは「第80条に規定する重要事項に関

する規程」と、同項、第28条の2第2項、第31条第2項第1
号及び第3号、第32条第1項並びに第37条の2第1号及び第3
号中「介護予防認知症対応型通所介護従業者」とあるのは

「介護従業者」と、第26条第2項中「この節」とあるのは

「第4章第4節」と、第39条第1項中「介護予防認知症対応

型通所介護について知見を有する者」とあるのは「介護予

防認知症対応型共同生活介護について知見を有する者」と、

「6月」とあるのは「2月」と、第56条中「介護予防小規模

多機能型居宅介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、

第59条中「指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者」

とあるのは「指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業
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者」と読み替えるものとする。 者」と読み替えるものとする。 
(電磁的記録等) (電磁的記録等) 

第92条 指定地域密着型介護予防サービス事業者及び指定

地域密着型介護予防サービスの提供に当たる者は、作成、

保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定に

おいて書面(書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、

複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することが

できる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下こ

の条において同じ。)で行うことが規定されている又は想定

されるもの(第14条第1項(第65条及び第86条において準用

する場合を含む。)及び第76条第1項並びに次項に規定する

ものを除く。)については、書面に代えて、当該書面に係る

電磁的記録                                          
                                                    
                                                    
  により行うことができる。 

第92条 指定地域密着型介護予防サービス事業者及び指定

地域密着型介護予防サービスの提供に当たる者は、作成、

保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定に

おいて書面(書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、

複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することが

できる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下こ

の条において同じ。)で行うことが規定されている又は想定

されるもの(第14条第1項(第65条及び第86条において準用

する場合を含む。)及び第76条第1項並びに次項に規定する

ものを除く。)については、書面に代えて、当該書面に係る

電磁的記録(電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっ

ては認識することができない方式で作られる記録であっ

て、電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う。)により行うことができる。 
2 （略） 2 （略） 
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 議案第１１号 
   南アルプス市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防

支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める

条例の一部改正について 
 

 南アルプス市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例を次のように定める。 
  令和６年２月２２日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプス市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防

支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例 
 
南アルプス市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支

援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成

２７年南アルプス市条例第３号）の一部を次のように改正する。 
 
第３条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置者である

指定介護予防支援事業者」に改め、「（以下「指定介護予防支援事業所」という。）」

を削り、同条に次の１項を加える。 
２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事

業所ごとに１以上の員数の指定介護予防支援の提供に当たる必要な数の介護支

援専門員を置かなければならない。 
第４条第１項中「指定介護予防支援事業所」を「当該指定に係る事業所（以下「指

定介護予防支援事業所」という。）」に改め、同条第２項中「前項に規定する」を「地

域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者が前項の規定により置

く」に改め、同条に次の２項を加える。 
３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者が第１項の規定により

置く管理者は、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１４０条

の６６第１号イ（３）に規定する主任介護支援専門員（以下この項において「主

任介護支援専門員」という。）でなければならない。ただし、主任介護支援専門

員の確保が著しく困難である等やむを得ない理由がある場合については、介護支

援専門員（主任介護支援専門員を除く。）を第１項に規定する管理者とすること
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ができる。 
４ 前項の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、次

に掲げる場合は、この限りでない。 
（１）管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の介護支援専門員の職務に従

事する場合 
（２）管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定介護予防支援

事業所の管理に支障がない場合に限る。） 
第５条第２項中「あらかじめ」の次に「、利用者又はその家族に対し」を加え、

同条第３項中「担当職員」の次に「（指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支

援事業者の場合にあっては介護支援専門員。以下この章及び次章において同じ。）」

を加え、同条第４項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに

準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記

録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識する

ことができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供

されるものをいう。第３４条第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改

める。 
第１１条中「同条第１項」を「同条第２項」に改め、同条に次の２項を加える。 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項の利用料のほ

か、利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅を訪問して指定

介護予防支援を行う場合には、それに要した交通費の支払を利用者から受けるこ

とができる。 
３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項に規定する費

用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に

対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なけ

ればならない。 
第１２条中「について」の次に「前条第１項の」を加える。 
第１３条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置者であ

る指定介護予防支援事業者」に改め、同条第１号中「（平成１１年厚生省令第３６号）」

を削り、同条第４号中「規定」の次に「（第３１条第２７号の規定を除く。）」を加え

る。 
第２２条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項」

という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、「同項」

を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 
３ 指定介護予防支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しな

ければならない。 

-128-



第２９条第２項第２号エ中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第５

号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４

号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３

号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２

号の次に次の１号を加える。 
（３）第３１条第２号の３の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制限する

行為（第３１条第２号の２及び第２号の３において「身体的拘束等」という。）

の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の

記録 
第３１条第２号の次に次の２号を加える。 

（２）の２ 指定介護予防支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等

の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を

行ってはならない。 
（２）の３ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 
第３１条第１５号ア中「及びサービスの評価期間が終了する月並びに利用者の状

況に著しい変化があったときは、利用者の居宅を訪問し」を削り、同号ウを同号オ

とし、同号イ中「月」の次に「（イただし書の規定によりテレビ電話装置等を活用し

て利用者に面接する月を除く。）」を加え、「指定介護予防通所介護事業所（指定介護

予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３

５号）第９７条第１項に規定する指定介護予防通所介護事業所をいう。）又は」を削

り、「同省令」を「指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定

介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平

成１８年厚生労働省令第３５号）」に改め、同号イを同号エとし、同号アの次に次の

ように加える。 
イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこと。

ただし、次のいずれにも該当する場合であって、サービスの提供を開始する

月の翌月から起算して３月ごとの期間（以下この号において単に「期間」と

いう。）について、少なくとも連続する２期間に１回、利用者の居宅を訪問

し、面接するときは、利用者の居宅を訪問しない期間において、テレビ電話

装置等を活用して、利用者に面接することができる。 
（ア）テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により利用

者の同意を得ていること。 
（イ）サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医師、
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担当者その他の関係者の合意を得ていること。 
ａ 利用者の心身の状況が安定していること。 
ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができるこ

と。 
ｃ 担当職員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握でき

ない情報について、担当者から提供を受けること。 
ウ サービスの評価期間が終了する月及び利用者の状況に著しい変化があっ

たときは、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること。 
第３１条に次の１号を加える。 

（２７）指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、法第１１５条

の３０の２第１項の規定により市長から情報の提供を求められた場合には、そ

の求めに応じなければならない。 
第３３条に見出しとして「（準用）」を付し、同条中「第１１条」を「第１１条第

１項」に改める。 
第３４条第１項中「第３３条」を「前条」に改め、「（電子的方式、磁気的方式そ

の他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電

子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）」を削る。 
 
 

附 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
 （重要事項の掲示に係る経過措置） 
２ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間は、改正後の南アルプス

市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（以下「新指定

介護予防支援等基準条例」という。）第２２条第３項（新指定介護予防支援等基

準条例第３３条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項

中「指定介護予防支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載し

なければならない。」とあるのは「削除」とする。 
 
 
提案理由  
指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３７
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号）の一部改正に伴い、同基準の規定に基づく本条例を改正したいので、この案を

提出するものである。 
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○南アルプス市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援

の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正案 現行 

(従業者の員数) (従業者の員数) 
第3条 地域包括支援センターの設置者である指定介護予防

支援事業者は、当該指定に係る事業所                   
                     ごとに1以上の員数の指定介護予防

支援の提供に当たる必要な数の保健師その他の指定介護予

防支援に関する知識を有する職員(以下「担当職員」とい

う。)を置かなければならない。 

第3条 指定介護予防支援事業者                         
         は、当該指定に係る事業所(以下「指定介護予防

支援事業所」という。)ごとに1以上の員数の指定介護予防

支援の提供に当たる必要な数の保健師その他の指定介護予

防支援に関する知識を有する職員(以下「担当職員」とい

う。)を置かなければならない。 
2 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者

は、当該指定に係る事業所ごとに1以上の員数の指定介護予

防支援の提供に当たる必要な数の介護支援専門員を置かな

ければならない。 

 

(管理者) (管理者) 
第4条 指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業所

(以下「指定介護予防支援事業所」という。)ごとに常勤の

管理者を置かなければならない。 

第4条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所

                                      ごとに常勤の管

理者を置かなければならない。 
2 地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援

事業者が前項の規定により置く管理者は、専らその職務に

従事する者でなければならない。ただし、指定介護予防支

2 前項に規定する                                     
                           管理者は、専らその職務に従

事する者でなければならない。ただし、指定介護予防支援
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援事業所の管理に支障がない場合は、当該指定介護予防支

援事業所の他の職務に従事し、又は当該指定介護予防支援

事業者である地域包括支援センターの職務に従事すること

ができるものとする。 

事業所の管理に支障がない場合は、当該指定介護予防支援

事業所の他の職務に従事し、又は当該指定介護予防支援事

業者である地域包括支援センターの職務に従事することが

できるものとする。 
3 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者

が第1項の規定により置く管理者は、介護保険法施行規則

(平成11年厚生省令第36号)第140条の66第1号イ(3)に規定

する主任介護支援専門員(以下この項において「主任介護支

援専門員」という。)でなければならない。ただし、主任介

護支援専門員の確保が著しく困難である等やむを得ない理

由がある場合については、介護支援専門員(主任介護支援専

門員を除く。)を第1項に規定する管理者とすることができ

る。 

 

4 前項の管理者は、専らその職務に従事する者でなければな

らない。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 
(1) 管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の介

護支援専門員の職務に従事する場合 
(2) 管理者が他の事業所の職務に従事する場合(その管理

する指定介護予防支援事業所の管理に支障がない場合に

限る。) 

 

(内容及び手続の説明及び同意) (内容及び手続の説明及び同意) 
第5条 （略） 第5条 （略） 
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2 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開

始に際し、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、介護

予防サービス計画が第2条に規定する基本方針及び利用者

の希望に基づき作成されるものであり、利用者は複数の指

定介護予防サービス事業者(法第52条第1項に規定する指定

介護予防サービス事業者をいう。以下同じ。)等を紹介する

よう求めることができること等につき説明を行い、理解を

得なければならない。 

2 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開

始に際し、あらかじめ                          、介護

予防サービス計画が第2条に規定する基本方針及び利用者

の希望に基づき作成されるものであり、利用者は複数の指

定介護予防サービス事業者(法第52条第1項に規定する指定

介護予防サービス事業者をいう。以下同じ。)等を紹介する

よう求めることができること等につき説明を行い、理解を

得なければならない。 
3 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開

始に際し、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、利用

者について、病院又は診療所に入院する必要が生じた場合

には、担当職員(指定居宅介護支援事業者である指定介護予

防支援事業者の場合にあっては介護支援専門員。以下この

章及び次章において同じ。)の氏名及び連絡先を当該病院又

は診療所に伝えるよう求めなければならない。 

3 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開

始に際し、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、利用

者について、病院又は診療所に入院する必要が生じた場合

には、担当職員                                       
                                                    
                         の氏名及び連絡先を当該病院

又は診療所に伝えるよう求めなければならない。 
4 指定介護予防支援事業者は、利用申込者又はその家族から

申出があった場合には、第1項の規定による文書の交付に代

えて、第7項に定めるところにより、当該利用申込者又はそ

の家族の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を電子

情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を使

用する方法であって次に掲げるもの(以下この条において

「電磁的方法」という。)により提供することができる。こ

の場合において、当該指定介護予防支援事業者は、当該文

4 指定介護予防支援事業者は、利用申込者又はその家族から

申出があった場合には、第1項の規定による文書の交付に代

えて、第7項に定めるところにより、当該利用申込者又はそ

の家族の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を電子

情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を使

用する方法であって次に掲げるもの(以下この条において

「電磁的方法」という。)により提供することができる。こ

の場合において、当該指定介護予防支援事業者は、当該文
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書を交付したものとみなす。 書を交付したものとみなす。 
(1) （略） (1) （略） 
(2) 電磁的記録媒体(電磁的記録(電子的方式、磁気的方式そ

の他人の知覚によっては認識することができない方式で作

られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供

されるものをいう。第34条第1項において同じ。)に係る記

録媒体をいう。)をもって調製するファイルに第1項に規定

する重要事項を記録したものを交付する方法 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ず

る方法により一定の事項を確実に記録しておくことができ

る物                                                
                                                    
               をもって調製するファイルに第1項に規定

する重要事項を記録したものを交付する方法 
5～8 （略） 5～8 （略） 

(利用料等の受領) (利用料等の受領) 
第11条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援(法第

58条第4項の規定に基づき介護予防サービス計画費(同条第

2項に規定する介護予防サービス計画費をいう。以下同じ。)
が当該指定介護予防支援事業者に支払われる場合に係るも

のを除く。)を提供した際にその利用者から支払を受ける利

用料(介護予防サービス計画費の支給の対象となる費用に

係る対価をいう。以下同じ。)と、介護予防サービス計画費

の額との間に、不合理な差額が生じないようにしなければ

ならない。 

第11条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援(法第

58条第4項の規定に基づき介護予防サービス計画費(同条第

1項に規定する介護予防サービス計画費をいう。以下同じ。)
が当該指定介護予防支援事業者に支払われる場合に係るも

のを除く。)を提供した際にその利用者から支払を受ける利

用料(介護予防サービス計画費の支給の対象となる費用に

係る対価をいう。以下同じ。)と、介護予防サービス計画費

の額との間に、不合理な差額が生じないようにしなければ

ならない。 
2 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者

は、前項の利用料のほか、利用者の選定により通常の事業

の実施地域以外の地域の居宅を訪問して指定介護予防支援
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を行う場合には、それに要した交通費の支払を利用者から

受けることができる。 
3 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者

は、前項に規定する費用の額に係るサービスの提供に当た

っては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サ

ービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意

を得なければならない。 

 

(保険給付の請求のための証明書の交付) (保険給付の請求のための証明書の交付) 
第12条 指定介護予防支援事業者は、提供した指定介護予防

支援について前条第1項の利用料の支払を受けた場合には、

当該利用料の額等を記載した指定介護予防支援提供証明書

を利用者に対して交付しなければならない。 

第12条 指定介護予防支援事業者は、提供した指定介護予防

支援について           利用料の支払を受けた場合には、

当該利用料の額等を記載した指定介護予防支援提供証明書

を利用者に対して交付しなければならない。 
(指定介護予防支援の業務の委託) (指定介護予防支援の業務の委託) 

第13条 地域包括支援センターの設置者である指定介護予

防支援事業者は、法第115条の23第3項の規定により指定介

護予防支援の一部を委託する場合には、次に掲げる事項を

遵守しなければならない。 

第13条 指定介護予防支援事業者                       
           は、法第115条の23第3項の規定により指定介

護予防支援の一部を委託する場合には、次に掲げる事項を

遵守しなければならない。 
(1) 委託に当たっては、中立性及び公正性の確保を図るた

め地域包括支援センター運営協議会(介護保険法施行規

則                        第140条の66第1号ロ(2)に
規定する地域包括支援センター運営協議会をいう。)の議

を経なければならないこと。 

(1) 委託に当たっては、中立性及び公正性の確保を図るた

め地域包括支援センター運営協議会(介護保険法施行規

則(平成11年厚生省令第36号)第140条の66第1号ロ(2)に
規定する地域包括支援センター運営協議会をいう。)の議

を経なければならないこと。 
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(2)・(3) （略） (2)・(3) （略） 
(4) 委託する指定居宅介護支援事業者に対し、指定介護予

防支援の業務を実施する介護支援専門員が、第2条、この

章及び次章の規定(第31条第27号の規定を除く。)を遵守

するよう措置させなければならないこと。 

(4) 委託する指定居宅介護支援事業者に対し、指定介護予

防支援の業務を実施する介護支援専門員が、第2条、この

章及び次章の規定                            を遵守

するよう措置させなければならないこと。 
(掲示) (掲示) 

第22条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業

所の見やすい場所に、運営規程の概要、担当職員の勤務の

体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認め

られる重要事項(以下この条において単に「重要事項」とい

う。)を掲示しなければならない。 

第22条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業

所の見やすい場所に、運営規程の概要、担当職員の勤務の

体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認め

られる重要事項                                      
      を掲示しなければならない。 

2 指定介護予防支援事業者は、重要事項          を記載し

た書面を当該指定介護予防支援事業所に備え付け、かつ、

これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、前

項の規定による掲示に代えることができる。 

2 指定介護予防支援事業者は、前項に規定する事項を記載し

た書面を当該指定介護予防支援事業所に備え付け、かつ、

これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、同

項の規定による掲示に代えることができる。 
3 指定介護予防支援事業者は、原則として、重要事項をウェ

ブサイトに掲載しなければならない。 
 

(記録の整備) (記録の整備) 
第29条 （略） 第29条 （略） 
2 指定介護予防支援事業者は、利用者に対する指定介護予防

支援の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の

日から5年間保存しなければならない。 

2 指定介護予防支援事業者は、利用者に対する指定介護予防

支援の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の

日から5年間保存しなければならない。 
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(1) （略） (1) （略） 
(2) 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した介護

予防支援台帳 
(2) 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した介護

予防支援台帳 
ア～ウ （略） ア～ウ （略） 
エ 第31条第14号の規定による評価の結果の記録 エ 第31条第14号に規定する  評価の結果の記録 
オ （略） オ （略） 

(3) 第31条第2号の3の規定による身体的拘束その他利用

者の行動を制限する行為(第31条第2号の2及び第2号の3
において「身体的拘束等」という。)の態様及び時間、そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

の記録 

 

(4) 第16条の規定による市への通知に係る記録 (3) 第16条に規定する  市への通知に係る記録 
(5) 第26条第2項の規定による苦情の内容等の記録 (4) 第26条第2項に規定する  苦情の内容等の記録 
(6) 第27条第2項の規定による事故の状況及び事故に際し

て採った処置についての記録 
(5) 第27条第2項に規定する  事故の状況及び事故に際し

て採った処置についての記録 
(指定介護予防支援の具体的取扱方針) (指定介護予防支援の具体的取扱方針) 

第31条 指定介護予防支援の方針は、第2条に規定する基本

方針及び前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げ

るところによるものとする。 

第31条 指定介護予防支援の方針は、第2条に規定する基本

方針及び前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げ

るところによるものとする。 
(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 
(2)の2 指定介護予防支援の提供に当たっては、当該利用  
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者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急

やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはなら

ない。 
(2)の3 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及

び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを

得ない理由を記録しなければならない。 

 

(3)～(14) （略） (3)～(14) （略） 
(15) 担当職員は、第13号に規定する実施状況の把握(以下

「モニタリング」という。)に当たっては、利用者及びそ

の家族、指定介護予防サービス事業者等との連絡を継続

的に行うこととし、特段の事情のない限り、次に定める

ところにより行わなければならない。 

(15) 担当職員は、第13号に規定する実施状況の把握(以下

「モニタリング」という。)に当たっては、利用者及びそ

の家族、指定介護予防サービス事業者等との連絡を継続

的に行うこととし、特段の事情のない限り、次に定める

ところにより行わなければならない。 
ア 少なくともサービスの提供を開始する月の翌月から

起算して3月に1回                               
                                                
                     、利用者に面接すること。 

ア 少なくともサービスの提供を開始する月の翌月から

起算して3月に1回及びサービスの評価期間が終了す

る月並びに利用者の状況に著しい変化があったとき

は、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること。 
イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問するこ

とによって行うこと。ただし、次のいずれにも該当す

る場合であって、サービスの提供を開始する月の翌月

から起算して3月ごとの期間(以下この号において単に

「期間」という。)について、少なくとも連続する2期
間に1回、利用者の居宅を訪問し、面接するときは、利

 

-139-



用者の居宅を訪問しない期間において、テレビ電話装

置等を活用して、利用者に面接することができる。 
(ア) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことに

ついて、文書により利用者の同意を得ていること。 
(イ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事

項について主治の医師、担当者その他の関係者の合

意を得ていること。 
ａ 利用者の心身の状況が安定していること。 
ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通

を行うことができること。 
ｃ 担当職員が、テレビ電話装置等を活用したモニ

タリングでは把握できない情報について、担当者

から提供を受けること。 
ウ サービスの評価期間が終了する月及び利用者の状況

に著しい変化があったときは、利用者の居宅を訪問し、

利用者に面接すること。 

 

エ 利用者の居宅を訪問しない月(イただし書の規定に

よりテレビ電話装置等を活用して利用者に面接する月

を除く。)においては、可能な限り、                
                                                
                                                
                                                
                                                

イ 利用者の居宅を訪問しない月                    
                                                
        においては、可能な限り、指定介護予防通所

介護事業所(指定介護予防サービス等の事業の人員、設

備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準(平成1
8年厚生労働省令第35号)第97条第1項に規定する指定

-140-



                                   指定介護予防

通所リハビリテーション事業所(指定介護予防サービ

ス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防

サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方

法に関する基準(平成18年厚生労働省令第35号)第117
条第1項に規定する指定介護予防通所リハビリテーシ

ョン事業所をいう。)を訪問する等の方法により利用者

に面接するよう努めるとともに、当該面接ができない

場合にあっては、電話等により利用者との連絡を実施

すること。 

介護予防通所介護事業所をいう。)又は指定介護予防通

所リハビリテーション事業所(同省令               
                                                
                                                
                                       第117条
第1項に規定する指定介護予防通所リハビリテーショ

ン事業所をいう。)を訪問する等の方法により利用者に

面接するよう努めるとともに、当該面接ができない場

合にあっては、電話等により利用者との連絡を実施す

ること。 
オ 少なくとも1月に1回、モニタリングの結果を記録す

ること。 
ウ 少なくとも1月に1回、モニタリングの結果を記録す

ること。 
(16)～(26) （略） (16)～(26) （略） 
(27) 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事

業者は、法第115条の30の2第1項の規定により市長から

情報の提供を求められた場合には、その求めに応じなけ

ればならない。 

 

(準用)  
第33条 第2章から前章までの規定(第26条第6項及び第7項
を除く。)は、基準該当介護予防支援の事業について準用す

る。この場合において、第5条第1項中「第18条」とあるの

は「第33条において準用する第18条」と、第11条第1項中

第33条 第2章から前章までの規定(第26条第6項及び第7項
を除く。)は、基準該当介護予防支援の事業について準用す

る。この場合において、第5条第1項中「第18条」とあるの

は「第33条において準用する第18条」と、第11条     中
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「指定介護予防支援(法第58条第4項の規定に基づき介護予

防サービス計画費(同条第1項に規定する介護予防サービス

計画費をいう。以下同じ。)が当該指定介護予防支援事業者

に支払われる場合に係るものを除く。)」とあるのは「基準

該当介護予防支援」と、「介護予防サービス計画費の額」

とあるのは「法第59条第3項に規定する特例介護予防サー

ビス計画費の額」と読み替えるものとする。 

「指定介護予防支援(法第58条第4項の規定に基づき介護予

防サービス計画費(同条第1項に規定する介護予防サービス

計画費をいう。以下同じ。)が当該指定介護予防支援事業者

に支払われる場合に係るものを除く。)」とあるのは「基準

該当介護予防支援」と、「介護予防サービス計画費の額」

とあるのは「法第59条第3項に規定する特例介護予防サー

ビス計画費の額」と読み替えるものとする。 
(電磁的記録等) (電磁的記録等) 

第34条 指定介護予防支援事業者及び指定介護予防支援の

提供に当たる者は、作成、保存その他これらに類するもの

のうち、この条例の規定において書面(書面、書類、文書、

謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知

覚によって認識することができる情報が記載された紙その

他の有体物をいう。以下この条において同じ。)で行うこと

が規定されている又は想定されるもの(第8条(前条  にお

いて準用する場合を含む。)及び第31条第25号(前条  にて

準用する場合を含む。)並びに次項に規定するものを除く。)
については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録   
                                                    
                                                    
                                         により行う

ことができる。 

第34条 指定介護予防支援事業者及び指定介護予防支援の

提供に当たる者は、作成、保存その他これらに類するもの

のうち、この条例の規定において書面(書面、書類、文書、

謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知

覚によって認識することができる情報が記載された紙その

他の有体物をいう。以下この条において同じ。)で行うこと

が規定されている又は想定されるもの(第8条(第33条にお

いて準用する場合を含む。)及び第31条第25号(第33条にて

準用する場合を含む。)並びに次項に規定するものを除く。)
については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録(電
子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識する

ことができない方式で作られる記録であって、電子計算機

による情報処理の用に供されるものをいう。)により行うこ

とができる。 
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2 （略） 2 （略） 
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 議案第１２号 
   南アルプス市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定

める条例の一部改正について 
 

 南アルプス市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める

条例の一部を改正する条例を次のように定める。 
  令和６年２月２２日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプス市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定

める条例の一部を改正する条例 
 
南アルプス市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定め

る条例（平成３０年南アルプス市条例第１号）の一部を次のように改正する。 
 
第３条第４項中「地域包括支援センター」の次に「（以下「地域包括支援センタ

ー」という。）」を加える。 
第４条第２項中「利用者の数が３５」を「利用者の数（当該指定居宅介護支援事

業者が指定介護予防支援事業者の指定を併せて受け、又は法第１１５条の２３第３

項の規定により地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者から

委託を受けて、当該指定居宅介護支援事業所において指定介護予防支援（法第５８

条第１項に規定する指定介護予防支援をいう。以下この項及び第１５条第２６号に

おいて同じ。）を行う場合にあっては、当該事業所における指定居宅介護支援の利用

者の数に当該事業所における指定介護予防支援の利用者の数に３分の１を乗じた数

を加えた数。次項において同じ。）が４４」に改め、同条に次の１項を加える。 
３ 前項の規定にかかわらず、指定居宅介護支援事業所が、公益社団法人国民健康

保険中央会（昭和３４年１月１日に社団法人国民健康保険中央会という名称で設

立された法人をいう。）が運用及び管理を行う指定居宅介護支援事業者及び指定

居宅サービス事業者等の使用に係る電子計算機と接続された居宅サービス計画

の情報の共有等のための情報処理システムを利用し、かつ、事務職員を配置して

いる場合における第１項に規定する員数の基準は、利用者の数が４９又はその端

数を増すごとに１とする。 
第５条第３項第２号中「同一敷地内にある」を削る。 
第６条第２項中「あらかじめ」の次に「、利用者又はその家族に対し」を加え、

「、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画
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の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下

この項において「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計

画の数が占める割合、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された

居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅

サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって提供されたものが占め

る割合」を削り、同条第８項を同条第９項とし、同条第７項各号列記以外の部分中

「第４項」を「第５項」に改め、同項第１号中「第４項各号」を「第５項各号」に

改め、同項を同条第８項とし、同条第６項中「第４項第１号」を「第５項第１号」

に改め、同項を同条第７項とし、同条第５項を同条第６項とし、同条第４項中「第

７項」を「第８項」に改め、同項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムそ

の他これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」

を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっ

ては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報

処理の用に供されるものをいう。第３３条第１項において同じ。）に係る記録媒体を

いう。）」に改め、同項を同条第５項とし、同条中第３項を第４項とし、第２項の次

に次の１項を加える。 
３ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじ

め、利用者又はその家族に対し、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所におい

て作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸

与及び地域密着型通所介護（以下この項において「訪問介護等」という。）がそ

れぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合及び前６月間に当該

指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画に位置付けられ

た訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域

密着型サービス事業者によって提供されたものが占める割合につき説明を行い、

理解を得るよう努めなければならない。 
第１５条第２号の次に次の２号を加える。 

（２）の２ 指定居宅介護支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等

の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その

他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）を行っては

ならない。 
（２）の３ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 
第１５条第１３号の２中「若しくは歯科医師」を「等」に改め、同条第１４号ア

中「、利用者の居宅を訪問し」を削り、同号中イをウとし、アの次に次のように加

える。 

-145-



イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこと。

ただし、次のいずれにも該当する場合であって、少なくとも２月に１回、利

用者の居宅を訪問し、利用者に面接するときは、利用者の居宅を訪問しない

月においては、テレビ電話装置等を活用して、利用者に面接することができ

るものとする。 
（ア）テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により利

用者の同意を得ていること。 
（イ）サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医師、

担当者その他の関係者の合意を得ていること。 
ａ 利用者の心身の状況が安定していること。 
ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができるこ

と。 
ｃ 介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把

握できない情報について、担当者から提供を受けること。 
第１５条第２６号中「基づき、」の次に「地域包括支援センターの設置者である」

を加える。 
第２４条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項」

という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、「同項」

を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 
３ 指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しな

ければならない。 
第３１条第２項中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第３号を第４号と

し、第２号の次に次の１号を加える。 
（３）第１５条第２号の３の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 
第３２条中「第３章」を「前章」に改める。 
第３３条第１項中「第３２条」を「前条」に改め、「（電子的方式、磁気的方式そ

の他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電

子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）」を削る。 
 
 

附 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
 （重要事項の掲示に係る経過措置） 
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２ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間は、改正後の南アルプス

市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例（以下

「新指定居宅介護支援等基準条例」という。）第２４条第３項（新指定居宅介護

支援等基準条例第３２条において準用する場合を含む。）の規定の適用について

は、同項中「指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイト

に掲載しなければならない。」とあるのは「削除」とする。 
 
 
提案理由  
指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第

３８号）の一部改正に伴い、同基準の規定に基づく本条例を改正したいので、この

案を提出するものである。 
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〇南アルプス市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正案 現行 

(基本方針) (基本方針) 
第3条 （略） 第3条 （略） 
2・3 （略） 2・3 （略） 
4 指定居宅介護支援事業者は、事業の運営に当たっては、

市、法第115条の46第1項に規定する地域包括支援センター

(以下「地域包括支援センター」という。)、老人福祉法(昭和

38年法律第133号)第20条の7の2第1項に規定する老人介護支

援センター、他の指定居宅介護支援事業者、指定介護予防支

援事業者(法第58条第1項に規定する指定介護予防支援事業者

をいう。第15条第25号及び第26号において同じ。)、介護保

険施設、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律(平成17年法律第123号)第51条の17第1項第1号に

規定する指定特定相談支援事業者等との連携に努めなければ

ならない。 

4 指定居宅介護支援事業者は、事業の運営に当たっては、

市、法第115条の46第1項に規定する地域包括支援センター  
                                    、老人福祉法(昭和3
8年法律第133号)第20条の7の2第1項に規定する老人介護支

援センター、他の指定居宅介護支援事業者、指定介護予防支

援事業者(法第58条第1項に規定する指定介護予防支援事業者

をいう。第15条第25号及び第26号において同じ。)、介護保

険施設、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律(平成17年法律第123号)第51条の17第1項第1号に

規定する指定特定相談支援事業者等との連携に努めなければ

ならない。 
5・6 （略） 5・6 （略） 

(介護支援専門員の員数) (介護支援専門員の員数) 
第4条 （略） 第4条 （略） 
2 前項に規定する員数の基準は、利用者の数(当該指定居宅

介護支援事業者が指定介護予防支援事業者の指定を併せて

2 前項に規定する員数の基準は、利用者の数が35         
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受け、又は法第115条の23第3項の規定により地域包括支援

センターの設置者である指定介護予防支援事業者から委託

を受けて、当該指定居宅介護支援事業所において指定介護

予防支援(法第58条第1項に規定する指定介護予防支援をい

う。以下この項及び第15条第26号において同じ。)を行う場

合にあっては、当該事業所における指定居宅介護支援の利

用者の数に当該事業所における指定介護予防支援の利用者

の数に3分の1を乗じた数を加えた数。次項において同じ。)
が44又はその端数を増すごとに1とする。 

                                                    
                                                    
                                                    
                                                    
                                                    
                                                    
                                                    
                                                    
      又はその端数を増すごとに1とする。 

3 前項の規定にかかわらず、指定居宅介護支援事業所が、公

益社団法人国民健康保険中央会(昭和34年1月1日に社団法

人国民健康保険中央会という名称で設立された法人をい

う。)が運用及び管理を行う指定居宅介護支援事業者及び指

定居宅サービス事業者等の使用に係る電子計算機と接続さ

れた居宅サービス計画の情報の共有等のための情報処理シ

ステムを利用し、かつ、事務職員を配置している場合にお

ける第1項に規定する員数の基準は、利用者の数が49又は

その端数を増すごとに1とする。 

 

(管理者) (管理者) 
第5条 （略） 第5条 （略） 
2 （略） 2 （略） 
3 第1項に規定する管理者は、専らその職務に従事する者で 3 第1項に規定する管理者は、専らその職務に従事する者で
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なければならない。ただし、次に掲げる場合は、この限り

でない。 
なければならない。ただし、次に掲げる場合は、この限り

でない。 
(1) （略） (1) （略） 
(2) 管理者が                他の事業所の職務に従事

する場合(その管理する指定居宅介護支援事業所の管理

に支障がない場合に限る。) 

(2) 管理者が同一敷地内にある他の事業所の職務に従事

する場合(その管理する指定居宅介護支援事業所の管理

に支障がない場合に限る。) 
(内容及び手続の説明及び同意) (内容及び手続の説明及び同意) 

第6条 （略） 第6条 （略） 
2 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開

始に際し、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、居宅

サービス計画が第3条に規定する基本方針及び利用者の希

望に基づき作成されるものであり、利用者は複数の指定居

宅サービス事業者等を紹介するよう求めることができるこ

と                                                  
                                                    
                                                    
                                                    
                                                    
                                                    
                                                    
                                                    
                                等につき説明を行い、

2 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開

始に際し、あらかじめ                          、居宅

サービス計画が第3条に規定する基本方針及び利用者の希

望に基づき作成されるものであり、利用者は複数の指定居

宅サービス事業者等を紹介するよう求めることができるこ

と、前6月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成さ

れた居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、

福祉用具貸与及び地域密着型通所介護(以下この項におい

て「訪問介護等」という。)がそれぞれ位置付けられた居宅

サービス計画の数が占める割合、前6月間に当該指定居宅介

護支援事業所において作成された居宅サービス計画に位置

付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅

サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によっ

て提供されたものが占める割合等につき説明を行い、理解
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理解を得なければならない。 を得なければならない。 
3 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開

始に際し、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、前6
月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居

宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉

用具貸与及び地域密着型通所介護(以下この項において「訪

問介護等」という。)がそれぞれ位置付けられた居宅サービ

ス計画の数が占める割合及び前6月間に当該指定居宅介護

支援事業所において作成された居宅サービス計画に位置付

けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サ

ービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって

提供されたものが占める割合につき説明を行い、理解を得

るよう努めなければならない。 

 

4 （略） 3 （略） 
5 指定居宅介護支援事業者は、利用申込者又はその家族から

の申出があった場合には、第1項の規定による文書の交付に

代えて、第8項で定めるところにより、当該利用申込者又は

その家族の承諾を得て、当該文書に記載すべき重要事項を

電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術

を利用する方法であって次に掲げるもの(以下この条にお

いて「電磁的方法」という。)により提供することができる。

この場合において、当該指定居宅介護支援事業者は、当該

4 指定居宅介護支援事業者は、利用申込者又はその家族から

の申出があった場合には、第1項の規定による文書の交付に

代えて、第7項で定めるところにより、当該利用申込者又は

その家族の承諾を得て、当該文書に記載すべき重要事項を

電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術

を利用する方法であって次に掲げるもの(以下この条にお

いて「電磁的方法」という。)により提供することができる。

この場合において、当該指定居宅介護支援事業者は、当該
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文書を交付したものとみなす。 文書を交付したものとみなす。 
(1) （略） (1) （略） 
(2) 電磁的記録媒体(電磁的記録(電子的方式、磁気的方式

その他人の知覚によっては認識することができない方式

で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の

用に供されるものをいう。第33条第1項において同じ。)
に係る記録媒体をいう。)をもって調製するファイルに重

要事項を記録したものを交付する方法 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準

ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことが

できる物                                          
                                                  
                       をもって調製するファイルに

重要事項を記録したものを交付する方法 
6 （略） 5 （略） 
7 第5項第1号の「電子情報処理組織」とは、指定居宅介護

支援事業者の使用に係る電子計算機と、利用申込者又はそ

の家族の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続し

た電子情報処理組織をいう。 

6 第4項第1号の「電子情報処理組織」とは、指定居宅介護

支援事業者の使用に係る電子計算機と、利用申込者又はそ

の家族の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続し

た電子情報処理組織をいう。 
8 指定居宅介護支援事業者は、第5項の規定により重要事項

を提供しようとするときは、あらかじめ、利用申込者又は

その家族に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類

及び内容を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なけ

ればならない。 

7 指定居宅介護支援事業者は、第4項の規定により重要事項

を提供しようとするときは、あらかじめ、利用申込者又は

その家族に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類

及び内容を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なけ

ればならない。 
(1) 第5項各号に規定する方法のうち指定居宅介護支援事

業者が使用するもの 
(1) 第4項各号に規定する方法のうち指定居宅介護支援事

業者が使用するもの 
(2) （略） (2) （略） 

9 （略） 8 （略） 
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(指定居宅介護支援の具体的取扱方針) (指定居宅介護支援の具体的取扱方針) 
第15条 指定居宅介護支援の方針は、第3条に規定する基本

方針及び前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げ

るところによるものとする。 

第15条 指定居宅介護支援の方針は、第3条に規定する基本

方針及び前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げ

るところによるものとする。 
(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 
(2)の2 指定居宅介護支援の提供に当たっては、当該利用

者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急

やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行

動を制限する行為(以下「身体的拘束等」という。)を行

ってはならない。 

 

(2)の3 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及

び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを

得ない理由を記録しなければならない。 

 

(3)～(13) （略） (3)～(13) （略） 
(13)の2 介護支援専門員は、指定居宅サービス事業者等か

ら利用者に係る情報の提供を受けたときその他必要と認

めるときは、利用者の服薬状況、口腔機能その他の利用

者の心身又は生活の状況に係る情報のうち必要と認める

ものを、利用者の同意を得て主治の医師等             
 又は薬剤師に提供するものとする。 

(13)の2 介護支援専門員は、指定居宅サービス事業者等か

ら利用者に係る情報の提供を受けたときその他必要と認

めるときは、利用者の服薬状況、口腔機能その他の利用

者の心身又は生活の状況に係る情報のうち必要と認める

ものを、利用者の同意を得て主治の医師若しくは歯科医

師又は薬剤師に提供するものとする。 
(14) 介護支援専門員は、第13号に規定する実施状況の把

握(以下この号及び第31条第2項第2号エにおいて「モニタ

(14) 介護支援専門員は、第13号に規定する実施状況の把

握(以下この号及び第31条第2項第2号エにおいて「モニタ
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リング」という。)に当たっては、利用者及びその家族、

指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に行うこと

とし、特段の事情のない限り、次に定めるところにより

行わなければならない。 

リング」という。)に当たっては、利用者及びその家族、

指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に行うこと

とし、特段の事情のない限り、次に定めるところにより

行わなければならない。 
ア 少なくとも1月に1回                      、利用

者に面接すること。 
ア 少なくとも1月に1回、利用者の居宅を訪問し、利用

者に面接すること。 
イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問するこ

とによって行うこと。ただし、次のいずれにも該当す

る場合であって、少なくとも2月に1回、利用者の居宅

を訪問し、利用者に面接するときは、利用者の居宅を

訪問しない月においては、テレビ電話装置等を活用し

て、利用者に面接することができるものとする。 
(ア) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことに

ついて、文書により利用者の同意を得ていること。 
(イ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事

項について主治の医師、担当者その他の関係者の合

意を得ていること。 
ａ 利用者の心身の状況が安定していること。 
ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通

を行うことができること。 
ｃ 介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用し

たモニタリングでは把握できない情報について、

担当者から提供を受けること。 
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ウ 少なくとも1月に1回、モニタリングの結果を記録す

ること。 
イ 少なくとも1月に1回、モニタリングの結果を記録す

ること。 
(15)～(25) （略） (15)～(25) （略） 
(26) 指定居宅介護支援事業者は、法第115条の23第3項の

規定に基づき、地域包括支援センターの設置者である指

定介護予防支援事業者から指定介護予防支援の業務の委

託を受けるに当たっては、その業務量等を勘案し、当該

指定居宅介護支援事業者が行う指定居宅介護支援の業務

が適正に実施できるよう配慮しなければならない。 

(26) 指定居宅介護支援事業者は、法第115条の23第3項の

規定に基づき、                                  指
定介護予防支援事業者から指定介護予防支援の業務の委

託を受けるに当たっては、その業務量等を勘案し、当該

指定居宅介護支援事業者が行う指定居宅介護支援の業務

が適正に実施できるよう配慮しなければならない。 
(27) （略） (27) （略） 
(掲示) (掲示) 

第24条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業

所の見やすい場所に、運営規程の概要、介護支援専門員の

勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資する

と認められる重要事項(以下この条において単に「重要事

項」という。)を掲示しなければならない。 

第24条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業

所の見やすい場所に、運営規程の概要、介護支援専門員の

勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資する

と認められる重要事項                                
            を掲示しなければならない。 

2 指定居宅介護支援事業者は、重要事項          を記載し

た書面を当該指定居宅介護支援事業所に備え付け、かつ、

これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、前

項の規定による掲示に代えることができる。 

2 指定居宅介護支援事業者は、前項に規定する事項を記載し

た書面を当該指定居宅介護支援事業所に備え付け、かつ、

これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、同

項の規定による掲示に代えることができる。 
3 指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項をウェ

ブサイトに掲載しなければならない。 
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(記録の整備) (記録の整備) 
第31条 （略） 第31条 （略） 
2 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護

支援の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の

日から5年間保存しなければならない。 

2 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護

支援の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の

日から5年間保存しなければならない。 
(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 
(3) 第15条第2号の3の規定による身体的拘束等の態様及

び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを

得ない理由の記録 

 

(4) （略） (3) （略） 
(5) （略） (4) （略） 
(6) （略） (5) （略） 
(準用) (準用) 

第32条 第3条、第2章及び前章 (第28条第6項及び第7項を除

く。)の規定は、基準該当居宅介護支援の事業について準用

する。この場合において、第12条第1項中「指定居宅介護

支援(法第46条第4項の規定に基づき居宅介護サービス計画

費(法第46条第2項に規定する居宅介護サービス計画費をい

う。以下この項において同じ。)が当該指定居宅介護支援事

業者に支払われる場合に係るものを除く。)」とあるのは「基

準該当居宅介護支援」と、「居宅介護サービス計画費の支

給」とあるのは「特例居宅介護サービス計画費(法第47条第

第32条 第3条、第2章及び第3章(第28条第6項及び第7項を除

く。)の規定は、基準該当居宅介護支援の事業について準用

する。この場合において、第12条第1項中「指定居宅介護

支援(法第46条第4項の規定に基づき居宅介護サービス計画

費(法第46条第2項に規定する居宅介護サービス計画費をい

う。以下この項において同じ。)が当該指定居宅介護支援事

業者に支払われる場合に係るものを除く。)」とあるのは「基

準該当居宅介護支援」と、「居宅介護サービス計画費の支

給」とあるのは「特例居宅介護サービス計画費(法第47条第
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3項に規定する特例居宅介護サービス計画費をいう。以下こ

の項において同じ。)の支給」と、「居宅介護サービス計画

費の額」とあるのは「特例居宅介護サービス計画費の額」

と、第28条第1項中「(第6項において「指定居宅介護支援等」

という。)に」とあるのは「に」と読み替えるものとする。 

3項に規定する特例居宅介護サービス計画費をいう。以下こ

の項において同じ。)の支給」と、「居宅介護サービス計画

費の額」とあるのは「特例居宅介護サービス計画費の額」

と、第28条第1項中「(第6項において「指定居宅介護支援等」

という。)に」とあるのは「に」と読み替えるものとする。 
(電磁的記録等) (電磁的記録等) 

第33条 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の

提供に当たる者は、作成、保存その他これらに類するもの

のうち、この条例の規定において書面(書面、書類、文書、

謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知

覚によって認識することができる情報が記載された紙その

他の有体物をいう。以下この条において同じ。)で行うこと

が規定されている又は想定されるもの(第9条(前条  にお

いて準用する場合を含む。)及び第15条第24号(前条  にお

いて準用する場合を含む。)並びに次項に規定するものを除

く。)については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記

録                                                  
                                                    
                                              により

行うことができる。 

第33条 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の

提供に当たる者は、作成、保存その他これらに類するもの

のうち、この条例の規定において書面(書面、書類、文書、

謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知

覚によって認識することができる情報が記載された紙その

他の有体物をいう。以下この条において同じ。)で行うこと

が規定されている又は想定されるもの(第9条(第32条にお

いて準用する場合を含む。)及び第15条第24号(第32条にお

いて準用する場合を含む。)並びに次項に規定するものを除

く。)については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記

録(電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録であって、電子計

算機による情報処理の用に供されるものをいう。)により行

うことができる。 
2 （略） 2 （略） 
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 議案第１３号 
   南アルプス市ひとり親家庭医療費助成に関する条例の一部改正について 

 
 南アルプス市ひとり親家庭医療費助成に関する条例の一部を改正する条例を次の

ように定める。 
  令和６年２月２２日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプス市ひとり親家庭医療費助成に関する条例の一部を改正する条例 
 
南アルプス市ひとり親家庭医療費助成に関する条例（平成１８年南アルプス市条

例第１３号）の一部を次のように改正する。 
 
第２条第３項第６号中「第１０条第１項」の次に「又は第１０条の２」を加え、

同条第４項中「その生計」を「、その生計」に改める。 
 
 

附 則 
 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
 
 
提案理由  
配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律の一部を改正する法

律（令和５年法律第３０号）の施行に伴い、法律に規定する用語の引用規定を改正

する等の必要があることから、本条例を改正したいので、この案を提出するもので

ある。 
 

-158-



○南アルプス市ひとり親家庭医療費助成に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正案 現行 

(用語の定義) (用語の定義) 
第2条 （略） 第2条 （略） 
2 （略） 2 （略） 
3 この条例において「ひとり親家庭」とは、次の各号のいず

れかに該当する児童の父又は母がその児童を監護する家庭

をいう。ただし、当該児童が児童を監護しない父若しくは

母(児童扶養手当法施行令(昭和36年政令第405号。以下「施

行令」という。)第1条第2項に規定する程度の障害の状態に

ある者を除く。)と生計を同じくしているとき、又は父若し

くは母の配偶者(施行令第1条第2項に規定する程度の障害

の状態にある者を除く。)に養育されているときを除く。 

3 この条例において「ひとり親家庭」とは、次の各号のいず

れかに該当する児童の父又は母がその児童を監護する家庭

をいう。ただし、当該児童が児童を監護しない父若しくは

母(児童扶養手当法施行令(昭和36年政令第405号。以下「施

行令」という。)第1条第2項に規定する程度の障害の状態に

ある者を除く。)と生計を同じくしているとき、又は父若し

くは母の配偶者(施行令第1条第2項に規定する程度の障害

の状態にある者を除く。)に養育されているときを除く。 
(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 
(6) 父又は母が配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護等に関する法律(平成13年法律第31号)第10条第1項又

は第10条の2の規定による命令(それぞれ母又は父の申立

てにより発せられたものに限る。)を受けた児童 

(6) 父又は母が配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護等に関する法律(平成13年法律第31号)第10条第1項   
          の規定による命令(それぞれ母又は父の申立

てにより発せられたものに限る。)を受けた児童 
(7)～(9) （略） (7)～(9) （略） 

4 この条例において「養育者」とは、次の各号に掲げるいず

れかの児童と同居して、これを監護し、かつ、その生計を

4 この条例において「養育者」とは、次の各号に掲げるいず

れかの児童と同居して、これを監護し、かつその生計  を

-159-



維持する者であって、父母並びに児童福祉法(昭和22年法律

第164号)第6条の3第8項に規定する小規模住居型児童養育

事業を行う者及び同法第6条の4に規定する里親以外のも

のをいう。 

維持する者であって、父母並びに児童福祉法(昭和22年法律

第164号)第6条の3第8項に規定する小規模住居型児童養育

事業を行う者及び同法第6条の4に規定する里親以外のも

のをいう。 
(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

5～7 （略） 5～7 （略） 
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 議案第１４号 
   南アルプス市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例の一部改正について 
 

 南アルプス市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例を次のように定める。 
  令和６年２月２２日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプス市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例 
 
南アルプス市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例（平成２６年南アルプス市条例第３９号）の一部を次のように改正する。 
 
第２３条の見出し中「（掲示）」を「（掲示等）」に改め、同条中「を掲示しなけれ

ばならない」を「を掲示するとともに、電気通信回線に接続して行う自動公衆送信

（公衆によって直接受信されることを目的として公衆からの求めに応じ自動的に送

信を行うことをいい、放送又は有線放送に該当するものを除く。）により公衆の閲覧

に供しなければならない」に改める。 
第５３条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準

ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録

媒体（電磁的記録に係る記録媒体をいう。）」に改める。 
 
 

附 則 
 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
 
 
提案理由  
特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設

等の運営に関する基準（平成２６年内閣府令第３９号）の一部改正に伴い、同基準

の規定に基づく本条例を改正したいので、この案を提出するものである。 
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○南アルプス市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例新旧対照

表 

改正案 現行 

(掲示等) (掲示)   
第23条 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の

見やすい場所に、運営規程の概要、職員の勤務の体制、利

用者負担その他の利用申込者の特定教育・保育施設の選択

に資すると認められる重要事項を掲示するとともに、電気

通信回線に接続して行う自動公衆送信(公衆によって直接

受信されることを目的として公衆からの求めに応じ自動的

に送信を行うことをいい、放送又は有線放送に該当するも

のを除く。)により公衆の閲覧に供しなければならない。 

第23条 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の

見やすい場所に、運営規程の概要、職員の勤務の体制、利

用者負担その他の利用申込者の特定教育・保育施設の選択

に資すると認められる重要事項を掲示しなければならない

                                                    
                                                    
                                                    
                                                。 

(電磁的記録等) (電磁的記録等) 
第53条 （略） 第53条 （略） 
2 特定教育・保育施設等は、この条例の規定による書面等の

交付又は提出については、当該書面等が電磁的記録により

作成されている場合には、当該書面等の交付又は提出に代

えて、第4項で定めるところにより、教育・保育給付認定保

護者の承諾を得て、当該書面等に記載すべき事項(以下この

条において「記載事項」という。)を電子情報処理組織(特
定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機と、教育・保

2 特定教育・保育施設等は、この条例の規定による書面等の

交付又は提出については、当該書面等が電磁的記録により

作成されている場合には、当該書面等の交付又は提出に代

えて、第4項で定めるところにより、教育・保育給付認定保

護者の承諾を得て、当該書面等に記載すべき事項(以下この

条において「記載事項」という。)を電子情報処理組織(特
定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機と、教育・保
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育給付認定保護者の使用に係る電子計算機とを電気通信回

線で接続した電子情報処理組織をいう。以下この条におい

て同じ。)を使用する方法その他の情報通信の技術を利用す

る方法であって次に掲げるもの(以下この条において「電磁

的方法」という。)により提供することができる。この場合

において、当該特定教育・保育施設等は、当該書面等を交

付し、又は提出したものとみなす。 

育給付認定保護者の使用に係る電子計算機とを電気通信回

線で接続した電子情報処理組織をいう。以下この条におい

て同じ。)を使用する方法その他の情報通信の技術を利用す

る方法であって次に掲げるもの(以下この条において「電磁

的方法」という。)により提供することができる。この場合

において、当該特定教育・保育施設等は、当該書面等を交

付し、又は提出したものとみなす。 
(1) （略） (1) （略） 
(2) 電磁的記録媒体(電磁的記録に係る記録媒体をいう。) 

                                                  
       をもって調製するファイルに記載事項を記録し

たものを交付する方法 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準

ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことが

できる物をもって調製するファイルに記載事項を記録し

たものを交付する方法 
3～6 （略） 3～6 （略） 
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 議案第１５号 
   南アルプス市営住宅条例の一部改正について 

 
 南アルプス市営住宅条例の一部を改正する条例を次のように定める。 
  令和６年２月２２日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプス市営住宅条例の一部を改正する条例 
 
南アルプス市営住宅条例（平成１５年南アルプス市条例第２１８号）の一部を次

のように改正する。 
 
第６条第１号中「以下同じ。）」を「）又は親族に準ずる者として規則で定める者

（以下これらを「親族等」という。）」に改め、同条第６号中「親族」を「親族等」

に改める。 
第１２条第１項及び第３１条第４項第１号中「親族」を「親族等」に改める。 
第５０条第１号中「親族（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情に

ある者その他婚姻の予約者を含む。）」を「親族等」に改める。 
 
 

附 則 
 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
 
 
提案理由  
山梨県パートナーシップ宣誓制度の導入に鑑み、南アルプス市営住宅の入居者に

係る資格要件等を改める必要があることから、本条例を改正したいので、この案を

提出するものである。 
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〇南アルプス市営住宅条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正案 現行 

(入居者資格) (入居者資格) 
第6条 市営住宅に入居することができる者は、次の各号(老
人、障害者基本法(昭和45年法律第84号)第2条第1号に規定

する障害者(以下「障害者」という。)その他の特に居住の

安定を図る必要がある者として規則で定める者(次条第2項
において「老人等」という。)にあっては第2号から第6号ま

で、被災市街地復興特別措置法(平成7年法律第14号)第21
条又は福島復興再生特別措置法(平成24年法律第25号)第40
条の規定により法第23条各号に掲げる条件を具備すると

みなされる者にあっては第3号及び第6号)に掲げる条件を

具備するものでなければならない。ただし、定住促進住宅

への入居で、特に市長が認めた場合は、この限りではない。 

第6条 市営住宅に入居することができる者は、次の各号(老
人、障害者基本法(昭和45年法律第84号)第2条第1号に規定

する障害者(以下「障害者」という。)その他の特に居住の

安定を図る必要がある者として規則で定める者(次条第2項
において「老人等」という。)にあっては第2号から第6号ま

で、被災市街地復興特別措置法(平成7年法律第14号)第21
条又は福島復興再生特別措置法(平成24年法律第25号)第40
条の規定により法第23条各号に掲げる条件を具備すると

みなされる者にあっては第3号及び第6号)に掲げる条件を

具備するものでなければならない。ただし、定住促進住宅

への入居で、特に市長が認めた場合は、この限りではない。 
(1) 現に同居し、又は同居しようとする親族(婚姻の届出を

しないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者その他婚

姻の予約者を含む。)又は親族に準ずる者として規則で定

める者(以下これらを「親族等」という。)があること。 

(1) 現に同居し、又は同居しようとする親族(婚姻の届出を

しないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者その他婚

姻の予約者を含む。以下同じ。)                      
                                      があること。 

(2)～(5) （略） (2)～(5) （略） 
(6) その者又は現に同居し、若しくは同居しようとする親

族等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

(6) その者又は現に同居し、若しくは同居しようとする親

族  が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律
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(平成3年法律第77号)第2条第6号に規定する暴力団員(以
下「暴力団員」という。)でないこと。 

(平成3年法律第77号)第2条第6号に規定する暴力団員(以
下「暴力団員」という。)でないこと。 

(同居の承認) (同居の承認) 
第12条 市営住宅の入居者は、当該市営住宅の入居の際に同

居した親族等以外の者を同居させようとするときは、規則

で定めるところにより、市長の承認を得なければならない。 

第12条 市営住宅の入居者は、当該市営住宅の入居の際に同

居した親族  以外の者を同居させようとするときは、規則

で定めるところにより、市長の承認を得なければならない。 
2 （略） 2 （略） 

(高額所得者に対する明渡請求) (高額所得者に対する明渡請求) 
第31条 （略） 第31条 （略） 
2・3 （略） 2・3 （略） 
4 市長は、第1項の規定による請求を受けた者に次に掲げる

特別の事情がある場合においては、その者の申出により、

明渡しの期限を延長することができる。 

4 市長は、第1項の規定による請求を受けた者に次に掲げる

特別の事情がある場合においては、その者の申出により、

明渡しの期限を延長することができる。 
(1) 入居者又は同居者(市営住宅の入居の際に同居した親

族等又は第12条第1項の規定により承認を得た者のう

ち、現に同居している者をいう。以下同じ。)が病気にか

かっているとき。 

(1) 入居者又は同居者(市営住宅の入居の際に同居した親

族  又は第12条第1項の規定により承認を得た者のう

ち、現に同居している者をいう。以下同じ。)が病気にか

かっているとき。 
(2)～(4) （略） (2)～(4) （略） 
(入居資格者) (入居資格者) 

第50条 前条の規定により市営住宅を使用することができ

る者は、第6条の規定にかかわらず、次の条件を具備する者

第50条 前条の規定により市営住宅を使用することができ

る者は、第6条の規定にかかわらず、次の条件を具備する者
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でなければならない。 でなければならない。 
(1) 所得が中位にある者でその所得が特定優良賃貸住宅

の供給の促進に関する法律施行規則(平成5年建設省令第

16号。以下「特定優良賃貸住宅法施行規則」という。)
第6条に定める基準に該当する者であって、自ら居住する

ため住宅を必要とするもののうち、現に同居し、又は同

居しようとする親族等                              
                                                  
があるもの 

(1) 所得が中位にある者でその所得が特定優良賃貸住宅

の供給の促進に関する法律施行規則(平成5年建設省令第

16号。以下「特定優良賃貸住宅法施行規則」という。)
第6条に定める基準に該当する者であって、自ら居住する

ため住宅を必要とするもののうち、現に同居し、又は同

居しようとする親族(婚姻の届出をしないが事実上婚姻

関係と同様の事情にある者その他婚姻の予約者を含む。)
があるもの 

(2) （略） (2) （略） 
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 議案第１６号 
   南アルプス市社会体育施設条例の一部改正について 

 
 南アルプス市社会体育施設条例の一部を改正する条例を次のように定める。 
  令和６年２月２２日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプス市社会体育施設条例の一部を改正する条例 
 
南アルプス市社会体育施設条例（平成１８年南アルプス市条例第９号）の一部を

次のように改正する。 
 
第３条ただし書を削る。 
第４条の表中「 

南アルプス市八田屋内運動場 （１）社会体育施設の利用の許可に関す

ること。 
（２）社会体育施設の施設及び設備の維

持管理に関すること。 
（３）社会体育施設の利用に係る料金（以

下「利用料金」という。）に関するこ

と。 
（４）前３号に掲げるもののほか、教育

委員会が別に定める業務 

南アルプス市白根弓道場 
南アルプス市芦安プール 
南アルプス市若草体育館 
南アルプス市若草グラウンド 
南アルプス市若草卓球場 
南アルプス市櫛形総合体育館 
南アルプス市甲西体育センター 

南アルプス市八田野球場 （１）社会体育施設の利用の許可に関す

ること。 
（２）社会体育施設の利用に係る料金（以

下「利用料金」という。）に関するこ

と。 
（３）前２号に掲げるもののほか、教育

委員会が別に定める業務 

南アルプス市八田農業者トレーニングセ

ンター 
南アルプス市若草テニスコート 
南アルプス市櫛形テニスコート 
南アルプス市櫛形西体育館 
南アルプス市櫛形北体育館 
」を「 
南アルプス市八田屋内運動場 （１）社会体育施設の利用の許可に関す

ること。 
（２）社会体育施設の施設及び設備の維

南アルプス市白根弓道場 
南アルプス市芦安プール 
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南アルプス市若草体育館 持管理に関すること。 
（３）社会体育施設の利用に係る料金（以

下「利用料金」という。）に関するこ

と。 
（４）前３号に掲げるもののほか、教育

委員会が別に定める業務 

南アルプス市若草グラウンド 
南アルプス市若草卓球場 
南アルプス市鏡中條体育館 
南アルプス市櫛形総合体育館 
南アルプス市甲西体育センター 
南アルプス市八田野球場 （１）社会体育施設の利用の許可に関す

ること。 
（２）利用料金に関すること。 
（３）前２号に掲げるもののほか、教育

委員会が別に定める業務 

南アルプス市八田農業者トレーニングセ

ンター 
南アルプス市若草テニスコート 
南アルプス市櫛形テニスコート 
南アルプス市櫛形西体育館 
南アルプス市櫛形北体育館 
」に改める。 
第５条第２項中「指定管理者が管理する社会体育施設（以下「指定管理施設」と

いう。）」を「社会体育施設」に改め、同条第３項を削る。 
第６条第２項中「指定管理施設の」を削り、同条第３項を削る。 
第７条第１項中「指定管理施設にあっては指定管理者又は教育委員会管理施設に

あっては教育委員会（以下「指定管理者等」という。）」を「指定管理者」に改め、

同条第２項中「指定管理者等」を「指定管理者」に改める。 
第８条及び第９条中「指定管理者等」を「指定管理者」に改める。 
第１０条の見出し中「又は使用料」を削り、同条第１項中「指定管理施設にあっ

ては利用料金又は教育委員会管理施設にあっては使用料」を「利用料金」に改め、

同条第２項中「（次項を除く。）」を削り、同条第３項を削る。 
第１１条の見出し中「又は使用料」を削り、同条中「指定管理者等」を「指定管

理者」に改め、「又は使用料」を削る。 
第１２条の見出し及び同条中「又は使用料」を削り、同条ただし書中「指定管理

者等」を「指定管理者」に改める。 
 
 

附 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
 （経過措置） 
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２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の南アルプス市社会体育施設条

例の規定により受けたこの条例の施行日以後の施設の利用の許可は、この条例に

よる改正後の南アルプス市社会体育施設条例の規定により受けた施設の利用の

許可とみなす。 
 
 
提案理由  
教育委員会が管理している南アルプス市鏡中條体育館について、指定管理者を指

定し、指定管理施設として管理を開始するため、本条例を改正したいので、この案

を提出するものである。 
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〇南アルプス市社会体育施設条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正案 現行 

(社会体育施設の管理) (社会体育施設の管理) 
第3条 社会体育施設の管理は、地方自治法(昭和22年法律第6

7号)第244条の2第3項の規定により、法人その他の団体で

あって、南アルプス市教育委員会(以下「教育委員会」とい

う。)が指定するもの(以下「指定管理者」という。)に行わ

せるものとする。                                     
                      

第3条 社会体育施設の管理は、地方自治法(昭和22年法律第6
7号)第244条の2第3項の規定により、法人その他の団体で

あって、南アルプス市教育委員会(以下「教育委員会」とい

う。)が指定するもの(以下「指定管理者」という。)に行わ

せるものとする。ただし、南アルプス市鏡中條体育館は、

教育委員会が管理する。 
(指定管理者の業務) (指定管理者の業務) 

第4条 指定管理者は、次に定める区分により業務を行うもの

とする。 
第4条 指定管理者は、次に定める区分により業務を行うもの

とする。 
名称 業務区分 

南アルプス市八田屋内運動場 (1) 社会体育施設の利用の許

可に関すること。 
(2) 社会体育施設の施設及び

設備の維持管理に関するこ

と。 
(3) 社会体育施設の利用に係

る料金(以下「利用料金」と

いう。)に関すること。 

南アルプス市白根弓道場 
南アルプス市芦安プール 
南アルプス市若草体育館 
南アルプス市若草グラウンド 
南アルプス市若草卓球場 
南アルプス市鏡中條体育館 
南アルプス市櫛形総合体育館 

名称 業務区分 
南アルプス市八田屋内運動場 (1) 社会体育施設の利用の許

可に関すること。 
(2) 社会体育施設の施設及び

設備の維持管理に関するこ

と。 
(3) 社会体育施設の利用に係

る料金(以下「利用料金」と

いう。)に関すること。 

南アルプス市白根弓道場 
南アルプス市芦安プール 
南アルプス市若草体育館 
南アルプス市若草グラウンド 
南アルプス市若草卓球場 
南アルプス市櫛形総合体育館 
南アルプス市甲西体育センタ

-171-



南アルプス市甲西体育センタ

ー 
(4) 前3号に掲げるもののほ

か、教育委員会が別に定め

る業務 
南アルプス市八田野球場 (1) 社会体育施設の利用の許

可に関すること。 
(2) 利用料金              

                        
        に関すること。 

(3) 前2号に掲げるもののほ

か、教育委員会が別に定め

る業務 

南アルプス市八田農業者トレ

ーニングセンター 
南アルプス市若草テニスコー

ト 
南アルプス市櫛形テニスコー

ト 
南アルプス市櫛形西体育館 
南アルプス市櫛形北体育館 

 

ー (4) 前3号に掲げるもののほ

か、教育委員会が別に定め

る業務 
南アルプス市八田野球場 (1) 社会体育施設の利用の許

可に関すること。 
(2) 社会体育施設の利用に係

る料金(以下「利用料金」と

いう。)に関すること。 
(3) 前2号に掲げるもののほ

か、教育委員会が別に定め

る業務 

南アルプス市八田農業者トレ

ーニングセンター 
南アルプス市若草テニスコー

ト 
南アルプス市櫛形テニスコー

ト 
南アルプス市櫛形西体育館 
南アルプス市櫛形北体育館 

 

(休館(場)日) (休館(場)日) 
第5条 （略） 第5条 （略） 
2 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、必要があると認

めるときは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、社会体

育施設                                              
    の休館(場)日に開館(場)し、又は休館(場)日以外の日に

休館(場)することができる。 

2 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、必要があると認

めるときは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、指定管

理者が管理する社会体育施設(以下「指定管理施設」とい

う。)の休館(場)日に開館(場)し、又は休館(場)日以外の日に

休館(場)することができる。 
 3 第1項の規定にかかわらず、教育委員会は、必要があると

認めるときは、教育委員会が管理する社会体育施設(以下

「教育委員会管理施設」という。)の休館日に開館し、又は
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休館日以外の日に休館することができる。 
(利用時間) (利用時間) 

第6条 （略） 第6条 （略） 
2 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、必要があると認

めるときは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、       
       利用時間を変更することができる。 

2 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、必要があると認

めるときは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、指定管

理施設の利用時間を変更することができる。 
 3 第1項の規定にかかわらず、教育委員会は、必要があると

認めるときは、教育委員会管理施設の利用時間を変更する

ことができる。 
(利用の許可) (利用の許可) 

第7条 社会体育施設を利用しようとする者は、あらかじめ指

定管理者                                            
                                                  の
許可を受けなければならない。 

第7条 社会体育施設を利用しようとする者は、あらかじめ指

定管理施設にあっては指定管理者又は教育委員会管理施設

にあっては教育委員会(以下「指定管理者等」という。)の
許可を受けなければならない。 

2 指定管理者  は、社会体育施設の管理上必要と認めるとき

は、前項の許可に条件を付することができる。 
2 指定管理者等は、社会体育施設の管理上必要と認めるとき

は、前項の許可に条件を付することができる。 
(利用の制限) (利用の制限) 

第8条 指定管理者  は、次の各号のいずれかに該当すると認

めるときは、社会体育施設の利用を拒むことができる。 
第8条 指定管理者等は、次の各号のいずれかに該当すると認

めるときは、社会体育施設の利用を拒むことができる。 
(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 
(利用許可の取消し等) (利用許可の取消し等) 
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第9条 指定管理者  は、次の各号のいずれかに該当するとき

は、許可を取り消し、又は利用の中止を命ずることができ

る。 

第9条 指定管理者等は、次の各号のいずれかに該当するとき

は、許可を取り消し、又は利用の中止を命ずることができ

る。 
(1) 第7条第1項の許可を受けた者(以下「利用者」という。)
がこの条例又はこの条例に基づく教育委員会規則若しく

は指定管理者  の指示した事項に違反したとき。 

(1) 第7条第1項の許可を受けた者(以下「利用者」という。)
がこの条例又はこの条例に基づく教育委員会規則若しく

は指定管理者等の指示した事項に違反したとき。 
(2)～(4) （略） (2)～(4) （略） 

2 前項の措置によって利用者に損害が生じることがあって

も、指定管理者  は、その責めを負わない。 
2 前項の措置によって利用者に損害が生じることがあって

も、指定管理者等は、その責めを負わない。 
(利用料金          の納付等) (利用料金又は使用料の納付等) 

第10条 利用者は、許可の際、利用料金                  
                                          を納付しな

ければならない。 

第10条 利用者は、許可の際、指定管理施設にあっては利用

料金又は教育委員会管理施設にあっては使用料を納付しな

ければならない。 
2 利用料金は、別表に掲げる額              の範囲内で、

指定管理者があらかじめ市長の承認を得て定めるものとす

る。 

2 利用料金は、別表に掲げる額(次項を除く。)の範囲内で、

指定管理者があらかじめ市長の承認を得て定めるものとす

る。 
 3 使用料は、別表の10に定めるとおりとする。 

(利用料金          の減免) (利用料金又は使用料の減免) 
第11条 指定管理者  は、教育委員会規則で定める基準によ

り利用料金          を減額し、又は免除することができ

る。 

第11条 指定管理者等は、教育委員会規則で定める基準によ

り利用料金又は使用料を減額し、又は免除することができ

る。 
(利用料金          の不還付) (利用料金又は使用料の不還付) 
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第12条 既納の利用料金          は、還付しない。ただし、

指定管理者  は、利用者の責めに帰することのできない理

由により利用することができなくなったときは、その全部

又は一部を還付することができる。 

第12条 既納の利用料金又は使用料は、還付しない。ただし、

指定管理者等は、利用者の責めに帰することのできない理

由により利用することができなくなったときは、その全部

又は一部を還付することができる。 
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 議案第１７号 
   南アルプス市学校体育施設等の利用等に関する条例の一部改正について 

 
 南アルプス市学校体育施設等の利用等に関する条例の一部を改正する条例を次の

ように定める。 
  令和６年２月２２日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプス市学校体育施設等の利用等に関する条例の一部を改正する条例 
 
南アルプス市学校体育施設等の利用等に関する条例（平成１８年南アルプス市条

例第１０号）の一部を次のように改正する。 
 
第３条ただし書を削る。 
第５条第２項中「指定管理者が管理する開放施設（以下「指定管理施設」という。）」

を「開放施設」に改め、同条第３項を削る。 
第６条第２項中「指定管理施設」を「開放施設」に改め、同条第３項を削る。 
第７条第１項中「指定管理施設にあっては指定管理者又は教育委員会管理施設に

あっては教育委員会（以下「指定管理者等」という。）」を「指定管理者」に改め、

同条第２項中「指定管理者等」を「指定管理者」に改める。 
第８条、第９条並びに第１０条第１項各号列記以外の部分及び第２項中「指定管

理者等」を「指定管理者」に改める。 
第１１条の見出し中「又は使用料」を削り、同条第１項中「指定管理施設にあっ

ては利用料金又は教育委員会管理施設にあっては使用料」を「利用料金」に改め、

同条第３項を削る。 
第１２条の見出し中「又は使用料」を削り、同条中「指定管理者等」を「指定管

理者」に改め、「又は使用料」を削る。 
第１３条の見出し及び同条中「又は使用料」を削り、同条ただし書中「指定管理

者等」を「指定管理者」に改める。 
別表第２中「又は使用料」を削る。 

 
 

附 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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 （経過措置） 
２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の南アルプス市学校体育施設等

の利用等に関する条例の規定により受けたこの条例の施行日以後の施設の利用

の許可は、この条例による改正後の南アルプス市学校体育施設等の利用等に関す

る条例の規定により受けた施設の利用の許可とみなす。 
 
 
提案理由  
教育委員会が管理している櫛形中学校弓道場について、指定管理者を指定し、指

定管理施設として管理を開始するため、本条例を改正したいので、この案を提出す

るものである。 
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○南アルプス市学校体育施設等の利用等に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正案 現行 

(開放施設の管理) (開放施設の管理) 
第3条 開放施設の管理は、地方自治法(昭和22年法律第67号)
第244条の2第3項の規定により、法人その他の団体であっ

て、教育委員会が指定するもの(以下「指定管理者」という。)
に行わせるものとする。                               
                    

第3条 開放施設の管理は、地方自治法(昭和22年法律第67号)
第244条の2第3項の規定により、法人その他の団体であっ

て、教育委員会が指定するもの(以下「指定管理者」という。)
に行わせるものとする。ただし、櫛形中学校弓道場は、教

育委員会が管理する。 
(休館(場)日) (休館(場)日) 

第5条 （略） 第5条 （略） 
2 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、必要があると認

めるときは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、開放施

設                                                  
の休館(場)日に開館(場)し、又は休館(場)以外の日に休館

(場)することができる。 

2 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、必要があると認

めるときは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、指定管

理者が管理する開放施設(以下「指定管理施設」という。)
の休館(場)日に開館(場)し、又は休館(場)以外の日に休館

(場)することができる。 
 3 第1項の規定にかかわらず、教育委員会は、必要があると

認めるときは、教育委員会が管理する開放施設(以下「教育

委員会管理施設」という。)の休館日に開館し、又は休館日

以外の日に休館することができる。 
(利用時間) (利用時間) 

第6条 （略） 第6条 （略） 
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2 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、必要があると認

めるときは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、開放施

設    の利用時間を変更することができる。 

2 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、必要があると認

めるときは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、指定管

理施設の利用時間を変更することができる。 
 3 第1項の規定にかかわらず、教育委員会は、必要があると

認めるときは、教育委員会管理施設の利用時間を変更する

ことができる。 
(利用の登録) (利用の登録) 

第7条 開放施設を利用しようとする者は、あらかじめ指定管

理者                                                
                                              から登

録証の交付を受けなければならない。ただし、市若しくは

教育委員会、国又は他の地方公共団体が主催し、共催する

行事に利用するとき、又は市内の公共的団体がその活動に

利用するときは、この限りでない。 

第7条 開放施設を利用しようとする者は、あらかじめ指定管

理施設にあっては指定管理者又は教育委員会管理施設にあ

っては教育委員会(以下「指定管理者等」という。)から登

録証の交付を受けなければならない。ただし、市若しくは

教育委員会、国又は他の地方公共団体が主催し、共催する

行事に利用するとき、又は市内の公共的団体がその活動に

利用するときは、この限りでない。 
2 指定管理者  は、教育委員会規則で定める基準により登録

証の交付を行うものとする。 
2 指定管理者等は、教育委員会規則で定める基準により登録

証の交付を行うものとする。 
(利用の許可) (利用の許可) 

第8条 登録証の交付を受けた者が開放施設を利用するとき

は、あらかじめ指定管理者  の許可を受けなければならな

い。 

第8条 登録証の交付を受けた者が開放施設を利用するとき

は、あらかじめ指定管理者等の許可を受けなければならな

い。 
2 指定管理者  は、開放施設の管理上必要と認めるときは、

前項の許可に条件を付することができる。 
2 指定管理者等は、開放施設の管理上必要と認めるときは、

前項の許可に条件を付することができる。 
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(利用の制限) (利用の制限) 
第9条 指定管理者  は、次の各号のいずれかに該当すると認

めるときは、開放施設の利用を拒むことができる。 
第9条 指定管理者等は、次の各号のいずれかに該当すると認

めるときは、開放施設の利用を拒むことができる。 
(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 
(利用許可の取消し等) (利用許可の取消し等) 

第10条 指定管理者  は、次の各号のいずれかに該当すると

きは、許可を取り消し、又は利用の中止を命ずることがで

きる。 

第10条 指定管理者等は、次の各号のいずれかに該当すると

きは、許可を取り消し、又は利用の中止を命ずることがで

きる。 
(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

2 前項の措置によって利用者に損害が生じることがあって

も、指定管理者  は、その責めを負わない。 
2 前項の措置によって利用者に損害が生じることがあって

も、指定管理者等は、その責めを負わない。 
(利用料金          の納付等) (利用料金又は使用料の納付等) 

第11条 利用者は、午後5時から午後10時までの間に開放施

設を利用する場合は、許可の際、利用料金               
                                             を納付

しなければならない。 

第11条 利用者は、午後5時から午後10時までの間に開放施

設を利用する場合は、許可の際、指定管理施設にあっては

利用料金又は教育委員会管理施設にあっては使用料を納付

しなければならない。 
2 （略） 2 （略） 
 3 使用料は、別表第2に定めるとおりとする。 

(利用料金          の減免) (利用料金又は使用料の減免) 
第12条 指定管理者  は、教育委員会規則で定める基準によ

り利用料金          を減額し、又は免除することができ

第12条 指定管理者等は、教育委員会規則で定める基準によ

り利用料金又は使用料を減額し、又は免除することができ
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る。 る。 
(利用料金          の不還付) (利用料金又は使用料の不還付) 

第13条 既納の利用料金          は、還付しない。ただし、

指定管理者  は、利用者の責めに帰することができない理

由により利用することができなくなったときは、その全部

又は一部を還付することができる。 

第13条 既納の利用料金又は使用料は、還付しない。ただし、

指定管理者等は、利用者の責めに帰することができない理

由により利用することができなくなったときは、その全部

又は一部を還付することができる。 
別表第2(第11条関係) 別表第2(第11条関係) 
利用料金          一覧表 利用料金又は使用料一覧表 

区分 金額 備考 
体育館等 円

310
1コート1時間当たりとする。 

グラウンド等 620
 

区分 金額 備考 
体育館等 円

310
1コート1時間当たりとする。 

グラウンド等 620
 

備考 利用時間が1時間に満たない時間は、1時間とする。 備考 利用時間が1時間に満たない時間は、1時間とする。 
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 議案第１８号 
   南アルプス市公営企業の設置等に関する条例の一部改正について 

 
 南アルプス市公営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のように

定める。 
  令和６年２月２２日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプス市公営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 
 
南アルプス市公営企業の設置等に関する条例（平成１５年南アルプス市条例第２

１９号）の一部を次のように改正する。 
 
第１条中「下水道事業」の次に「（公共下水道事業及び農業集落排水事業をいう。

以下同じ。）」を、「以下」の次に「これらを」を加える。 
第５条中「資するため」の次に「並びに農業用排水の水質保全及び集落における

生活環境の向上を図るため」を加える。 
第７条第２項中「排水区域」を「公共下水道事業の排水区域」に改め、同条に次

の１項を加える。 
３ 南アルプス市農業集落排水施設の名称、位置及び区域は、次のとおりとする。 

名称 位置 区域 
南アルプス市農業集落排

水施設 
南アルプス市芦安安通３

２番地の２ 
芦安芦倉（沓沢以西を除く。）及

び芦安安通（木場以西を除く。） 
第１０条中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８第８項」に改

める。 
 
 

附 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
 （南アルプス市芦安農業集落排水事業特別会計財政調整基金条例の廃止） 
２ 南アルプス市芦安農業集落排水事業特別会計財政調整基金条例（平成１５年南

アルプス市条例第８４号）は、廃止する。 
 （南アルプス市芦安農業集落排水事業特別会計財政調整基金条例の廃止に伴う経

過措置） 
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３ 前項の規定による廃止前の南アルプス市芦安農業集落排水事業特別会計財政調

整基金条例の規定による南アルプス市芦安農業集落排水事業特別会計財政調整

基金に属する財産については、この条例による改正後の南アルプス市公営企業の

設置等に関する条例に基づく下水道事業に引き継ぐものとする。 
 （南アルプス市行政組織条例の一部改正） 
４ 南アルプス市行政組織条例（平成１５年南アルプス市条例第８号）の一部を次

のように改正する。 
第２条建設部の項中第１３号を削り、第１４号を第１３号とする。 

 （南アルプス市特別会計条例の一部改正） 
５ 南アルプス市特別会計条例（平成１５年南アルプス市条例第５７号）の一部を

次のように改正する。 
  本則中第５号を削り、第６号を第５号とし、第７号から第１３号までを１号ず

つ繰り上げる。 
（南アルプス市芦安農業集落排水施設条例の一部改正） 

６ 南アルプス市芦安農業集落排水施設条例（平成１５年南アルプス市条例第１７

０号）の一部を次のように改正する。 
題名を次のように改める。 

南アルプス市農業集落排水施設条例 
第１条の見出しを「（趣旨）」に改め、同条中「農業用排水の水質保全及び集落

における生活環境の向上を図るため」を「この条例は」に、「を設置する」を「の

管理に関し必要な事項を定めるものとする」に改める。 
第２条を削り、第３条を第２条とする。 
第４条第１項中「市長が」を「下水道事業の管理者の権限を行う市長（以下「管

理者」という。）が」に、「市長の」を「管理者の」に改め、同条を第３条とする。 
第５条を第４条とする。 
第６条中「市長」を「管理者」に改め、同条を第５条とする。 
第７条中「市長」を「管理者」に改め、同条を第６条とし、第８条を第７条と

する。 
第９条第１項中「市長」を「管理者」に改め、同条を第８条とする。 
第１０条第１項中「市長」を「管理者」に、「ついて」を「について」に改め、

同条を第９条とする。 
第１１条第２項中「市長」を「管理者」に改め、同条を第１０条とし、同条の

次に次の１条を加える。 
（使用料の督促） 

第１１条 管理者は、この条例の規定により徴収する使用料を納期限までに納付
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しない者があるときは、納期限後２０日以内に、督促状を発行して督促する。 
２ 前項の督促状に指定すべき納付の期限は、その発行の日から１０日以内とす

る。 
３ 督促状を発行した場合は、１通につき１００円の督促手数料を徴収する。 
４ 督促をした場合は、当該使用料の金額（その額に１，０００円未満の端数が

あるとき、又はその全額が２，０００円未満であるときは、その端数金額又は

その全額を切り捨てる。）に、その納期限の翌日から納付の日までの期間の日

数に応じ、その金額に年１４．６パーセント（督促状に指定する期限までの期

間については、年７．３パーセント）の割合を乗じて計算した金額に相当する

延滞金額を加算して徴収する。この場合において、延滞金の確定金額に１００

円未満の端数があるとき、又はその全額が１，０００円未満であるときは、そ

の端数金額又はその全額を切り捨てる。 
第１２条第１項、第１３条及び第１４条中「市長」を「管理者」に改める。 
第１５条中「市長」を「管理者」に、「第４条、第７条又は第９条」を「第３

条、第６条又は第８条」に改める。 
第１７条を削り、第１６条を第１７条とし、第１５条の次に次の１条を加える。 
（過料） 

第１６条 前条の規定による命令に従わない者は、５万円以下の過料に処する。 
様式第１号中「第７条」を「第６条」に改め、様式第２号中「第９条」を「第

８条」に改める。 
 （南アルプス市芦安農業集落排水施設条例の一部改正に伴う経過措置） 
７ 前項の規定による改正後の南アルプス市農業集落排水施設条例第１１条の規定

は、この条例の施行の日以後の施設使用料について適用し、同日前の使用に係る

使用料については、なお従前の例による。 
 （南アルプス市公共下水道条例の一部改正） 
８ 南アルプス市公共下水道条例（平成１５年南アルプス市条例第２１４号）の一

部を次のように改正する。 
  第６条の６中「上下水道局管理規程」を「企業管理規程」に改める。 
 
 
提案理由  
南アルプス市芦安農業集落排水事業について、上下水道局が所管する下水道事業

として実施するとともに、地方自治法の一部を改正する法律（令和５年法律第１９

号）の施行に伴う引用条文の整理その他所要の改正のため、本条例を改正したいの

で、この案を提出するものである。 
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〇南アルプス市公営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正案 現行 

(趣旨) (趣旨) 
第1条 この条例は、本市が経営する水道事業及び下水道事

業(公共下水道事業及び農業集落排水事業をいう。以下同

じ。)(以下これらを「公営企業」という。)の設置及び財務

等に関し必要な事項を定めるものとする。 

第1条 この条例は、本市が経営する水道事業及び下水道事

業                                                  
    (以下        「公営企業」という。)の設置及び財務

等に関し必要な事項を定めるものとする。 
(設置) (設置) 

第5条 市民の公衆衛生の向上及び都市の健全な発達に寄与

し、併せて公共用水域の水質の保全に資するため並びに農

業用排水の水質保全及び集落における生活環境の向上を図

るため、下水道事業を設置する。 

第5条 市民の公衆衛生の向上及び都市の健全な発達に寄与

し、併せて公共用水域の水質の保全に資するため        
                                                    
      、下水道事業を設置する。 

(経営の基本) (経営の基本) 
第7条 （略） 第7条 （略） 
2 公共下水道事業の排水区域は、本市の区域のうち、下水

道法(昭和33年法律第79号)第4条第1項の規定による事業計

画に定められた区域とする。 

2 排水区域                は、本市の区域のうち、下水

道法(昭和33年法律第79号)第4条第1項の規定による事業計

画に定められた区域とする。 
3 南アルプス市農業集落排水施設の名称、位置及び区域

は、次のとおりとする。 
 

名称 位置 区域 
南アルプス市農業南アルプス市芦安芦安芦倉(沓沢以西を除

 

-185-



集落排水施設 安通32番地の2 く。)及び芦安安通(木場

以西を除く。) 
 

(議会の同意を要する賠償責任の免除) (議会の同意を要する賠償責任の免除) 
第10条 法第34条において準用する地方自治法(昭和22年法

律第67号)第243条の2の8第8項の規定により公営企業の業

務に従事する職員の賠償責任の免除について議会の同意を

得なければならない場合は、当該賠償責任に係る賠償額が

10万円以上である場合とする。 

第10条 法第34条において準用する地方自治法(昭和22年法

律第67号)第243条の2の2第8項の規定により公営企業の業

務に従事する職員の賠償責任の免除について議会の同意を

得なければならない場合は、当該賠償責任に係る賠償額が

10万円以上である場合とする。 

 

附則第４項 南アルプス市行政組織条例の一部改正 

改正案 現行 

(分掌事務) (分掌事務) 
第2条 前条の部の分掌事務は、おおむね次のとおりとす

る。 
第2条 前条の部の分掌事務は、おおむね次のとおりとす

る。 
総務部 （略） 総務部 （略） 
総合政策部 （略） 総合政策部 （略） 
市民部 （略） 市民部 （略） 
保健福祉部 （略） 保健福祉部 （略） 
産業観光部 （略） 産業観光部 （略） 
建設部 建設部 

-186-



(1) 道路及び水路に関すること。 (1) 道路及び水路に関すること。 
(2) 河川及び橋りょうに関すること。 (2) 河川及び橋りょうに関すること。 
(3) 地籍調査に関すること。 (3) 地籍調査に関すること。 
(4) 都市計画に関すること。 (4) 都市計画に関すること。 
(5) 開発行為に関すること。 (5) 開発行為に関すること。 
(6) 土地区画整理に関すること。 (6) 土地区画整理に関すること。 
(7) 公園に関すること。 (7) 公園に関すること。 
(8) 建築に関すること。 (8) 建築に関すること。 
(9) 市営住宅に関すること。 (9) 市営住宅に関すること。 
(10) 土地改良事業に関すること。 (10) 土地改良事業に関すること。 
(11) 多面的機能支払交付金事業に関すること。 (11) 多面的機能支払交付金事業に関すること。 
(12) 森林土木に関すること。 (12) 森林土木に関すること。 

 (13) 農業集落排水業務に関すること。 
(13) リニア中央新幹線に係る用地(他の所管のものを除

く。)に関すること。 
(14) リニア中央新幹線に係る用地(他の所管のものを除

く。)に関すること。 

 

附則第５項 南アルプス市特別会計条例の一部改正 

改正案 現行 

地方自治法(昭和22年法律第67号)第209条第2項の規定に

基づき、次の各号に掲げる特別会計を、当該各号に掲げる事

地方自治法(昭和22年法律第67号)第209条第2項の規定に

基づき、次の各号に掲げる特別会計を、当該各号に掲げる事
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業等の円滑な運営と経理の適正を図るために設置する。 業等の円滑な運営と経理の適正を図るために設置する。 
(1) 南アルプス市国民健康保険特別会計 国民健康保険

事業 
(1) 南アルプス市国民健康保険特別会計 国民健康保険

事業 
(2) 南アルプス市後期高齢者医療特別会計 後期高齢者

医療事業 
(2) 南アルプス市後期高齢者医療特別会計 後期高齢者

医療事業 
(3) 南アルプス市介護保険特別会計 介護保険事業 (3) 南アルプス市介護保険特別会計 介護保険事業 
(4) 南アルプス市居宅介護予防支援事業特別会計 居宅

介護予防支援事業 
(4) 南アルプス市居宅介護予防支援事業特別会計 居宅

介護予防支援事業 
 (5) 南アルプス市芦安農業集落排水事業特別会計 農業

集落排水事業 
(5) 南アルプス市温泉給湯事業特別会計 温泉給湯事業 (6) 南アルプス市温泉給湯事業特別会計 温泉給湯事業 
(6) 南アルプス市山梨県北岳山荘管理事業特別会計 登

山者宿泊等施設管理事業 
(7) 南アルプス市山梨県北岳山荘管理事業特別会計 登

山者宿泊等施設管理事業 
(7) 南アルプス市土地取得造成事業特別会計 土地取得

事業及び土地造成事業 
(8) 南アルプス市土地取得造成事業特別会計 土地取得

事業及び土地造成事業 
(8) 芦安恩賜県有財産保護財産区管理会特別会計 芦安

恩賜県有財産保護財産区管理事業 
(9) 芦安恩賜県有財産保護財産区管理会特別会計 芦安

恩賜県有財産保護財産区管理事業 
(9)  高尾山外一字恩賜県有財産保護財産区管理会特別会

計 高尾山外一字恩賜県有財産保護財産区管理事業 
(10) 高尾山外一字恩賜県有財産保護財産区管理会特別会

計 高尾山外一字恩賜県有財産保護財産区管理事業 
(10) 中尾山外一字恩賜県有財産保護財産区管理会特別会

計 中尾山外一字恩賜県有財産保護財産区管理事業 
(11) 中尾山外一字恩賜県有財産保護財産区管理会特別会

計 中尾山外一字恩賜県有財産保護財産区管理事業 
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(11) 城山外一字恩賜県有財産保護財産区管理会特別会計

 城山外一字恩賜県有財産保護財産区管理事業 
(12) 城山外一字恩賜県有財産保護財産区管理会特別会計

 城山外一字恩賜県有財産保護財産区管理事業 
(12) 雨鳴山恩賜県有財産保護財産区管理会特別会計 雨

鳴山恩賜県有財産保護財産区管理事業 
(13) 雨鳴山恩賜県有財産保護財産区管理会特別会計 雨

鳴山恩賜県有財産保護財産区管理事業 

 

附則第６項 南アルプス市芦安農業集落排水施設条例の一部改正 

改正案 現行 

南アルプス市農業集落排水施設条例 南アルプス市芦安農業集落排水施設条例 
(趣旨) (設置) 

第1条 この条例は                                     
             、南アルプス市農業集落排水施設(以下「施

設」という。)の管理に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

第1条 農業用排水の水質保全及び集落における生活環境の

向上を図るため、南アルプス市農業集落排水施設(以下

「施設」という。)を設置する                         
     。 

 (施設の名称等) 
第2条 施設の名称、位置及び区域は、次のとおりとする。 

 名称 位置 区域 
南アルプス市芦安

芦倉農業集落排水

施設 

南アルプス市芦

安安通32番地

の2 

芦安芦倉(沓沢以西を除

く。)及び芦安安通(木場以

西を除く。) 
 

(定義) (定義) 
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第2条 （略） 第3条 （略） 
(排水設備の計画の確認) (排水設備の計画の確認) 

第3条 排水設備の新設、増設又は改築(以下「新設等」とい

う。)をしようとする者は、その計画が下水道事業の管理

者の権限を行う市長(以下「管理者」という。)が別に定め

る排水設備の設置に関する基準に適合するものであること

について、あらかじめ管理者の確認を受けなければならな

い。 

第4条 排水設備の新設、増設又は改築(以下「新設等」とい

う。)をしようとする者は、その計画が市長が           
                                           別に定め

る排水設備の設置に関する基準に適合するものであること

について、あらかじめ市長の  確認を受けなければならな

い。 
2 （略） 2 （略） 

(費用の負担) (費用の負担) 
第4条 （略） 第5条 （略） 

(排水設備の工事の施工及び業者指定) (排水設備の工事の施工及び業者指定) 
第5条 排水設備の新設等の工事の施工については、下水道

工事に必要な資格、技術及び設備を備える者のうちから管

理者が定めるものが行う。 

第6条 排水設備の新設等の工事の施工については、下水道

工事に必要な資格、技術及び設備を備える者のうちから市

長  が定めるものが行う。 
(排水設備の工事の検査) (排水設備の工事の検査) 

第6条 排水設備の新設等を行った者は、その工事が完了し

た日から5日以内に管理者に排水設備工事完了届(様式第1
号)を提出し、その検査を受けなければならない。 

第7条 排水設備の新設等を行った者は、その工事が完了し

た日から5日以内に市長  に排水設備工事完了届(様式第1
号)を提出し、その検査を受けなければならない。 

(汚水排除の制限) (汚水排除の制限) 
第7条 （略） 第8条 （略） 

-190-



(使用開始等の届出) (使用開始等の届出) 
第8条 使用者は、施設の使用を開始し、休止し、廃止し、

又は再開しようとするときは、あらかじめ管理者に農業集

落排水施設使用(変更)届(様式第2号)を提出しなければなら

ない。 

第9条 使用者は、施設の使用を開始し、休止し、廃止し、

又は再開しようとするときは、あらかじめ市長  に農業集

落排水施設使用(変更)届(様式第2号)を提出しなければなら

ない。 
2 （略） 2 （略） 

(使用料の徴収) (使用料の徴収) 
第9条 管理者は、施設の使用について、使用者から使用料

を徴収する。 
第10条 市長  は、施設の使用  ついて、使用者から使用

料を徴収する。 
2 （略） 2 （略） 

(使用料の算定) (使用料の算定) 
第10条 （略） 第11条 （略） 
2 前項の規定にかかわらず、一般家庭以外の使用者の使用

料については、施設の使用実態を勘案して、管理者が認定

するものとする。 

2 前項の規定にかかわらず、一般家庭以外の使用者の使用

料については、施設の使用実態を勘案して、市長  が認定

するものとする。 
3～5 （略） 3～5 （略） 

(使用料の督促) 
第11条 管理者は、この条例の規定により徴収する使用料

を納期限までに納付しない者があるときは、納期限後20
日以内に、督促状を発行して督促する。 

2 前項の督促状に指定すべき納付の期限は、その発行の日

から10日以内とする。 

 

-191-



3 督促状を発行した場合は、1通につき100円の督促手数料

を徴収する。 
4 督促をした場合は、当該使用料の金額(その額に1,000円
未満の端数があるとき、又はその全額が2,000円未満であ

るときは、その端数金額又はその全額を切り捨てる。)
に、その納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応

じ、その金額に年14.6パーセント(督促状に指定する期限

までの期間については、年7.3パーセント)の割合を乗じて

計算した金額に相当する延滞金額を加算して徴収する。こ

の場合において、延滞金の確定金額に100円未満の端数が

あるとき、又はその全額が1,000円未満であるときは、そ

の端数金額又はその全額を切り捨てる。 
(加入金) (加入金) 

第12条 排水施設の使用を開始しようとする者は、次の表

に定める額を管理者が指定する期限までに納付しなければ

ならない。 

第12条 排水施設の使用を開始しようとする者は、次の表

に定める額を市長  が指定する期限までに納付しなければ

ならない。 
（略） （略） 
2 （略） 2 （略） 

(使用料等の減免) (使用料等の減免) 
第13条 管理者は、特別の事情があると認めるときは、使

用料又は加入金を減額し、又は免除することができる。 
第13条 市長  は、特別の事情があると認めるときは、使

用料又は加入金を減額し、又は免除することができる。 
(排水施設付近での掘削) (排水施設付近での掘削) 
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第14条 排水施設の付近において、当該排水施設の埋設位

置より深く掘削工事を行おうとする者は、管理者に協議を

しなければならない。 

第14条 排水施設の付近において、当該排水施設の埋設位

置より深く掘削工事を行おうとする者は、市長  に協議を

しなければならない。 
2 管理者は、前項の協議に対し、排水施設の機能及び構造

を保全するため必要な措置を命ずることができる。 
2 市長  は、前項の協議に対し、排水施設の機能及び構造

を保全するため必要な措置を命ずることができる。 
(改善命令) (改善命令) 

第15条 管理者は、第3条、第6条又は第8条の規定に違反し

た者に対し、その改善を命ずることができる。 
第15条 市長  は、第4条、第7条又は第9条の規定に違反し

た者に対し、その改善を命ずることができる。 
(過料) 

第16条 前条の規定による命令に従わない者は、5万円以下

の過料に処する。 

 

(委任) (委任) 
第17条 （略） 第16条 （略） 
 (過料) 

第17条 第15条の規定による命令に従わない者は、5万円以

下の過料に処する。 
様式第1号(第6条関係) 様式第1号(第7条関係) 
（略） （略） 
様式第2号(第8条関係) 様式第2号(第9条関係) 
（略） （略） 
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附則第８項 南アルプス市公共下水道条例の一部改正 

改正案 現行 

(指定工事店の責務及び遵守事項) (指定工事店の責務及び遵守事項) 
第6条の6 指定工事店は、下水道に関する法令、条例及び

企業管理規程      の定めるところに従い適正な排水設備

工事の施行に努めるほか、次に掲げる事項を遵守しなけれ

ばならない。 

第6条の6 指定工事店は、下水道に関する法令、条例及び

上下水道局管理規程の定めるところに従い適正な排水設備

工事の施行に努めるほか、次に掲げる事項を遵守しなけれ

ばならない。 
(1)～(7) （略） (1)～(7) （略） 
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 議案第１９号 
   南アルプス市水道給水条例の一部改正について 

 
 南アルプス市水道給水条例の一部を改正する条例を次のように定める。 
  令和６年２月２２日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプス市水道給水条例の一部を改正する条例 
 
南アルプス市水道給水条例（平成１５年南アルプス市条例第２２１号）の一部を

次のように改正する。 
 
第３３条第２項ただし書中「厚生労働省令」を「国土交通省令」に改める。 

 
 

附 則 
 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
 
 
提案理由  
生活衛生等関係行政の機能強化のための関係法律の整備に関する法律（令和５年

法律第３６号）第３条に掲げる規定の施行により、給水装置の工事に係る所管が厚

生労働省から国土交通省に移管されることに伴い本条例を改正したいので、この案

を提出するものである。 
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○南アルプス市水道給水条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正案 現行 

(給水装置の基準違反に対する措置) (給水装置の基準違反に対する措置) 
第33条 （略） 第33条 （略） 
2 管理者は、水の供給を受ける者の給水装置が指定給水装

置工事事業者の施行した給水装置工事に係るものでないと

きは、その者の給水契約の申込みを拒み、又はその者に対

する給水を停止することができる。ただし、法第16条の2
第3項の国土交通省令で定める給水装置の軽微な変更であ

るとき、又は当該給水装置の構造及び材質がその基準に適

合していることを確認したときは、この限りでない。 

2 管理者は、水の供給を受ける者の給水装置が指定給水装

置工事事業者の施行した給水装置工事に係るものでないと

きは、その者の給水契約の申込みを拒み、又はその者に対

する給水を停止することができる。ただし、法第16条の2
第3項の厚生労働省令で定める給水装置の軽微な変更であ

るとき、又は当該給水装置の構造及び材質がその基準に適

合していることを確認したときは、この限りでない。 
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 議案第２０号 
   南アルプスＩＣ周辺高度活用計画検討委員会条例の廃止について 
 
 南アルプスＩＣ周辺高度活用計画検討委員会条例を廃止する条例を次のように定

める。 
  令和６年２月２２日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプスＩＣ周辺高度活用計画検討委員会条例を廃止する条例 
 
 南アルプスＩＣ周辺高度活用計画検討委員会条例（令和４年南アルプス市条例第

１９号）は、廃止する。 
 
 

附 則 
 この条例は、公布の日から施行する。 
 
 
提案理由  
南アルプスＩＣ周辺高度活用計画検討委員会による答申が終了し、検討委員会の

設置目的を果たしたことに伴い、本条例を廃止したいので、この案を提出するもの

である。 
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議案第４６号 
山梨県市町村総合事務組合規約の変更について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、次のと

おり山梨県市町村総合事務組合規約を変更するものとする。 

  令和６年２月２２日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   山梨県市町村総合事務組合規約の一部を改正する規約 
 
 山梨県市町村総合事務組合規約（昭和５１年山梨県指令地第６－５３号）の一部

を次のように改正する。 
 
 別表第２第３条第５号に掲げる事務の項中「東八代広域行政事務組合、峡北広域

行政事務組合」を「東山梨行政事務組合、東八代広域行政事務組合、峡南広域行政

組合、峡北広域行政事務組合、富士五湖広域行政事務組合」に改める。 
 
 

附 則 
 （施行期日） 
１ この規約は、令和６年４月１日から施行する。 
 （経過措置） 
２ この規約による改正後の別表第２第３条第５号に掲げる事務の項の規定は、そ

の有効期間の始期が令和７年４月１日以後である競争入札に参加する者に必要

な資格の審査に関する事務について適用し、その有効期間の始期が同日前である

競争入札に参加する者に必要な資格の審査に関する事務については、なお従前の

例による。 
 
提案理由 
東山梨行政事務組合、峡南広域行政組合及び富士五湖広域行政事務組合の競争入

札に参加する者に必要な資格の審査に関する事務を新規に共同処理することに伴う

山梨県市町村総合事務組合規約の変更については、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２８６条第１項の規定により、関係地方公共団体との協議が必要であり、

この協議には、同法第２９０条の規定により議会の議決が必要であるため、この案

を提出するものである。 
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○山梨県市町村総合事務組合規約の一部を改正する規約新旧対照表 

改正案 現行 

別表第2（第3条関係） 
共同処理する事務 共同処理する組合市町村 

第 3 条第 1号から第

4 号までに掲げる事

務 

(略) 

第 3 条第 5号に掲げ

る事務 

富士吉田市、都留市、山梨市、大月市、韮

崎市、南アルプス市、北杜市、甲斐市、笛

吹市、上野原市、甲州市、中央市、市川三

郷町、早川町、身延町、南部町、富士川

町、昭和町、道志村、西桂町、忍野村、山

中湖村、鳴沢村、富士河口湖町、小菅村、

丹波山村、東山梨行政事務組合、東八代広

域行政事務組合、峡南広域行政組合、峡北

広域行政事務組合、富士五湖広域行政事務

組合 

第 3 条第 6号に掲げ

る事務 

(略) 

第 3 条第 7号、第 9

号及び第 12 号に掲

げる事務 

(略) 

第 3 条第 8号に掲げ

る事務 

(略) 

第 3 条第 10 号に掲

げる事務 

(略) 

別表第2（第3条関係） 
共同処理する事務 共同処理する組合市町村 

第 3 条第 1号から第

4 号までに掲げる事

務 

(略) 

第 3 条第 5号に掲げ

る事務 

富士吉田市、都留市、山梨市、大月市、韮

崎市、南アルプス市、北杜市、甲斐市、笛

吹市、上野原市、甲州市、中央市、市川三

郷町、早川町、身延町、南部町、富士川

町、昭和町、道志村、西桂町、忍野村、山

中湖村、鳴沢村、富士河口湖町、小菅村、

丹波山村、         、東八代広

域行政事務組合、        、峡北

広域行政事務組合、           

   

第 3 条第 5号に掲げ

る事務 

(略) 

第 3 条第 6号、第 8

号及び第 11 号に掲げ

る事務 

(略) 

第 3 条第 7号に掲げ

る事務 

(略) 

第 3 条第 9号に掲げ

る事務 

(略) 
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第 3 条第 11 号に掲

げる事務 

(略) 第 3 条第 10 号に掲げ

る事務 

(略) 
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議案第４７号 
   財産の処分（土地の売払い）について 
 
次のとおり、土地を売り払うものとする。 
令和６年２月２２日提出 

 
南アルプス市長 金 丸 一 元   

 
１ 土地を売り払う目的 

本市の玄関口への集客交流拠点の創出及び地域のブランド化、地域経済の活

性化、新たな産業の拡大を図るために造成した南アルプスＩＣ新産業拠点整備

事業用地の一部（集客エリア）を、コストコホールセールジャパン株式会社に

売り払うものである。 
 
２ 売り払う土地の所在、地目及び面積 

所在 南アルプス市寺部字村附２２００番１ 
  地目 宅地 

面積 ５９，４０３．９６平方メートル 
 
３ 売払いの方法 随意契約 
 
４ 売払いの価格 金８６６，４６７，０００円 
 
５ 売払いの相手方 
  千葉県木更津市瓜倉３６１番地（金田西２街区２画地） 

コストコホールセールジャパン株式会社 
代表取締役 ケン テリオ 

 
提案理由 
この土地の売払いについては、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６

条第１項第８号及び議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分の範囲

を定める条例（平成１５年南アルプス市条例第５５号）第３条の規定により議会

の議決を必要とするので、この案を提出するものである。 
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議案第４８号 

   市道路線の認定について 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定により、市道路線

を次のとおり認定したいので、議会の議決を求める。 

令和６年２月２２日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 

認定路線                        （単位：ｍ） 

整
理
番
号 

路線名 

起 点 

延長 

最小幅員 

適要 

終 点 最大幅員 

1 若草818号線 
加賀美字舎中 3529 番地先 

83.40 
6.16 若草 

地区 加賀美字舎中 3519 番 20 地先 10.20 

2 若草 819 号線 
藤田字村東 1599 番 2 地先 

45.19 
6.04 若草 

地区 藤田字村東 1597 番 5 地先 10.90 

3 若草 820 号線 
寺部字南ノ前 151 番 13 地先 

139.39 
5.00 若草 

地区 寺部字南ノ前 151 番 24 地先 11.04 

4 大師 19 号線 
大師字西小路 552 番 1 地先 

20.91 
6.00 甲西 

地区 大師字西小路 552 番 5 地先 10.09 

 

 

提案理由 

開発行為の寄附に伴い新たに路線を認定したいので、道路法第８条第２項の

規定に基づき、この案を提出するものである。 
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議案第４９号 

市道路線の廃止について 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定により、市道路線を次

のとおり廃止したいので、議会の議決を求める。 

令和６年２月２２日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   

 

廃止路線                       （単位：ｍ） 

 

 

提案理由 

 見直しに伴い路線を廃止したいので、道路法第１０条第３項の規定に基づき、この

案を提出するものである。 

整
理
番
号 

路線名 
起 点 

延長 
最小幅員 

摘要 

終 点 最大幅員 

１ 若草 255 号線 
加賀美字流間 1142 番地先 

115.10 
1.60 若草 

地区 加賀美字流間 1100 番地先 3.80 

2 若草 256 号線 
加賀美字塔中 742 番地先 

132.20 
1.60 若草 

地区 加賀美字塔中 750 番地先 6.30 

3 若草 334 号線 
加賀美字中河原 1425 番 2 地先 

106.60 
1.60 若草 

地区 加賀美字角畑 1394 番地先 2.10 

4 上宮地 75号線 
上宮地字打起 403 番地先 

136.00 
1.80 櫛形 

地区 上宮地字打起 380 番地先 4.20 

5 上宮地 76号線 
上宮地字堤尻 569 番地先 

175.70 
1.50 櫛形 

地区 上宮地字打起 364 番 1地先 2.00 

6 吉田 51 号線 
吉田字小菅 1440 番 1 地先 

89.80 
1.30 櫛形 

地区 吉田字小菅 1453 番地先 4.70 
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 議案第５０号 
和解及び損害賠償の額の決定について 

 
地方自治法第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定により、和解及び損害

賠償の額を次のように定める。 
  令和６年２月２２日提出 
                   南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
１ 和解及び損害賠償の相手方  
  本市在住者 

 
２ 和解の要旨 
（１）南アルプス市内公共施設において、相手方が受傷した事故に対し、市

はその損害賠償の額を５，０００，０００円とし、当該賠償金を支払う

ものとする。 
（２）南アルプス市と相手方は、今後、本事故に関する一切の異議、申し立

てをしないものとする。 
 
 
提案理由 
 本件事故に対する損害賠償について、和解を成立させ損害賠償の額を定める

ため提出するものである。 
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同意案第１号 
   監査委員の選任について 
 
 次の者を監査委員に選任したいので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１９６条第１項の規定により議会の同意を求める。 
  令和６年２月２２日提出 
      南アルプス市長 金 丸 一 元 
 
 
 住  所  南アルプス市吉田１４５５番地 
 

  氏  名  保 坂 邦 博 （ほさか くにひろ） 
 

生年月日  昭和３０年１月１日生 
 
 
提案理由 
 野田正貴（のだ まさき）監査委員が令和６年３月３１日に任期満了となる

ため、この案を提出するものである。 
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略 歴 書 
 
 
氏  名 保 坂 邦 博 （ほさか くにひろ） 
 
生年月日 昭和３０年１月１日生 
 
住  所 南アルプス市吉田１４５５番地 
 
職  業 農 業 
 
公職歴等  
昭和５２年４月          櫛形町役場採用 
平成１５年４月～平成２０年３月  総務部財政課課長補佐 
平成２０年４月～平成２１年３月  企業局経理課長 
平成２１年４月～平成２３年３月  企業局総務課長 
平成２３年４月～平成２４年３月  総合政策部行政システム課長 
平成２４年４月～平成２７年３月  総合政策部長 

 令和 ５年４月～現在       社会教育委員 
 令和 ５年４月～現在       公民館運営審議会委員 
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同意案第２号 
   公平委員会委員の選任について 
 
 次の者を公平委員会委員に選任したいので、地方公務員法（昭和２５年法律

第２６１号）第９条の２第２項の規定により議会の同意を求める。 
  令和６年２月２２日提出 
      南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
 
 住  所  南アルプス市寺部１９５８番地 

 
  氏  名  保 坂 昌 志 （ほさか しょうじ） 
 

生年月日  昭和２７年３月１日生 
 
 
提案理由 
令和６年３月３１日付けで小池康郎（こいけ やすお）公平委員が一身上の

都合により辞職されるため、この案を提出するものである。 
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略 歴 書 
 
 
氏  名   保 坂 昌 志 （ほさか しょうじ） 
 
生年月日   昭和２７年３月１日生 
 
住  所 南アルプス市寺部１９５８番地 
 
職  業 農 業 
 
公職歴等  
 昭和４５年４月          若草町役場採用 
 平成１２年４月～平成１４年３月  若草町役場議会事務局長 
 平成１４年４月～平成１５年３月  若草町役場環境課長 
平成１５年４月～平成１７年３月  教育委員会教育総務課長 

 平成１７年４月～平成２０年３月  農林商工部農業振興課長 
 平成２０年４月～平成２１年３月  総務部人事課長 
平成２１年４月～平成２３年３月  議会事務局長 
平成２３年４月～平成２４年３月  教育委員会教育部長 
令和 元年６月～令和 ４年５月  選挙管理委員会委員 
令和 ４年６月～令和 ５年５月  選挙管理委員会委員長 
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